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本書は、本誌『統合報告書2026』と対をなす報告書です。
本誌は約束を語り、別冊は事実を示します。
どちらか一方では、報告は完結しません。

より詳細な内容、過去の取組みなどにつきましては、Webサイトを併せてご覧ください。

各PARTの右の丸印は、
本誌のどの約束をそのPARTが裏づけるかを示します。

編集方針 報告媒体の位置付け

当社グループは、2026年も統合報告書を発行
いたします。本年は二冊構成とし、別冊である
本書では、株主・投資家をはじめとするステー
クホルダーの皆様に向けて、当社グループの価
値創造に関する事実や実績を、財務・非財務の
両面からお伝えします。23中計の総括や重要課
題への取組み状況について、成果だけでなく課
題や26中計を踏まえた今後の対応も含めて開示
し、当社グループへの理解を深めていただく一
助となることを目指しています。

 編集の考え方
対象期間
2025年4月〜2026年3月（一部、これ以前および以後のデータを含む）
対象範囲
特に指定のない場合は、日本軽金属ホールディングス㈱および連結対象子会社74社計75社
発行時期
2026年10月（前回2025年11月）
データの表記について
端数処理の関係で、内訳の合計と合算値が一致しない場合があります。
過年度のデータは、算定方法の見直しにより遡及して修正することがあります。
将来に関する記述について
本資料に記載されている内容には、将来の業績見通しに関する記述が含まれています。これらの記
述は現時点での見解に基づくものであり、将来の業績を保証するものではありません。経済情勢や
市場環境の変化など、さまざまな要因により、実際の結果が記載内容と異なる場合があります。

 報告の範囲
・IFRS財団：国際統合報告フレームワーク
・経済産業省：価値協創ガイダンス
・GRIスタンダード：Global Reporting Initiative

・内閣官房・金融庁・経済産業省：人的資本可視化指針（改訂版）
・環境省：環境報告ガイドライン2018年版
・TNFD：自然関連財務情報開示タスクフォースによる提言
・TCFD提言を基礎とした気候関連情報開示フレームワーク

記載情報の信頼性を担保するために、株式会社サステナビリティ会計事務所に
よる第三者保証を実施しており、該当箇所に★で表示しています。

当社Webサイトのお問い合わせ機能をご利用ください。

 参照した基準・枠組み

 信頼性の担保

 お問い合わせ
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 市場からの問いP.44
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重要課題テーマ 重要課題 選定理由と目指す姿 主なKPI（評価指標） 集計範囲 目標値※1 2025年度実績 評価

地球環境保護
· 自社での温室効果ガス削減（スコープ1・2）
· サプライチェーンでの温室効果ガス削減
（スコープ3）

· 気候変動への対応（TCFD）
· 水ストレスへの対応
· 環境汚染の防止

当社グループで使用するアルミニウムは全量輸入であり、そ
の製錬工程には大量の電力を要することから、スコープ1〜
3を含む温室効果ガス削減は喫緊の課題です。また、自然環
境や生物多様性への配慮は、自然資本を活用した事業の持続
性を確保するうえで不可欠であり、これらの取組みを通じ、
社会的責任と環境配慮を両立させ、ステークホルダーから信
頼される「持続可能な未来を共創する企業」を目指します。

· スコープ1・2売上高原単位 連結（国内） 2013年度比△30％
2050年度実質ゼロ 0.73t-CO₂/百万円 ○

·スコープ3売上高原単位 連結（国内） 2013年度比△30％
2050年度実質ゼロ 5.00t-CO₂e/百万円 ○

·環境事故および苦情の件数 連結 0件の継続 環境事故 12件
環境苦情 14件 ×

持続可能な価値提供 · 再生可能エネルギーの利用拡大への取組み
· 低炭素商品・サービスの開発、提供
· 循環型経済・社会の推進
· 強靭なインフラ整備、提供
· 食糧の安定供給への貢献
· イノベーションによる未来づくり

当社グループは、再生エネルギー由来やリサイクル性の高い
部材への切り替えへの需要の高まりに応える商品群を有し、
その特長を活かして自動車、輸送、電機・電子、社会インフラ
など多様な分野へ持続可能な価値を提供しています。これら
の取組みを通じて、脱炭素・循環型社会の実現と社会基盤の
強化に貢献し、イノベーションによって持続可能な未来を創
造します。

· 環境対応車向け売上高伸長率
連結

（国内、2021年度比） 300％増 102%増 ○

· 外部スクラップ購入比率※2 連結（国内） 30％超 31% ○

従業員の幸せ

· 労働の安全衛生
当社グループは「安全と健康がすべてに優先する」を社内ス
ローガンに掲げ、近年ではメンタルヘルスへのケアにも力を
入れています。企業価値向上のためには、事業を担う従業員
の幸せが不可欠であり、その実現にはワークライフバラン
ス、多様性と包摂、人財育成が重要と考えています。これら
の取組みを通じて、従業員の誇りと成長を支え、多様性と信
頼に満ちた、持続的に選ばれる企業を目指します。

·休業災害件数 連結（国内） 0件の継続 連結（国内のみ）18件
連結（海外のみ）5件 ×

· 働きがいのある職場づくり ·従業員エンゲージメントスコア 連結 3.6pt以上 3.48pt △

· ダイバーシティ＆インクルージョン
·女性管理職比率 連結 10％以上 6.4％ △
·男性育児休業取得率 連結（国内） 100％ 81% △

· 人財の確保、育成
·総合職の女性定期採用比率 単体（日本軽金属㈱） 20%以上/年の継続 26.5% ○
·経営次世代研修の単年度修了者 連結（国内） 10人以上/年の継続 10人 ○
·新任管理職研修の修了率 連結（国内） 100% 100% ○

責任ある調達・
生産・供給

·安全、安心な商品・サービスの提供 品質の維持・向上に加え、人権尊重、地政学リスクを踏まえ
た安定調達など、BCPの観点を含む取組みを通じて、顧客満
足と品質を追求しつつ、持続可能で透明性の高い調達を実現
し、信頼されるサプライチェーンを構築して地域社会ととも
に発展する企業を目指します。

·重大品質問題発生件数 連結 0件の継続 60件 ×
· 人権の保護、尊重 ·救済機構への加入 連結 加入継続 加入継続 ○

· 安定したサプライチェーンの構築 · CSR調達アンケート回答率 グループ
（主要サプライヤー※3） 100％ ― △

· 変化に柔軟で強靭なバリューチェーン ·BCPトレーニング実施件数 単体（日本軽金属㈱） 3件 2件 △

企業倫理・企業統治 · ガバナンスの強化

コーポレート・ガバナンスの高度化と多様なステークホル
ダーとの対話を推進しています。また不正・不祥事の未然防
止が自社のみならず社会への負の影響を防ぐことに有効と
考えています。法令遵守と信頼性の高い情報開示を徹底し、
株主・投資家からの理解と信頼を獲得することで、長期的に
選ばれる企業を目指します。

·四半期ごとの投資家面談実施 連結 150回※4 130回 △
·取締役会の自己評価実施回数 連結 1回/年 1回 ○
·社外役員による事業所視察回数 連結 2回/年 1回 △

· コンプライアンス体制の強化 · 役員・従業員のコンプライアンス
教育受講率 連結 年間80％以上 28% ×

※1 特に言及のないものは2030年度目標。
※2 外部スクラップ購入比率算定方法の見直しを行いました。

各課題についてはそれぞれのKPI（目標値）を設定し、具体的なアクションプランに基づいてその達成に取り組んでいます。

毎年、予算編成に先立つ経営方針の見直しにあわ
せてマテリアリティを点検し、グループ経営会
議・取締役会で確認しています。

以下は2021年の特定ステップ（取締役会承認）。
右の採点表は、この手続きの上に立っています。

重要課題（マテリアリティ）の
特定ステップ

バリューチェーンが及ぶ範囲を先に特定・
確認。国際的なガイドライン群の要請事項
をもとに約400のESG課題を抽出し、影
響分析を経て31項目に集約。

重要課題候補群の抽出

「社会にとっての重要度」×「当社グルー
プの中長期的な企業価値創造における重要
度」の二軸で31項目を評価。

二軸での重要性評価

さまざまな分野の外部有識者の評価・意見
を受けて再検討・見直しを行い、妥当性と
網羅性を確認。

妥当性・網羅性の確認

5つの重要課題テー
マに再分類し、右図
の審議を経て承認し
ました。

審議と承認
STEP 
4

STEP 
3

STEP 
2

STEP 
1

CSR委員会

グループ経営会議

取締役会 承認

テーマを特定5
項目に集約31

約              課題を抽出400

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/
sustainability/materiality.html

※3  購買金額の80％を占めるサプライヤーを調査対象とする考え方のもと、グループ全体への展開に向けて、調査対象範囲の
拡大を進めています。集中購買では先行して調査を実施しており、2025年度の調査対象先からの回答率は100％です。

※4 2025年度目標値。

日軽金グループの重要課題（マテリアリティ）
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行動理念

経営理念

基本方針

重要課題
（マテリアリティ）

事業計画

当社グループは、社会における使命と将来のあるべき姿を「経営理念」として掲げ、企業活動を展開しています。その実現に向けた進むべき
方向や判断基準を「基本方針」として定め、グループ全体の経営方針としています。さらに、社会的要請やリスク・機会を踏まえ、サステナビ
リティと企業価値の向上を両立させるために、優先的に取り組むべき課題を「重要課題（マテリアリティ）」として特定しています。これらの
課題に対しては、財務・非財務の指標や時間軸を活用した「事業計画」を策定し、進捗を管理・改善しながら具体的な成果につなげています。
最新の事業計画である「26中計」は、10年後の未来像として掲げた「2035ビジョン」の実現に向けた変革の第一歩となります。このように、
理念から方針、課題、計画までを有機的に連動させ、当社グループは持続的な成長と社会的価値を提供していきます。

アルミニウムを核としたビジネスの創出を続けることによって、
人々の暮らしの向上と地球環境の保護に貢献していく

· 健康で安全な職場をつくり、「ゼロ災害」を達成する
·  グループ内外との連携を深化させ､お客様へ多様な価値を継続的に提供する
· 持続可能な社会を実現するため、サーキュラーエコノミーの構築に積極的に取り組む
· 人権を尊重し、倫理を重んじて、誠実で公正な事業を行う
·  多様な価値観を尊重し、長期的かつグローバルな視点で人財を育成する

改定：2026年4月28日

経営理念

29中計

32中計

循環型価値創造のグローバル･リーディング･カンパニーへ
「循環×共創」で未来をつくる

26中計 ❶新しい価値づくり
❷プロセス変革

バックキャスト
で策定

10年後の未来像
2035ビジョン

変革の実践

やってみよう、
やってみなよ

Challenge

挑戦

全員で創る
未来

Connect

連携

一歩先の価値

Create

創造

基本方針

従来の「カーボンニュートラル」にとどまらず、「サーキュラーエコノミーの構築」を当社グループの中核戦略と位置
付け、循環を起点に新たな価値を創り続けるメーカーを目指すことを表現するために改定しました。

日軽金グループ経営方針
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重要課題（マテリアリティ） （P.02）

行動理念（P.04)



当社グループは、経営理念と基本方針を
踏まえ、従業員一人ひとりが未来に向けて
働くうえで大切にすべき価値観・行動基準
を「日軽金グループ行動理念」として定め
ています。
本行動理念は、2022年5月のグループ
経営方針の改定に合わせ、グループ従業員
から投稿された“日軽金グループらしさの
体験”および行動理念策定プロジェクトメ
ンバーの体験談をもとに2023年4月に制
定しました。
私たちは日々の業務において、判断に迷
う場面や価値の選択が求められる場面で、
この行動理念を指針とし、社会に対して価
値提供を続けていきます。

日軽金グループ行動理念
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1939 1980 20262012創業 オイルショック 日軽金HD設立

社会環境の変化に柔軟に対応し、進化を重ね、川上（素材分野）と川下（加工分野）を併せ持つのが当社グループの特色です。
今後も、持続可能な事業活動を通じて、人々の暮らしの向上と地球環境の保護に貢献していきます。

1939 1980 20262012

海外展開 （2000年代～現在）・持株会社体制 （2012年～現在）多角化・構造転換期 （1980年～2000年代前半）創業・拡大期 （1939年～1970年代）

主力事業

国内インフラ需要に支えられて、アルミニウム製錬を基
軸に事業を展開。

化学品や飲料容器用製品、機能材（電子材料、自動車部品）といった加工製品が
拡大。リサイクルによる二次合金事業の展開。
◦化学品（水処理剤、有機合成製品）の多角化
◦電子材料（高純度アルミ、電極箔、メモリーディスク）の拡大
◦自動車向け商品（ホイール、鍛造製品、熱交換器）

事業セグメントを「アルミナ・化成品、地金事業」、「板、押出製品事業」、
「加工製品、関連事業」、「箔、粉末製品事業」に分化。
◦高付加価値加工製品　　◦リサイクルアルミ製品
◦高機能化学品　　　　　◦CO₂削減対応の技術開発（再エネ、省エネルギー）

◦アルミニウム電解
◦鋳造

◦圧延・押出
◦二次加工までの一貫体制を確立

組織体制 垂直統合型の組織運営（蒲原製造所に製錬から加工まで
を集約）。

各事業分野に専門会社を設立。
グループ経営体制を強化。

2012年に日本軽金属ホールディングス㈱を設立し、
純粋持株会社体制に移行。

事業の特徴 民間インフラ・自動車・建材向けにアルミ用途拡大に対応。
原材料から最終製品まで内製化。

国内製錬の後退に対応し、アルミニウム地金生産から加工製品生産へ移行。
国内での原料生産から輸入へシフト。
R&Dを強化し、高機能、高付加価値分野へ進出。

◦中国、東南アジア、インド、北米での加工製品の事業展開
◦マーケットインを基盤とする事業グループ制導入
◦サステナブル経営推進

事業グループセグメント

化成品G

メタルG

軽圧G

輸送機器G

自動車部品G

エンジニアリングG

箔G

製錬用途のカーボン、水酸化アルミニウム、製錬用途のカーボン、水酸化アルミニウム、
アルミナアルミナ 製錬用途から多用途展開へ製錬用途から多用途展開へ 電池関連、放熱用途などの高付加価値製品へ展開電池関連、放熱用途などの高付加価値製品へ展開

リサイクルによる二次合金事業リサイクルによる二次合金事業 20072007  
日軽エムシーアルミ㈱設立日軽エムシーアルミ㈱設立

日本軽金属㈱　　日軽金グループ

20022002
日軽パネルシステム㈱設立日軽パネルシステム㈱設立

20042004
ノンフロン断熱パネルノンフロン断熱パネル

19831983
アルミウィング車発売アルミウィング車発売

1960年代1960年代

20002000
住軽日軽エンジニアリング㈱設立住軽日軽エンジニアリング㈱設立

19801980
熱交換器出荷開始熱交換器出荷開始

19991999
東洋アルミニウム㈱が日軽金グループへ東洋アルミニウム㈱が日軽金グループへ

20152015  
ノンフロン断熱不燃パネルノンフロン断熱不燃パネル

20202020  
日軽エンジニアリング㈱へ社名変更日軽エンジニアリング㈱へ社名変更

20232023
日軽金ALMO㈱設立日軽金ALMO㈱設立

20192019  自動車部品自動車部品
　　　北米合弁会社設立　　　北米合弁会社設立

20232023 「サンホイル 「サンホイル」（グリーンアルミ採用）」（グリーンアルミ採用）
　2025　2025 「サンホイル 「サンホイル」（リサイクルアルミ採用）」（リサイクルアルミ採用）

20222022
新幹線水平リサイクル新幹線水平リサイクル

温度管理バンを発売温度管理バンを発売

蒲原、新潟、苫小牧でアルミ製錬蒲原、新潟、苫小牧でアルミ製錬

アルミナ・
化成品、
地金事業

板、押出
製品事業

加工製品、
関連事業

箔、粉末
製品事業

日本軽金属㈱創業 オイルショック 日本軽金属ホールディングス㈱設立

アルミ板材・押出材などを用いた加工製品展開アルミ板材・押出材などを用いた加工製品展開
20022002
日軽金アクト㈱設立日軽金アクト㈱設立

価値創造の軌跡
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広範な事業に対する複雑で統合的なバリューチェーンを
活かし、豊かな暮らしと地球環境の保護に貢献します。

INPUT

社会的な価値の創出

2025年度／2026年3月末現在

財務資本
◦株主資本 2,247億円
◦有利子負債 1,660億円

設備資本
◦生産拠点
（国内49工場･海外5ヵ国）
◦設備投資額 241億円

人的資本
◦ 従業員 12,123人
◦年間教育・研修費用　

 32.4千円／人

知的資本
◦保有特許件数

1,218件
◦研究開発費

6,793百万円

社会・関係資本
◦ 顧客ニーズに応えること
のできる強固な関係性
◦ すそ野の広い事業領域
による幅広い顧客群

自然資本
◦ 電力エネルギー使用量

6.8PJ
 ◦水消費量 0.5百万㎥

機会
◦循環型価値の創造
◦ DX・AI活用による生産性
向上

◦ 社会課題解決を通じた新市
場の開拓、既存事業の拡大
◦ 強靭かつ安全安心なサプ
ライチェーンの構築

リスク
◦ 脱炭素規制強化と素材間
競争リスク

◦国内労働力不足の深刻化
◦事業競争力の低下
◦ サプライチェーンの地政
学リスク

◦ ステークホルダー評価の
低下

外部環境
◦気候変動リスクの顕在化
◦ 人口動態の変化
◦ 技術革新・デジタル化の進展
◦ グローバルサプライチェーン
の再編
◦ 人権尊重・D＆Iの要請拡大

OUTCOME
ステークホルダーに
直接提供する価値

株主・投資家

企業価値の向上、
安定配当

お客さま

問題解決策の提供

地球環境

環境負荷、
温室効果ガス
排出量低減

従業員

安心・安全な
職場と働きがい

取引先・協力企業

共存・共栄

地域社会

地域社会との共生

人々の暮らしの
向上

地球環境の保護

マーケット
分野

事業活動

自動車

電機電子、
情報通信

環境・安全・
エネルギー

公共・景観・
建築

輸送

食品・健康、
工業製品

加工製品、関連事業

水酸化
アルミニウム
・アルミナ

苛性ソーダ
塩素関連

製品

スクラップ・
リサイクル

アルミニウム
（輸入）

水酸化
アルミニウム
（輸入）

アルミナ
製造

パウダー製造
箔圧延

圧延

押出 加工

偏析

アルミナ・化成品、地金事業 箔、粉末製品事業

板、押出製品事業

コイル・板

スラブ

押出形材

二次合金

ビレット

箔、粉末製品

各種加工製品

リサイクル

メンテナンス・
サービス

鋳造・鍛造・ダイカスト

溶解・鋳造

回収

高純度アルミ

鋳造

鋳造

事業活動による各種資本の蓄積

経営理念 アルミニウムを核としたビジネスの創出を続けることによって、人々の暮らしの向上と地球環境の保護に貢献していく

地球環境保護 持続可能な価値提供 従業員の幸せ 責任ある調達・生産・供給 企業倫理・企業統治重要課題

2026-2028年度 中期経営計画（26中計） 変革の実践 1 新しい価値づくり　2 プロセス変革

2035ビジョン 循環型価値創造のグローバル・リーディング・カンパニーへ  ー「循環 × 共創」で未来をつくる

社会的な価値の増大を通じた各種資本への転換

価値創造プロセス
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当社グループは、幅広い加工技術をグループ内で蓄積・保
有しており、近年では、最適な設計・組立の部品提案、物件
の設計・施工を含めたエンジニアリング提案などグループの
総合力を活用できる体制を整えています。

アルミ製錬から加工分野へ事業の重心が移る中で、鋳造、圧延、
押出、粉末などの素材技術を蓄積してきました。現在は、事業グルー
プ・事業部門のサポート、複数技術を組み合わせた価値創造（横串活
動）、新規要素技術の開発を柱として、研究開発を進めています。

市場拡大とエンジニアリング展開

研究開発部門について

グループ連携の強みを徹底的に追求し、
当社グループならではの新しい価値を創造

多様な価値の提供
循環型商品の開発・提供

当社グループは、アルミ素材の特性と多様な加工技術を融合させることで、業界の枠を超えた新たな価値創出に取り組んでいます。
循環型サプライチェーン、オープンイノベーションを軸に、パートナー企業との共創を通じて、次世代のビジネス開発を加速し、幅広い分野へ展開していきます。

アルミ
素材技術

アルミ製錬事業会社としてスタートした当社グルー
プの技術的なコアには、素材としてのアルミニウム
に徹底的に向き合った知識と経験があります。それ
を象徴する存在がグループ技術センターです。

オープン
イノベーション

xEV部品：素材×加工・組立 半導体製造装置：素材×接合

人々の暮らしの
向上

地球環境の
保護

ホール内装：素材× 音響制御 新幹線： 車両構体用アルミニウム合金
押出材・水平リサイクル

社会的な価値の創出

クリーンルーム：
パネル材×設計・施工

アルミ箔：グリーン、リサイク
ルアルミを使用

アルミ
素材技術
アルミ
素材技術

押
出

圧
延

鋳
造

解
析
  　
 表

面処
理　
　 接合　　  曲げ　　

 絞
り
　
　

設
計
　
   組
立
  　  メンテナンス  　 サー

ビス
　 
  切
削
　
　
  切
断

自

動
車　
　　
電機
　　　電子　　　情報通信　　 環

境
　
　
 安
全
　
　
エ
ネ
ル
ギ
ー

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
工
業
製

品
　　健康　　　食品　　　輸送　

　　
建築
　　
 景

観
 　
　
公
共

粉
末

リサイクル

多様な
加工技術

アルミニウムは溶融温度が低く、また一般的な金
属よりも低い温度で柔らかくなり成形しやすいこ
とから、さまざまな技術で製品に加工されていま
す。当社グループはこれら多様な加工技術を用い
て幅広い分野で事業を行っています。

循環型
サプライチェーン

マーケティング推進
（既存事業の深化・強化）

インキュベーション推進
（新事業開発）

事業グループ・事業部門の
マーケティング支援で、

チーム日軽金の効果を最大限に活かす

社内外の知見を結集した新事業で
社会課題を解決へ

挑戦を支えるしくみ：ビジネスコンテスト P.08

クローズドループ
リサイクル

推進

グローバル
リサイクルフロー

構築

アップグレード
リサイクル
技術開発

価値創造の源泉
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日軽金グループビジネスコンテスト TRYnoVAtion トライ場（以
下、トライ場）は、新規事業創出の他、従業員の挑戦を支援する
ことで実現する人財育成、挑戦する文化の醸成などを目的とした、
マーケティング＆インキュベーション統括室が主催するグループ
全従業員を対象とした制度です。
近年、事業環境が大きく変化する中、企業には既存事業の強化

だけでなく、新たな価値を生み出す挑戦が求められています。ト
ライ場は、従業員一人ひとりがお客さまの課題や社会課題に向き
合い、自ら事業アイデアを考え、事業化に向けた検証を行うこと
で、新たな成長機会の創出を目指しています。
本制度の大きな特徴は、マーケティング＆インキュベーション統括室が参画して

いるイノベーション拠点「ARCH Toranomon Hills」の環境を活用している点です。
ARCH Toranomon Hillsには、大企業の新規事業担当者が集まっており、施設内で
の交流から、自社内だけでは得づらい、異業種・異業界の声に直に触れることが可
能です。
トライ場では、こうした外部ネットワークや知見を活用しながら、起案者向けセ

ミナーやメンタリング、事業検証支援を実施しています。社内だけでは得られない
視点や経験に触れることで、起案者は事業アイデアをより実践的なものへと磨き上
げることができます。また、他社の新規事業担当者などとの交流を通じて、新たな
気づきや視野の拡大にもつながっています。
トライ場を通じて育成したいのは、新規事業のアイデアだけではありません。お

客さま起点で課題をとらえる力、自ら仮説を立てて検証する力、社内外の関係者を
巻き込みながら挑戦を進める力など、これからの当社グループの成長を支える人財

です。トライ場は、こうした能力を実践の中で磨く機会の提供に加え、事業化までを見
据えた人財活用のしくみとしても機能しています。トライ場の初年度開催（2025年度）
においては、全国から55件の応募が集まり、書類審査会、中間・最終審査会の審査と
検証活動を経て、最優秀賞に1テーマ（物流の最適化に関する提案）が選定・表彰されま
した。最終審査会を通過した起案者は、マーケティング＆インキュベーション統括室へ
異動し、専任体制で事業化に取り組みます。挑戦する従業員に対し、アイデア創出の機
会だけでなく、実際に新規事業を推進するキャリアの場を提供することで、人財育成と
事業創出の好循環を生み出しています。
マーケティング＆インキュベーション統括室は、ARCH Toranomon Hillsで培った知

見やネットワークをグループ全体へ還元しながら、トライ場を通じて挑戦する文化の醸
成を進めています。一人ひとりの挑戦が新たな価値を生み、その積み重ねが当社グルー
プの未来につながる。トライ場は、そんな挑戦の輪を広げる場として、これからも進化
を続けていきます。

従業員一人ひとりの挑戦を後押しする
社内ビジネスアイデアコンテスト

2025年度受賞メンバーと審査員2025年度キックオフイベントでの
トップメッセージ

価値創造の源泉

COLUMN
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21
本章では、コーポレート・ガバナンスを26中計の実行基盤と位置付け、意思決定・監督・検証のしくみと2025年度の運用実績を示します。
取締役会の実効性、指名・報酬、資本配分、政策保有株式、サステナビリティ監督まで、制度と実際の機能を一体として具体的に開示します。

◦D/Eレシオ1.0倍以下／ROIC 8％以上
◦営業CF 1,500億円、投資CF 1,100億円
◦総還元性向40％程度

◦�選出 → 育成 → 評価 → 指名のサイクルを運用
◦�経営次世代研修10名。2026年社長交代を運用実例
として開示

◦7事業グループを「ROIC×成長性・戦略合致性」で管理
◦�F25  ROIC 5.9％ → 26中計8％以上 →
　 2035年10％以上

◦�全銘柄を毎年検証、F25  33銘柄を縮減
◦�年度末保有は43銘柄・126億円 社長交代、新事業グループ体制・グループ統合戦略室を実装

業績報酬をROIC連動へ改定、政策保有株式33銘柄を縮減

市場評価を取締役会で審議し、投資家対話の還元経路を明確化

ROIC 5.9％。26中計で8％以上を目指す3統合報告書2026　本誌 別冊・関連章 WEB

◦取締役会：9名（社外5名・56％）
◦ 指名・報酬委員会：7名（社外5名・71％）
◦監査役会：5名（社外3名・60％）

◦社長交代・7事業グループ体制へ移行   P.10

◦グループ統合戦略室を新設、意思決定・監督基準を明確化   P.11

◦F25  13回開催。26中計、資本効率・株主還元、市場評価などを審議   P.12

◦実効性評価の課題を翌年度アジェンダへ反映   P.13

◦投資家の声を経営陣・取締役会へ還元   P.13 　

4
5

監督テーマ 主な報告 頻度
気候変動 移行計画、GHG削減の進捗、シナリオ分析 随時

人的資本 人財戦略、従業員エンゲージメント 年1回

品質 品質保証体制、重大品質問題 月1回

人権・責任ある調達 人権デュー・ディリジェンス、調達 年2回

リスクと機会 サステナビリティのリスク・機会の識別・評価 年2回
※ マテリアリティはグループCSR委員会が審議・決定し、取締役会が監督。

◦業績報酬を営業利益・ROICなどへ改定
◦ 株式報酬はGHG削減などのマテリアリティ指標と連動
◦社外取締役・監査役は基本報酬のみ

P.4-7 「対談：岡本 一郎会長 × 朝来野 修一社長」
P.40-41 「決裁は現場へ、監督には外の目を。」 PART3「気候変動」

PART2「リスク管理・コンプライアンス」
PART6「人的資本」  有価証券報告書

 コーポレート・ガバナンスに関する報告書

財務・資本配分方針（26中計）   P.16

サクセッション   P.14 役員報酬   P.15

ポートフォリオ管理   P.17

政策保有株式   P.18

CROSS REF.

コーポレート・ガバナンス
9名 95.4% 33銘柄
取締役会

（社外比率56％）
社外取締役の

出席率
政策保有株式を縮減

全保有銘柄を検証

資本規律

指名・報酬

サステナビリティに対する取締役会の監督

進捗サマリー

DIGEST

機関設計  P.12

2026年の変化

取締役会の実効性

ガバナンス体制と取締役会の実効性
P.19
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（ダイジェスト）コーポレート・ガバナンス
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当社グループは、純粋持株会社制を導入し、持株会社である当社のもと、各事
業会社が事業活動を展開しています。当社は、グループ全体の戦略の立案・決
定、経営資源の戦略的な配分、事業会社の経営監督などを通じて、持続的な成長
と競争力の強化を図り、企業価値の最大化を目指しています。

2026年4月には、26中計の始動にあわせて7事業グループ・7機能組織体制へ
の改組とグループ統合戦略室の新設を行い、グループ全体最適の意思決定を支え
る体制を整えました（図1）。今後も「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨
などに沿ってガバナンス体制の見直しを行っていきます。

図1  ガバナンス体制図（2026年7月1日現在）

取締役会議長として常に心がけているのは、
日々の執行状況の確認に加え、2035ビジョンや
26中計の方向性といった全体観・世界観をもった
大所高所の議論に十分な時間を充てることです。
執行側だけの議論では、物事は社内の論理で

決まっていく。だからこそ、外部の知見や多様な視点を継続的に取り入れる
ことが、議長の務めです。当社の社外取締役5名の経歴は、人財、IT、行政、
金融、商社と実に多様。取締役会という公式の場以外でも、隔月の朝食会な
ど日頃から率直な意見交換を重ね、立場や専門性の異なる視点が自然に出て
くる環境をつくっています。
さらに、機関投資家、証券アナリストとの対話で得た市場の声についても、
積極的に取締役会の議論に反映しています。当社は財務基盤を強化するとい
う段階を既に乗り越えました。今後は、外部の期待にどう応えていくかを踏
まえた議論を一層深めていきたいと考えています。

取締役会議長メッセージ
「議論の質が、変革の質を決める」

代表取締役会長（取締役会議長）　岡本 一郎

図2  ガバナンス強化の変遷　信頼回復の完了を、26中計の実行基盤へ

2012年 2020年～2021年 2024年 2026年

持株会社体制へ移行
•社外取締役2名を選任
•執行役員制度の導入

取締役会の実効性向上
• 指名・報酬委員会の設置
• スキル・マトリックス策定
•実効性評価の導入

グループ経営の進化
•取締役14名→9名
•社外取締役比率56%へ
• 事業グループ・機能組織体制へ再編

「変革の実践」へ
• 社長交代（後継者計画の実装▶PART1-3参照）
• 7事業グループ・7機能組織へ改組
• グループ統合戦略室の新設

取締役会
9名（うち社外取締役5名・56％）

経営の基本的事項・重要事項の決定／業務執行の監督
議長：取締役会長

指名・報酬委員会
7名（うち社外取締役5名）
委員長：独立社外取締役

グループ経営会議 諮問

諮問

選任 選任

監査

監査

監査

サポート・監督 サポート

審議・報告 指示・決定

監督・意思決定

業務執行

指示・
決定 or

諮問・報告

審議・報告 審議・
報告

指示・決定 指示・
決定

(新設)
グループ統合戦略室

事業グループ
戦略会議

7事業グループ
化成品／メタル／軽圧／輸送機器／自動車部品／エンジニアリング／箔

事業グループ長（7名）

グループ各種委員会
人事/コンプライアンス/品質/CSR/環境/安全衛生/危機管理/（新設）物流

株主総会

日本軽金属ホールディングス㈱
（純粋持株会社）

グループ子会社（国内外合計72社）

事業グループ

機能組織

統括室長（6名）

品質保証／技術・開発／
マーケティング＆インキュベーション／
サステナビリティ／事業支援／経営管理

選任

会計監査人

監査

監査役会　
5名（うち社外監査役3名）

• 株式報酬制度の導入 • 業績連動型株式報酬

社長
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 ガバナンス体制



グループ・ガバナンスと意思決定プロセス
当社グループは、市場分野・プロセスが近接する事業を7つの事業グループ
に、サービス機能を機能組織として編成し、組織の壁を越えた資源配分、人財
配置、商品・事業ポートフォリオの最適化を進めています。各事業グループで
は、事業グループ戦略会議が重要事項の諮問・報告を担い、資本効率の共通指
標としてROICをモニタリングしています。

▍グループ統合戦略室の役割
グループ統合戦略室は、グループ全体最適の観点から事業ポートフォリオの
整理・改編やグループ内再編、大型投資、海外戦略などの立案を担うとともに、
その実現に向けた製造拠点変革、業務プロセス改革、データ活用基盤の整備、
組織風土改革などのグループ横断施策を推進しています。戦略の策定から実行
までを一体的に担うことで、経営資源の最適配分と経営基盤の強化を図り、持
続的な成長と企業価値向上の実現を支えています。

▍取締役会事務局機能の強化
取締役会の審議の質を支えるため、議案資料の事前送付と論点整理、社外役
員への情報提供などを担う事務局機能の整備を進めています。
また、定例の議題・報告事項や短期の事業課題に加え、グループ統合戦略や
中長期の事業課題を取締役会審議の年間アジェンダに組み込むことで、取締役
会の議論が当社グループのマテリアリティの実現につながるしくみを新たに構
築しています。

表1  意思決定・監督マトリクスーどの基準で、誰が決め、誰が監督するか

図3  意思決定の経路

会議体・組織 主な役割 付議・審議の基準 頻度

事業グループ戦略会議 • 事業グループに関する重要事項の諮問・報告
• ROICのモニタリング

以下の事項を審議
•事業グループ長決定事項
•グループ経営会議提議事項

不定期開催

グループ統合戦略室 全体最適のための戦略策定・実行 ー 常時設置

機能組織 専門性によるサポート・監督 ー 常時設置

グループ経営会議 • 一定基準以上の計画・投資の審議
• 取締役会への付議事項の事前審査・論点整理 類型別の基準により承認範囲を設定 原則隔週

取締役会

• 経営上の基本的事項・重要事項の決議
• 経営資源の戦略的配分の決定
• 業務執行状況の監督・監査
• 内部監査・内部統制の状況、リスク管理状況の報告受領
• 投資の進捗・成果の検証

• 法令・定款に定める事項、および類型別に定めた基準金
額を超える株式・固定資産の取得・処分、融資・補償
• 内部監査・内部統制：年2回取締役会へ報告
• リスクと機会ミーティング：年2回報告（PART2-1参照）

毎月（2025年度実績：13回）

監査役会 • 経営の監査
• 会計監査人の選解任 監査報告：年1回株主総会へ報告 定期開催

取締役会

＜付議基準＞
法令・定款に定める事項、および類型別に定めた

金額基準を超える株式・固定資産の取得・処分、融資・保証

社長

グループ経営会議
＜付議基準＞

一定基準以上の計画・投資の審議

事業グループ長

事業グループ戦略会議
＜付議基準＞

•事業グループ長決定事項　•グループ経営会議提議事項

室長／機能組織室長

グループ統合戦略室および機能組織において
議論された重要事項を定期報告

本誌P.40-41では、事業グループへの権限移譲と取締役会の監督強化を、一体の改革とし
て紹介しています。表1・図3は、各会議体・組織の役割、付議・審議の基準と頻度、意思決
定の経路を示しています。

参照
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 ガバナンス体制

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/common/file/ir/sp_m_ns_web_ir2026.pdf#page=41


機関の構成と審議の実際
取締役会は、経営戦略、資本政策、事業ポートフォリオ、サステナビリティ、リスク管理・内部統制など、中長期的な企業価値向上に関わる重要事項を審議してい
ます。本ページでは機関の構成と審議の実際を、次ページでは実効性を高めるしくみを示します。

図1  取締役会の審議事項（2025年度）

31%
経営戦略関連

24%
コンプライアンス・リスク管理6%

重要な業務執行

27%
ガバナンス関連

12%
財務関連

審議事項
2025年度

取締役会で議論した主なテーマ
・26中計・2035ビジョンの策定（事業ポートフォリオを含む）
・アルミニウム素材の循環型サプライチェーン戦略
・株主・投資家による当社への評価（株価水準を含む）
・資本効率の向上と株主還元の方針
・サステナビリティ（気候変動対応・人的資本）
・品質・リスク管理・内部統制の状況

表1  各種機関および会議体

取締役会 指名・報酬委員会 監査役会

構成

社
内

社
外

（社外比率：56％） （社外比率：71％） （社外比率：60％）

基本方針

企業価値最大化のためのグループ戦略策定を中心とし
た監督機能を担い、グループ全体の戦略的意思決定と執
行の監督を可能とする経験・知見を有する社内取締役と
社外取締役で構成

指名・報酬の決定プロセスの透明性・公正性確保のため、
代表取締役社長を含む3名以上で、過半数を独立社外取
締役で構成
委員長は委員である独立社外取締役の中から取締役会
が選定

さまざまな分野で経験・見識のある社外監査役の参画を
得て、経営に対する独立性を維持しつつ監査を実施
監査役業務室には取締役の指揮命令に服さない専任の
従業員を配置

権限と責任 経営上の基本的事項および重要事項に関する意思決定を
行うとともに、取締役・執行役員の業務執行状況を監督

取締役会または代表取締役社長の諮問を受けて、指名・
報酬の決定方針などについて審議・答申

コンプライアンス、リスク管理、情報の適時開示など、
内部統制の状況についての監査を実施

開催頻度 毎月
2025年度実績：13回

年3回
2025年度実績：3回

定期的に開催
2025年度実績：13回

※ グループ経営会議・各種委員会はPART1-1 「ガバナンス体制」 図1・表1を参照。

※ 付議事項件数ベース

取締役会への出席率（2025年度）
取締役（全体）平均 94.6%／社外取締役 平均 95.4%／監査役 平均 98.5%　

外国籍女性男性
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取締役会の運営と実効性



実効性を高める2つのループ
▍取締役会の実効性評価
取締役会は、全体が適切に機能しているかを検証し、問題点の改善などの措置を講じるため、実効性の評価を毎年実施し、
機能の継続的な改善を図っています。評価は「課題の特定→対応→検証→次年度課題への反映」のサイクルで運用していま
す（図2）。実効性評価で確認された課題や意見は、必要に応じて指名・報酬委員会の運営や審議テーマにも反映しています。

評価の方法
対象者： 　　　取締役および監査役の全員／方法：アンケートによる自己評価（5段階・選択式＋自由記述）
主な評価項目： 取締役会の運営（情報共有・社外役員への支援体制）、監督機能、株主・投資家などとの対話、リスクマ

ネジメント、意思決定機能、審議事項
※ 指名・報酬委員会に対する評価も併せて実施。

▍投資家対話の取締役会へのフィードバック
株主・投資家との対話で得た意見・評価は、経営陣に共有されるとともに、取締役会に報告され、十分な情報提供・認
識共有のうえで審議されています。社長が出席するスモールミーティングや機関投資家向け工場見学も定期的に実施し、
対話の内容を経営の議論と開示・IR活動の改善につなげています（図3）。

三様監査の連携
内部監査は、子会社単位で原則3年に1回のサイクルで実施しています。監査役・内部監査部門（サステナビリティ統
括室）・会計監査人の3者による会議を年2回開催し、内部監査・内部統制の状況は年2回、取締役会へ報告しています。

社外取締役に期待する主な役割
当社は、取締役会の実効性向上に向け、多様な知識・経験を有する社外取締役を選任しています。各社外取締役には、
それぞれの専門性を活かし、中長期的な企業価値向上に向けた監督・助言を行うことを期待しています。

図2  実効性評価のPDCA　課題は、翌年度の議題に変わる

図3  投資家対話のフィードバックフロー　市場の声は、取締役会に届いているか

表2  取締役会の年間アジェンダ・サンプル（2025年度）

2024年度評価
課題の特定 2025年度の対応 2025年度

評価 検証
2026年度

次の課題へ

• 中長期的な外部環境
の変化に応じた議論の
充実

• 株主・投資家との対話・
情報発信の在り方を含
めたIR活動に関する議
論の充実

• 長期ビジョンおよび新中期経
営計画の策定に向けた取締役
会での継続的な審議と社内に
おける検討・情報共有を強化

• 株主・投資家による当社評価
に関する情報共有・認識共有
の推進

• 外部有識者研修を通じた取締
役会の役割に対する理解深
化・認識共有の促進

• 情報・認識の共有に基づ
く建設的な議論と審議事
項の継続的なフォローによ
り取締役会実効性を確保

• 中長期的な経営・事業戦
略、リスク管理および IR
活動に関する議論ならび
に取締役会運営のさらな
る改善余地

• 残課題を2026年度の取
締役会アジェンダへ反映

• 取締役会の運営改善お
よび企業価値向上に向
けた実効性向上施策を
推進

株主・投資家
決算説明会（年4回）
IR説明会（年２回）

社長スモールミーティング
機関投資家向け工場見学

広報・IR担当
（経営管理統括室）
意見・評価の集約・分類

役員
グループ経営会議などで
共有

取締役会
株主・投資家による評価を
情報提供・認識・共有のう
え審議

経営の議論・開示・IR活動の改善へ反映

4-6月 決算・株主総会関連／実効性評価の報告と課題審議

10-12月 中計進捗・ポートフォリオレビュー

1-3月 予算・経営計画／株主・投資家による評価の審議

随時 事業グループ戦略・投資案件審議

土屋 恵子 人事分野の豊富な知見を活かした、人財・組織、指名・報酬に関する監督

田中 達也 IT・情報通信事業の経営、海外事業の経験を活かした、企業経営・グローバル・IT分野の監督

細野 哲弘 技術・製造・金属・エネルギー、国際経済・金融の知見を活かした、企業経営・エネルギー分野の監督

三宅 　潔 金融機関および事業会社の経営経験を活かした、企業経営・財務・資本政策に関する監督

吉田 真也 商社での組織運営・ガバナンスと企業経営の経験を活かした、企業経営・ガバナンス・リスクマネジメントの監督

P D C A
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取締役会の運営と実効性



役員の指名
当社は、取締役候補者を以下の観点で総合的に評価し、取締役会で決議して
います。
・当社グループ事業に関する経験と見識
・当社グループ事業への貢献度
・グループ経営や全体最適の視点での職務遂行能力等
指名は、独立社外取締役が委員長を務め、過半数を独立社外取締役で構成す

る指名・報酬委員会への諮問を経て行い、透明性と公正性を確保しています。

▍役員トレーニング
・社内役員：個別セミナー・交流会、トップセミナーなど
・社外役員：事業説明会、主要事業所の視察など

サクセッションプラン（社長の後継者計画）
当社は、社長の交代が優れた後継者に対して最適なタイミングでなされるこ
とが重要と考え、「あるべき社長像」と評価基準を判断軸に、後継者候補の選
出・育成・評価に計画的に取り組んでいます。

▍後継者計画の監督体制
指名・報酬委員会（7名・社内2／社外5）による実質的監督
・�現社長ら社内者に原案の十分な説明を求め、独立した立場から、社内論理が
優先されていないか、主観的・恣意的判断に陥っていないかをチェック
・必要に応じてさらなる情報提供を求め、再考を促す
・�取締役会・社長への業績評価を踏まえ、社外者が主体的に現社長の交代を発
議することも妨げないしくみ

指名・報酬委員会委員長コメント

図1  選出・育成・評価・指名のプロセス

図2  2026年・朝来野修一、代表取締役社長に就任　後継者計画は、こう運用された（タイムライン）

後継者計画は、しくみを持つことと、それを動かし続けることは別物
です。委員長として私が担うのは後者——本ページに示した「あるべき
社長像」と、選出・育成・評価のサイクルを、実際に機能させ続けるこ
とです。
「あるべき社長像」も、一度定めて終わりではありません。「循環×共
創」を掲げたいま、次のリーダーには、グローバルな循環の世界観を持
ち、多様な仲間とともに新しい価値を創り出す資質が求められます。指
名・報酬委員会は、この像を時代に照らして問い直しながら運用してい
きます。そして、候補となる人財の層は、自然に厚くなるものではあり
ません。部門を越えた登用、難しい任務への計画的な任命、挑戦の結果
を次の機会につなげる評価——こうした営みが続いているかを、委員会
として確認し続けます。継承の透明性を保ち、優れた経営者を選び続け
られる会社であること。それこそが、企業価値の土台だと考えています。

社外取締役　土屋 恵子

④指名

2017年6月

2021年6月

2024年6月

2025年4月

2026年1月30日

2026年4月1日

• 指名・報酬委員会の審議・答申を経て、取締
役会で決定

日軽エムシーアルミ㈱代表取締役社長
グループ会社の経営をハンズオンで経験

当社取締役に就任

取締役 上席執行役員 品質保証統括室長
信頼回復の最前線を統括

社長全般補佐に就任
計画的な移行期間

指名・報酬委員会で諮問・答申
取締役会で代表取締役の異動を内定

当社、代表取締役社長に就任

①選出
• 経営次世代研修（PART6「人的資本」P.69参照）を
基盤に母集団を形成（2025年度参加者数は10名）
• 中長期候補に加え、不測の事態に備えた短
期的（緊急時）候補もリストアップ

②育成
• 部門を超えた戦略的ローテーション
• 一回り上の成長を促すタフアサインメント
• 社外取締役との面談・外部専門家によるコ
ンサルティング

③評価
• 社外取締役との面談
• 360度評価

※  取締役会は、後継者計画の監督を指名・報酬委員会に委ね、重要事項の報告を適時に受けるとともに、社
長の選定にあたって同委員会の意見を十分に尊重します。

※ 指名の方針・委員会の構成は左記参照。
※ 本誌P.3「TOP MESSAGE」、P.4-7「 対談：岡本 一郎会長 × 朝来野 修一社長」をご参照ください。

「あるべき社長像」との照合
グループ会社経営・品質保証統括・社長補佐という異なる持ち場での実績を、「あるべき
社長像」の3つの資質と評価基準に照らして確認しました。

▍あるべき社長像

経営の付託（経営方針、マテリアリティ、中期経営計画などの実現）に応え、さま
ざまなステークホルダーと適切な協働を図りながら、当社グループの事業領域、
役員・従業員をチーム一体として率い、財務・非財務両面での企業価値をハンズ
オンで最大化させる資質を持つ人財

上記達成に必要な以下の資質を有すること

①全社的な成長戦略をグローバルに構想し、実行する力
②常識・過去の慣行にとらわれず、組織を変えていく力
③利害関係者の意見を受け止め、果断に決断する力
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報酬の基本方針
取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬、業績報酬および株式報酬で構成し、当社グループの業績や中長期的
な企業価値の向上と連動させることで、経営計画の達成と企業価値増大へのインセンティブとして機能させています。
報酬の決定方針などは、独立社外取締役が委員長を務め、委員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会への
諮問を経て、取締役会で決定し、透明性と公正性を確保しています。

社外取締役・監査役の報酬
社外取締役および監査役の報酬は、独立性確保の観点から、業績に連動しない基本報酬のみとしています。

表1  報酬の構成と業績指標

図1  報酬構成比率（各評価指標100%達成時）

※ 報酬総額・個人別報酬の実績は有価証券報告書に記載しています。

※ 社外取締役を除く。

※ 2026年6月改定（2025年度まではROCE）。

報酬構成 算出方式・業績指標 種別 時間軸

基本報酬 役位・職責等に応じた固定額 金銭（固定） ─

業績報酬
（STI）

· グループ業績・経営計画の達成度、グループ経営への貢献度等により変動
· 指標：営業利益、ROIC等※

　（個人評定〈非財務〉を含む）
金銭（変動） 年次

株式報酬
（LTI）

· 業績非連動分：役位等に応じた基礎ポイントを付与
·業績連動分　： 株価関連指標（TOPIX対比）、非財務指標（GHG削減などマ

テリアリティ関連指標）、個人目標達成度等の実績に応じ、
係数0〜200%で変動

株式
（業績非連動＋業績連動） 中長期

基本報酬 50%社長

その他取締役

業績報酬 25% 株式報酬 25%

基本報酬 60% 業績報酬 20% 株式報酬 20%

▍現行体系の骨格（2024年6月改定）
①報酬水準の適正化：プライム上場の同等の営業利益規模企業をベンチマーク
②報酬構成の高度化：変動報酬比率を社長50%・その他取締役40%に設定
③インセンティブ制度の進化：年次（STI）と中長期（LTI）を1 : 1で設計

業績指標と26中計の整合──報酬は、ROIC経営を後押ししているか
26中計では、資本効率の共通指標としてROIC（8%以上）を掲げています。これとの整合を図るため、2026年度より業績報酬（STI）
の指標を営業利益・ROIC等へ改定しました（2026年6月改定）。また、株式報酬（LTI）の非財務指標について、人的資本に関する指
標の組み込みを検討しています。
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配分の設計図
▍財務基本方針
当社では、事業活動から得られるキャッシュとその使途のバランスを考慮し
ながら、安定配当を実施しつつ財務体質の維持・強化を行うことを基本方針と
しています。財務規律の水準はD/Eレシオ1.0倍以下を目安とし、長期発行体
格付の維持を前提に、大型投資案件には柔軟に対応します。
投資効率の指標は、事業グループ体制への移行に伴いROCEからROICへ変

更しました。事業グループごとの投下資本管理を推進し、WACCを上回る水準
であるROIC8%以上を目指します。
設備投資は減価償却費を上回る水準の積極投資を継続し、研究開発費も増強
していきます。

財務規律の3つの柱
①D/Eレシオ1.0倍以下を目安とした財務体質の維持
②長期発行体格付の維持
③WACCを上回るROIC（8%以上）による投資効率の改善

考え方
財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、中長期的な視点から連結業
績などを総合的に勘案し、継続的かつ安定的な株主還元を目指す

図2  株主還元方針の進化

23中計 26中計

総還元性向 30%以上
配当実績:F23 50円 → F24 70円 

→ F25 80円

総還元性向 40%程度
(自己株式の取得を含む)

2026年度予想•年間配当110円
(中間50円•期末60円)

ROIC 5.9%／経常利益 236億円 経常利益300億円超の安定収益基盤のうえで、ROIC 8%以上 ROIC 10%以上／PBR 1.0倍以上
F25実績 26中計（期間内早期に） 2035ビジョン

図1  キャッシュアロケーション（26中計：2026-28年度）

減価償却費
720億円

研究開発 ▲200億円
新商品開発、要素技術の拡充・新規技術導入

投資CF ▲1,100億円

株主還元 ▲200億円程度
総還元性向 30%以上 → 40%程度（自己株式の取得を含む）

設備投資  1,000億円

成長・新商品  250億円
放熱部材向け増産、半導体・自動車関連、LIB部材向け等

省力化・安全  450億円
耐震対策、事業所福利厚生施設更新、作業環境改善

維持更新  300億円
（うち、DX・AI活用業務変革支援20億円）
統合データプラットフォーム（データドリブン経営）、
AI導入支援（自働化・作業支援・品質要求高度化）

共創投資  100億円
M&A等 新しい価値づくり

※Ｆ○○：20○○年度

営業CF
1,500億円
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成長性／戦略合致性

安定収益基盤 成長牽引

収益基盤見直し・再構築 戦略的育成
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輸送機器

化成品

箔

軽圧

メタル

半導体
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モビリティ
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リサイクル

航空／宇宙
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エネルギー

収益改善

終売・
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育成・
値上げ

縮小均衡分野

自動車部品

2030年以降の成長を見据えた
新しい価値づくり

新規事業・共創投資

ROIC（%）
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当社連携全体
【26中計】ROIC 8%以上

当社連携全体
【F25実績】ROIC 5.9%

F28 以降イメージ
化成品G

F25化成品G

F25自動車部品G

F28以降イメージ
輸送機器G

F28以降イメージ
エンジニアリングG

F25
エンジニアリングG

F28以降イメージ
箔G

F28以降イメージ
軽圧G

F25箔G

F25メタルG

F28以降イメージ
メタルG

F25軽圧G

F28以降イメージ
自動車部品G

F25輸送機器G

図4  事業・商品ポートフォリオの見直しの枠組み規律のしくみ
各事業グループのROICは事業グループ戦略会議で継続的にモニタリングし、グループ統合戦略室による全体最適の検討を経て、 
グループ経営会議・取締役会が資源配分と事業・商品ポートフォリオの見直しを審議・監督しています（プロセスは図4参照）。

効率的な資源配分　
事業・商品の選択・集中による入替えを加速　
➡ �経営改革を進化�
- 当社としての統合的な戦略・判断 （各事業グループでの判断に限らない）�
- 事業グループ間、M&Aを含む外部からの取込・参入／譲渡・撤退

図3  事業グループ別ROIC（F25実績→F28以降イメージ）

※ バブルサイズは売上高規模。

本誌・第2章 資本の規律：「循環×共創」を動かすお金は、どこから。→本誌P.23-26
本誌・第3章 現場の力　：資本の規律：経営計画に、血を通わせる。→本誌P.28-35

参照
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基本方針
当社および当社のグループ会社は、政策保有株式を縮減することを基本方針としています。取引先との良好な関係を構
築し、事業の円滑な推進に資すると合理的に認められる場合に限り、取引先の株式を取得し、保有することがあります。
新たに取引先の株式を取得しようとする場合、当該取引先との関係強化が当社グループ事業の発展に寄与するか否かとい
う観点から、株式取得の適否を判断します。
取引先の株式は、毎年、取引状況などを総合的に考慮して当社グループの資産が非効率に費消されていないかどうかを
検証し、保有する意義の乏しい銘柄については売却し縮減を図ります。

議決権行使の考え方
保有株式に係る議決権の行使にあたっては、当該取引先の企業価値向上に資するよう行使します。株主価値が大きく毀損

される事態やコーポレート・ガバナンス上の重大な懸念事項が生じている場合などは、肯定的な議決権行使を行いません。

縮減と資本配分 ―― 生み出した経営資源は、どこへ向かうか
政策保有株式の縮減により創出される経営資源は、グループ全体最適の資本配分の中で活用します（PART1-5  

「資本配分と投資の規律」図1）。保有資産の効率化を企業価値の向上につなげる資本規律の一環として、毎年の検証と見
直しを継続しています。
この縮減は、「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」（PART1-5「資本配分と投資の規律」）の主要施策

の一つとして、2035ビジョン・26中計説明会（2026年5月28日）でも明示したものです。検証・売却・取締役会報告の
サイクルは、保有資産に対する規律の実例です。なお、個別銘柄を含む詳細は有価証券報告書に記載しています。

検証と監督のプロセス
①毎年、保有する全銘柄を検証（取引状況等を総合的に考慮し、資産の効率性を確認）
②保有意義の乏しい銘柄を売却
③検証・売却の結果を取締役会へ報告（取締役会が妥当性を確認）

図1  縮減の軌跡　毎年、すべての銘柄を問い直す

F23
8銘柄

縮減（うち全部売却4）

F24
11銘柄

縮減（うち全部売却11）

F25
検証：保有するすべての銘柄

33銘柄 
縮減（うち全部売却33）

年度末の保有状況
43銘柄　126億円

総資産比 2.3％ ／ 純資産比 4.7％

※  政策保有株式（連結・上場株式）。
2026年3月末時点。同一銘柄を連
結内の複数会社が保有する場合
は1銘柄として集計
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考え方
当社グループは、サステナビリティに関する取組みを経営戦略と一体のものとして推進し、その状況をグループ経営会
議（執行側）および取締役会（監督側）に適時報告しています。気候変動、人的資本、人権、品質などの個別テーマの取組
みは各章で詳述し、本ページではサステナビリティ推進・監督の体制を示します。

マテリアリティの管理
重要課題（マテリアリティ）は、グループCSR委員会（委員長：社長）が審議・決定し、事業環境やステークホルダーの

要請の変化を踏まえて見直しを行います。なお、グループ環境委員会とグループCSR委員会は合同で開催しています。
当社グループの重要課題（マテリアリティ）と進捗は巻頭の一覧をご参照ください。

経営への組み込み
役員報酬（株式報酬）の業績連動指標には、温室効果ガス削減などのマテリアリティ関連指標を組み込んでいます

（PART1-4「役員報酬」）。また、サステナビリティに関するリスクと機会は、四半期ごとに開催されるリスクと機会ミー
ティングを通じて年2回、グループ経営会議・取締役会へ報告されます（PART2-1「グループリスク管理」）。

図1  サステナビリティ推進・監督体制

表2  取締役会への報告実績（2025年度）

監督テーマ 主な報告 取締役会への報告頻度 詳細

気候変動 移行計画、GHG削減の進捗、シナリオ
分析 随時 PART3「気候変動」 

人的資本 人財戦略、従業員エンゲージメント 年1回 PART6「人的資本」

品質 品質保証体制、重大品質問題への対
応 月1回 PART5-3「品質」

人権・責任ある調達 人権デュー・ディリジェンス、調達 年2回 PART5-1「人権の保護・尊重」 
PART5-2「サプライチェーン・責任ある調達」

リスクと機会
（サステナビリティ全般）

サステナビリティのリスク・機会の
識別と評価

年2回
※会議自体は四半期ごとに開催

PART2-1「グループリスク管理」  

（参考）内部監査・内部統
制の整備・評価状況 内部統制の運用状況の評価 年1回

PART1「コーポレート・ガバナンス」
PART2「リスク管理・コンプライアンス」

内部統制報告
年2回

リスク管理・低減の取組みを
グループ経営会議・取締役会へ報告

報告 報告

報告報告

活動状況・課題共有

監督

監督

方針・計画展開

取締役会

グループ経営会議

リスクと機会
ミーティング

グループCSR委員会（委員長：HD社長） サステナビリティ統括室
年2回

年2回

グループ各社（CSRリーダー・環境管理責任者）
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私の役割は、事業を深く知る執行の皆さんがより良い判断に至れるように、社外の経験と知見をもとに「問い」を提示
することです。当社には、この1年さまざまな課題を乗り越えた経験を財産に前へ踏み出そうとする「静かなエネルギー」
が満ちてきました。取締役会での社外役員からの多面的な問いに対して議論のラリーが以前に増して続き、執行側で事前
に論点を磨き上げてきたことによる議論の厚みが生まれています。中期経営計画の審議では、事業の内容に加えて「変化
の激しい時代に、この事業を未来にわたって担っていく人財育成力はどうか」という問いから、議論のラリーが起こりま
す。人財育成と事業の成長を一体の戦略課題としてとらえている証しです。思いもよらない問いも「一旦受け止めて議論
してみよう」という気風は、変化の時代の確かな強みです。

2026年4月、当社は約10年ぶりの社長交代を迎えました。社外取締役として着目するのは一度の交代そのものではな
く、次も、その次も継承を続けられる「文化としくみ」です。当社にはもともと、次を担う世代を真剣に考え、人を育て
る文化がありました。近年はそこに、部門を越えて若手を集め、5年・10年のスパンで次世代リーダーを計画的に育てる
しくみが自覚的に加わりました。なお、指名・報酬委員会委員長としての考えは別途PART1-3（P.14）に記しています。
当社グループが「2035ビジョン」にキーワードとして掲げた「循環×共創」は、非常に意欲的な掛け算です。私は、

企業が行う最大の投資先は「人」だと考えています。ビジョンの実現も、製品もサービスも、届けるのは人だからです。
循環は、待っているだけでは起こりません。「アルミニウムのリサイクル」という発想をさらに広げた先にあるのが、グ
ローバルな循環です。この世界観を持ち、自ら起こすリーダーが要ります。「共」はトップ一人ではなくチームで未来を
つくること、「創」は勝ちパターンの反復ではなく、新しい道のりを創って成果を出すこと。この言葉には、当社グルー

プが育てるべき人財像が織り込まれています。
では、その人財はどうすれば育つのか。私は、失敗の経験が不可欠だと考えています。正解のない時代に成功体験だけの
経路に依存すれば、打ち手は一面的になります。「一度の失敗が、その後の登用の妨げになってはいけない」。取締役会でも、
そう申し上げたことがあります。当社は、簡単には成果の出ない任務にあえてトップクラスの人財を任命し、異なる環境と
仲間の中でチャレンジをすることで一回りも二回りも大きなリーダーへと育てています。意図的な支援だと見ています。
もっとも、リーダー育成のための研修も、困難な任務への任命も、さらなる成長のための「気づき」のきっかけにすぎ

ず、その気づきを行動に変える土壌こそが大切です。当社グループで発生した品質にかかわる不適切行為に対する再発防
止策は2026年3月に計画通り完了しましたが、取締役会では、これを一過性のものにせず、品質を大切にする文化を会
社全体に根づかせてほしいという声が交わされてきました。その定着を見極める手がかりの一つが「未来会議」です。開
始当初は、部門や職種を越えた人々が集まり、足元の経営課題を議論する場であったものが、徐々に当社グループの未来
を語り合う場へと進化しました。参加者からは「行くのが楽しみになってきた」との声も聞きました。岡本一郎前社長が
はじめた経営トップと現場の人々とが直接語り合う「コンパスミーティング」も、朝来野社長への交代後も続いています。
大事だと思ったことを、時間をかけて着実に実現しようとする真摯な姿勢は当社グループの底力です。
一人ひとりが生き生きと挑戦していることは、成果の先行指標です。エンゲージメントサーベイの導入は、人を大事に

しているというメッセージでもあります。当社では、スコアを上げること自体を目的にしません。スコアは、組織に何が
起こっているかをとらえるレントゲンのようなものです。各組織の評価には業績の数字に加え、エンゲージメントスコア
も入る、この全体感を持った戦略的な位置付けが良いと思います。サーベイ結果を踏まえた検討・取組みは、取締役会に
も適宜報告されています。
資本効率の向上や事業ポートフォリオの規律は、株価水準を含む市場からの評価とともに、取締役会が繰り返し向き

合っているテーマです。そのうえで、私が見つめるのは、この規律が現場の日常の判断にまで根付くかです。グループの
方針を、一人ひとりが自分の持ち場の言葉で語れるか。未来会議とコンパスミーティングという双方向の営みが続けば、
方針と現場の実感は一枚岩になっていく。取締役会として、そこを見届けていきます。
一方で、まだ途上だと感じることもあります。グループの総力を発揮し、リーダーが続々と輩出される企業風土は、こ

れから育てていく段階です。今後1〜2年で見ておきたい先行指標は、次世代リーダーと多様性です。多様性は属性にと
どまりません。異なる考え方や強みを持つ人の活躍、専門人財の外部採用、若い世代がより大きな責任を担うこと。これ
らがあちこちに生まれれば、次のステップは近いでしょう。自ら名乗らずとも、外部から「押しも押されもせぬグローバ
ル・リーディング・カンパニーだね」と言っていただける——目指すのは、その状態です。
最後に、投資家の皆様へ。当社グループにぜひご注目いただき、機会があれば事業所にも足をお運びください。社外取

締役である私も、対話の機会をお待ちしています。

人を育てる文化を継承し、
リーダーが続々と輩出される
企業風土へ

社外取締役　土屋 恵子
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① 岡本 　一郎	  代表取締役会長
② 朝来野 修一	  代表取締役社長
③ 松平　 弘之	  取締役副社長執行役員
④ 樹下 　　健	  取締役上席執行役員

⑤ 土屋　恵子	  社外取締役�
⑥ 田中　達也	  社外取締役�
⑦ 細野　哲弘	  社外取締役
⑧ 三宅　　潔	  社外取締役　
⑨ 吉田　真也	  社外取締役

⑩ 鈴木　雄詞	  常勤監査役
⑪ 高橋　晴彦	  常勤監査役
⑫ 佐藤　美樹	  社外監査役　
⑬ 金　　仁石	  社外監査役
⑭ 竹内　章子� 社外監査役

⑨ ⑧⑩⑪ ④ ③ ② ① ⑫ ⑤ ⑥ ⑦⑭⑬

役員一覧
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スキル・マトリックス

区
分 氏名 性別 役職 略歴 持株数※

（株）

保有スキル

企業経営
製造・技術
研究開発

IT

営業
マーケティング
商品開発

財務
会計
金融

ガバナンス
リスクマネジメント
法務・コンプライアンス

人事
人材開発

グローバル
経験

取
締
役

岡
おかもと

本　一
いちろう

郎 男性 代表取締役
1981年   4月　日本軽金属㈱　入社
2006年   6月　同社　執行役員
2009年   6月　同社　取締役常務執行役員

2012年   6月　同社　取締役専務執行役員
2012年 10月　当社　取締役
2013年   6月　日本軽金属㈱　代表取締役社長

2015年   6月　当社　代表取締役社長
2026年   4月　当社　代表取締役会長、日本軽金属㈱取締役 65,169 ○ ○ ○ ○ ○

朝
あさ

来
く

野
の

修
しゅう

一
いち

男性 代表取締役
1988年   4月　日本軽金属㈱　入社
2017年   6月　日軽エムシーアルミ㈱　代表取締役社長
2021年   6月　当社　取締役

2021年   6月　日本軽金属㈱　取締役常務執行役員
2024年   6月　当社　取締役上席執行役員
2025年   4月　当社　社長全般補佐

2026年   4月　 当社　代表取締役社長、日本軽金属㈱ 代表取締役
社長 17,908 ○ ○ ○ ○ ○

松
まつ

平
だいら

　弘
ひろゆき

之 男性 取締役
1989年   4月　新日軽㈱　入社
2010年   6月　日本軽金属㈱　入社
2018年   6月　同社　執行役員

2021年   6月　当社　執行役員
2021年   6月　日本軽金属㈱　常務執行役員
2022年   6月　当社　取締役  日本軽金属㈱　取締役

2024年   6月　当社　取締役上席執行役員
2026年   4月　  当社副社長執行役員、グループ統合戦略室長、 

日本軽金属㈱副社長執行役員
17,871 ○ ○ ○ ○

樹
きのした

下　　健
けん

男性 取締役
1991年   4月　日本軽金属㈱　入社
2005年   1月　同社化成品事業部アルミナ部販売第三課長
2012年   4月　同社化成品事業部アルミナ部長

2021年   6月　同社　執行役員、化成品事業部長
2024年   6月　当社　執行役員
2024年   6月　当社　化成品事業グループ長

2026年   4月　 当社上席執行役員、日本軽金属㈱ 上席執行役員
11,126 ○ ○

土
つち

屋
や

　恵
けい

子
こ

女性 社外取締役
1981年   4月　㈱電通　入社
2005年 10月　 GE東芝シリコーン㈱（現 モメンティブ・パフォーマ

ンス・マテリアルズ・ジャパン合同会社）太平洋地域、
執行役員人事本部長

2011年   2月　 ジョンソン・エンド・ジョンソン㈱ 
人事本部　ヴァイスプレジデント

2015年   8月　アデコ㈱　取締役

2020年   6月　当社　社外取締役
2022年   1月　 Modis㈱（現 AKKODiSコンサルティング㈱）  

取締役
2024年   5月　㈱教育と探求社 取締役

5,907 ○ ○ ○

田
た

中
なか

　達
たつ

也
や

男性 社外取締役
1980年   4月　富士通㈱　入社
2012年   4月　同社　執行役員
2014年   4月　同社　執行役員常務
2015年   1月　同社　執行役員副社長

2015年   6月　同社　代表取締役社長
2019年   6月　同社　取締役会長
2020年   4月　㈱富士通マーケティング　取締役会長
2020年 10月　富士通Japan㈱　取締役会長

2021年   6月　当社　社外取締役
2022年   4月　富士通Japan㈱　シニアアドバイザー 3,436 ○ ○ ○ ○ ○

細
ほそ

野
の

　哲
てつひろ

弘 男性 社外取締役
1976年   4月　通商産業省　入省
2006年   7月　経済産業省　製造産業局長
2009年   7月　特許庁長官
2010年   8月　資源エネルギー庁長官

2012年   5月　 ㈱みずほコーポレート銀行（現 ㈱みずほ銀行） 顧問
2015年   6月　 公益財団法人中東調査会　常任理事
2016年   6月　 ㈱JECC　代表取締役社長

2018年   4月　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構　
（現 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構）理事長

2023年   6月　一般財団法人日本特許情報機構　理事長
2024年   6月　当社　社外取締役

0 ○ ○ ○ ○ ○

三
みやけ

宅　　潔
きよし

男性 社外取締役
1983年   4月　㈱第一勧業銀行　入行
2010年   4月　㈱みずほコーポレート銀行（現 ㈱みずほ銀行） 執行役員
2012年   4月　同社　常務執行役員

2016年   4月　 ㈱みずほ銀行　取締役副頭取
2020年   4月　 みずほ証券㈱　取締役会長
2022年   6月　 中央日本土地建物グループ㈱　代表取締役社長

2022年   6月　中央日本土地建物㈱　代表取締役社長
2024年   6月　当社　社外取締役 210 ○ ○ ○ ○

吉
よし
田
だ
　真
しん
也
や

男性 社外取締役
1985年   4月　三菱商事㈱　入社
2019年   6月　 同社　代表取締役、コーポレート担当役員（国内）、関

西支社長

2022年   7月　 日本電産㈱（現ニデック㈱）専務執行役員、最高
管理統括責任者

2023年   6月　東洋建設㈱ 代表取締役執行役員会長

2024年   6月　同社　会長執行役員CEO
2026年   1月　同社　顧問
2026年   6月　当社　社外取締役

0 ○ ○ ○ ○ ○ ○

監
査
役

鈴
すず

木
き

　雄
ゆう

詞
じ

男性 常勤監査役
1985年   4月　日本軽金属㈱　入社
2016年   6月　同社　執行役員
2023年   6月　当社　執行役員

2023年   6月　日本軽金属㈱　常務執行役員
2024年   6月　当社　常勤監査役
2024年   6月　日本軽金属㈱　監査役

4,128 ○ ○

高
たか
橋
はし
　晴
はる
彦
ひこ

男性 常勤監査役
1989年   4月　日本軽金属㈱　入社　　　　　
2011年   6月　同社　秘書室長　　　　　　　　　　 　　　　　 
2017年   6月　同社　経理部長　

2018年   6月　日本軽金属㈱ 執行役員　
2023年   6月　当社　執行役員、日本軽金属㈱ 常務執行役員
2024年   6月　当社　コーポレートスタッフ統括室経理担当

2026年   4月　当社　企画統括室経理担当
2026年   6月　当社　常勤監査役
2026年   6月　日本軽金属㈱　監査役

11,670 ○ ○

佐
さ

藤
とう

　美
よし

樹
き

男性 社外監査役
1972年   4月　朝日生命保険相互会社　入社
2003年   4月　同社　執行役員
2004年   4月　同社　常務執行役員

2004年   7月　同社　取締役常務執行役員
2008年   7月　同社　代表取締役社長
2017年   4月　同社　代表取締役会長

2019年   4月　同社　取締役会長
2020年   6月　当社　社外監査役
2021年   7月　朝日生命保険相互会社　特別顧問

0 ○ ○ ○ ○

金
きむ

　　仁
じんせき

石 男性 社外監査役
1992年 12月　友野税務会計事務所　入所
1994年 10月　 センチュリー監査法人　入所
2003年   6月　あずさ監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）　入所

2015年   7月　金仁石公認会計士事務所設立
2015年 12月　 ㈱アカウンティング・ワークショップ　 

代表取締役社長

2018年   6月　当社　補欠監査役
2018年 12月　のぞみ監査法人　代表社員
2020年   6月　当社　社外監査役

2,080 ○ ○ ○

竹
たけ
内
うち
　章
あき
子
こ

女性 社外監査役 2003年 10月　第二東京弁護士会弁護士登録、笠井総合法律事務所入所 2019年 10月　東京簡易裁判所民事調停官 2021年   4月　多摩市総合オンブズマン
2026年   6月   当社　社外監査役 0 ○

※ 持株数は、2026年3月31日時点のものであり、また、当社の役員持株会における本人の持分および株式報酬制度に基づき交付される予定の株式数を含めています。
※ 略歴中の旧法人名・現法人名の併記は、一部省略しています。 
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上席執行役員

田
た

中
なか

　俊
とし

和
かず

輸送機器事業グループ長

上席執行役員

伊
い

藤
とう

　嘉
よし

昭
あき

メタル事業グループ長

上席執行役員

畑
はた

本
もと

　敏
とし

治
はる

自動車部品事業グループ長

上席執行役員

柳
やなぎ

本
もと

　利
とし

夫
お

エンジニアリング事業グループ長

上席執行役員

早
さ

乙
おと

女
め

　雅
まさ

人
ひと

軽圧事業グループ長
箔事業グループ副グループ長

上席執行役員

松
まつ

葉
ば

　俊
とし

博
ひろ

技術・開発統括室長

執行役員

敷
しき

根
ね

　功
いさお

事業支援統括室長

執行役員

田
た

中
なか

　勝
かつもと

元
箔事業グループ長

執行役員

平
ひら

田
た

　武
たけ

文
ふみ

サステナビリティ統括室長

執行役員

一
いっ

色
しき

　浩
こう

一
いち

経営管理統括室長
グループ統合戦略室

業務プロセス変革リーダー

執行役員

山
やま

田
だ

　裕
ひろゆき

之
軽圧事業グループ
副グループ長

執行役員

五
い お た け

百竹　秀
ひ で お

夫
軽圧事業グループ
副グループ長

執行役員

林
はやし

口
ぐち

　貴
たか

志
し

マーケティング＆
インキュベーション統括室長

上席執行役員 執行役員
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3 4
52

当社グループは、戦略の実効性を支える基盤として、リスク管理、コンプライアンス、情報セキュリティ、税務を体系的に運用しています。
本章では、重大インシデントへの対応を含む2025年度実績と課題を示し、評価機関が必要な情報へ速やかに到達できるよう整理しました。

◦�情報セキュリティを6機能で管理。取締役会が
監督し、情報システム部門・NLM-CSIRTが監
視・対応を推進
◦  2025年に外部監視を開始。標的型メール・

CSIRT訓練を各2回実施、LMS受講率88%

◦  2025年6月、生成AI利用ガイドラインを制定。
利用範囲、入力情報、著作権・倫理、教育・
運用を規定

◦�税務はJ-SOX・全社リスク管理に包含。主要
8ヵ国・地域とその他3ヵ国について、法人税等
納付額・従業員数を開示
◦�F24法人税等納付額は55.24億円。独立方針、
税務に特化した委員会・責任者は未整備

◦�コンプライアンスコードを多言語8ヵ国語に展開。社長が委員長のグループコンプライアンス
委員会を統括し、コンプライアンス推進計画の進捗を四半期ごとに確認
◦ コンプライアンス・ミーティング参加率94%。LMS研修は目標未達、グループ展開を継続

◦�腐敗事案と事業継続に重大な影響を及ぼす法令違反は、F25いずれも0件
◦�ホットラインは匿名・多言語対応。通報8件は全件対応・是正完了｡ 2024年度の匿名サーベイ
は回答率80%、前回比＋2ポイント

9項目を全社管理し、取締役会へ年2回報告

雨畑ダム堆砂対策は中期目標を達成し、長期STEP3へ移行

腐敗事案・重大法令違反0件、ホットライン対応・是正完了率100%

情報セキュリティを6機能で管理し、生成AI利用ガイドラインを
制定
BCPの対象範囲拡大、LMSによるコンプライアンス研修のグルー
プ展開は継続課題

独立した税務方針、税務に特化した委員会・責任者は未整備

指標 F25 実績
河川法令などに関する従業員教育 延べ2,107名

コンプライアンス・ミーティング参加率 94%

グループホットライン 通報件数／対応・是正完了率 8件／100%

標的型メール訓練 開封率 3.2%

セキュリティLMS受講率 88%

1◦ 事業を取り巻くリスクを4類型に分類し、9項目を重点対策リスクとして管理
◦�品質・環境・労務・IT監査でモニタリングし、取締役会へ年2回報告

◦ 危機レベル0〜3を定め、平時→有事→事後で対応。BCPの整備・訓練を推進
◦�雨畑ダムは中期目標を達成しSTEP3を継続。水利使用では教育2,107名、現地監査を実施

※ 「重大法令違反」は、事業継続に重大な影響を及ぼす法令違反。

別冊・関連章　　
PART1「コーポレート・ガバナンス」 　 PART4「自然環境」 

WEB
 有価証券報告書

統合報告書2026　本誌　　　 P.36「AIは、私の仕事を奪うのか。」  
P.37「データがつながると、現場の何が変わる？」  P.40-41 「決裁は現場へ、監督には外の目を。」 

情報セキュリティ・
税務透明性

主要指標

進捗サマリーコンプライアンス・ビジネス倫理

情報セキュリティ  P.32

税務透明性  P.34

規範・教育  P.30

公正な事業慣行・内部通報  P.31

CROSS REF.

9項目 297億円
重点対策リスク 腐敗事案・重大法令違反

いずれもF25
雨畑ダム堆砂の財務影響

特別損失累計 F25まで

リスク管理・コンプライアンスDIGEST

体制・監督  P.25

危機対応・継続事案  P.27

グループリスク管理・重大事案

0件
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（ダイジェスト）リスク管理・コンプライアンス

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/ir/ir-data/p6.html
https://www.nikkeikinholdings.co.jp/common/file/ir/sp_m_ns_web_ir2026.pdf#page=37
https://www.nikkeikinholdings.co.jp/common/file/ir/sp_m_ns_web_ir2026.pdf#page=38
https://www.nikkeikinholdings.co.jp/common/file/ir/sp_m_ns_web_ir2026.pdf#page=41


事業戦略の実効性を支える「守りの基盤」として、当社グループは事業を取
り巻くリスクを4類型に分類し、グループ全体のリスクとして体系的に把握・
管理しています。本ページでは、その枠組み・ガバナンス・識別／評価のプロ
セスを開示します。

リスク管理の枠組み
▍方針
当社グループは、事業戦略に対して直接または間接の損失発生、事業の中断や
停止、信用・ブランドイメージを損なうなどのリスクについて管理しています。
事業を取り巻くリスクは、「戦略リスク」「財務リスク」「オペレーショナルリス

ク」「ハザードリスク」の4類型に分類され、それぞれのリスクの蓋然性や影響度
に合った方針と体制を整備、運営しています。リスク管理を経営戦略の実効性を
支える重要な基盤と位置付け、グループ横断で運用しています。

▍リスクの評価と管理
当社グループの経営全体または事業の各分野において特に重要なリスク管理
の基本的枠組みはグループリスク管理規則に規定し、リスクの特定は、潜在リ
スクの特定→蓋然性評価→影響度評価のプロセスで行います。特定されたリス
クの評価結果に基づき危機対応計画を含むリスク管理方針や体制を整備し、そ
れぞれ年次計画を策定して計画に沿ってリスク管理を行います。

ガバナンスと推進体制
▍リスク管理体制
当社では、社長をリスク管理の最高責任者とし、サステナビリティ統括室長
がリスク管理担当役員として当社グループのリスク管理体制の整備・運用を
行っています。
各グループ会社にはリスク管理責任者（CSRリーダー）を配置し、各部門・
会社におけるリスクの把握、管理を推進しています。リスク管理責任者は年度
予算計画審議時または必要に応じて、グループ各社・各部門のリスク管理状況

図1  推進体制（平時）

取締役会

リスク管理責任者
（CSRリーダー）

 ※当社グループの社長自ら兼務or別のものを任命

リスク管理推進者
（CSR推進者）

 ※CSRリーダーが必要に応じて任命

所属する部門・会社

監督

指導・統括

指導・統括

報告（社長またはリスク管理担当役員）※1※2

報告

任命

補助

報告（各部門・会社のリスク管理状況）※3

を最高責任者へ報告しています。
また、品質保証統括室、技術・開発統括室、サステナビリティ統括室、事業支援統括室および経営管理統括室をリスク主管部署とし、当社グループ全体のリスク管

理を支援・指導しています。

リスクと機会ミーティング
重点対策リスク（9項目）

適用法令違反 品質問題
環境問題  自然災害・事故災害
安全・衛生問題 情報セキュリティ問題 
安全保障輸出管理 適時情報開示の懈怠
地政学リスク

コンプライアンスに関するリスク
人事に関するリスク

最高責任者（HD社長） グループ経営会議諮問

管理支援、指導

報告

報告

指示・決定

補佐

報告（重要度の高いリスク）※1

任命

補助

サステナビリティ統括室
CSR担当

（リスクと機会ミーティング運営事務局）

リスク管理担当役員
（サステナビリティ統括室長）

当社グループの
リスク管理体制の整備、運用

報告※4指導・統括

リスク主管部署
品質保証統括室

技術・開発統括室
サステナビリティ統括室

事業支援統括室
経営管理統括室

当社グループ各社・部門の
リスク管理支援および指導

品質監査
環境監査
労務監査
IT監査
などを含む

※1  半期ごとおよび必要に応じて。グループ経営会議・取締役会では「内部統制の
整備と評価の状況について」の議題で報告。

※2 取締役会への報告対象：グループ全体および個別のリスク管理状況。
※3 年度予算計画審議時または必要に応じて。
※4 四半期ごと。
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重点対策リスク
▍重点対策リスクと主管部署
リスクを4類型に分類し、そのうち重点的に対策を講じる9項目を「重点対
策リスク」として管理しています。それぞれに主管部署を定めて、当社グルー
プとして総合的に管理しています。必要に応じて、主管部署が専門委員会やグ
ループ担当者会議などのグループ横断組織を主宰し、リスクの低減・回避に取
り組みます。
重点対策リスクは、（1）適用法令違反（経営管理統括室法務担当）、（2）品質問
題（品質保証統括室）、（3）環境問題（事業支援統括室環境保全担当）、（4）自然災
害・事故災害（事業支援統括室総務担当）、（5）安全・衛生問題（事業支援統括室
安全衛生担当）、（6）情報セキュリティ問題（経営管理統括室 IT 戦略担当）、（7）安
全保障輸出管理（経営管理統括室法務担当）、（8）適時情報開示の懈怠（経営管理
統括室広報・IR担当）、（9）地政学リスク（経営管理統括室）の9項目です。

リスク管理のモニタリングと改善
▍モニタリングと内部監査
グループ各社のリスク管理状況は、品質監査・環境監査・労務監査・IT監査
などのリスク管理部門が行う監査によってモニターし、その状況は個別課題状
況または全般状況としてリスクと機会ミーティングで報告・共有された後、リ
スク管理担当役員からグループ経営会議へ報告され、さらに社長またはリスク
管理担当役員から取締役会へ半期ごとおよび必要に応じて報告されます。

▍2025年度の対応実績と評価
2025年度は、品質監査の範囲・対象事業所の拡大や、ソフトウェア内部監

査、IT資産管理システムの構築などに取り組みました。ソフトウェアライセン
スコンプライアンスの2025年度評価は「△」でした。リスク別の対応実績と
評価は、データ編「リスク別管理状況一覧」をご参照ください。

※  重大インシデントへの危機対応の枠組み（グループ危機管理委員会、危機レベル0〜3）は、PART2-2「重
大リスク事案への継続対応」で扱います。

▍取締役会による監督
取締役会は、当社グループ全体および個別のリスク管理状況について報告を
受け、監督する役割を担っています。各リスク主管部署は、それぞれの専門領
域におけるリスクを統括・管理するとともに、当社グループ各社・各部門のリ
スク管理支援および指導を行っています。
当社はリスクの評価手法に基づいて特に蓋然性の高いリスク（以下、重点対
策リスク）を特定し、当社グループとして総合的な管理を行っています。
各主管部署から報告されたリスク管理状況は、サステナビリティ統括室CSR

担当を事務局とするリスクと機会ミーティングで共有・協議されます。その
後、リスク管理担当役員からグループ経営会議へ報告され、さらに社長または
リスク管理担当役員から取締役会へ半期ごとおよび必要に応じて報告され、重
要度の高いリスクや個別課題の管理状況について監督を受けています。
強固なリスク管理の基盤は、26中計が掲げる成長戦略を着実に実行し、健
全なリスクテイクを支えるための前提です。取締役会は、内部統制・リスク管
理体制の整備・運用状況を確認し、その実効性を監督しています。

なお、企業秘密流出は情報セキュリティ問題に含めて管理しています。

▍管理・推進体制
リスクごとの主管部署は、それぞれの重点対策リスクをグループ全体のリス

クとして認識しリスクの低減・回避および顕在化時の対応が実践できるよう管
理しています。
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重大リスク事案への継続対応

当社グループは、重大インシデント（発生の蓋然性は低いが、ひとたび生じれば ステークホルダーや事業に深刻な影響
を及ぼす緊急事態・事故）に相当し得るリスクや危機について、グループリスク管理規則およびグループ危機管理規則に
基づく全社的なリスク管理・危機管理の一部として管理しています。
各グループ会社・部門のリスク管理状況は、リスク管理責任者（CSRリーダー）から最高責任者へ報告されます。また、
リスク主管部署が管理する個別リスクの状況は、リスクと機会ミーティングで報告・共有されます。重要度の高いリスク
の管理状況については、リスク管理担当役員からグループ経営会議へ報告されます。
取締役会は、社長またはリスク管理担当役員からグループ全体および個別のリスク管理状況について報告を受け、その
実効性を監督しています。詳細はPART2-1「グループリスク管理」に記載しています。
本章では、重大インシデントに相当し得るリスクや危機管理の枠組みと、継続対応中の個別事案について、GRI 

Critical Incidents（CI）基準の構造を参考に整理して開示します。

重大インシデントの予防・備え・対応（CI-1-a）
当社グループは、重大インシデントに相当し得るリスクや危機について、潜在リスクの特定 → 蓋然性評価 → 影響度評
価のプロセスを通じて識別しています。特定されたリスクについては、危機対応計画を含むリスク管理方針・体制、対応
プロセス、関連する教育・訓練を整備し、点検・監査・モニタリングの結果を踏まえて、必要な整備・見直しにつなげて
います。

▍対象とする重大インシデントの種類（CI-1-a-i）（グループリスク管理規則）
当社グループは、事業を取り巻くリスクを4類型に分類し、そのうち9項目を重点対策リスクとして管理しています。
重点対策リスクと主管部署の詳細はPART2-1「グループリスク管理」に記載しています。
当社はリスクの評価手法に基づいて特に蓋然性の高いリスク（以下、重点対策リスク）を特定し、当社グループとして総
合的な管理を行っています。リスクごとの主管部署は、それぞれの重点対策リスクをグループ全体のリスクとして認識し
リスクの低減・回避および顕在化時の対応が実践できるよう管理しています。詳細はPART2-1「グループリスク管理」に
記載しています。
また、重大インシデントとして管理する対象は重点対策リスク（9項目）に限定されません。リスク管理は主管部署のみ
で行うものではなく、各事業所・部門・グループ会社が主体となり、主管部署と連携して実施しています。例えば、雨畑
ダム堆砂対策については、蒲原製造所のリスク管理責任者（CSRリーダー）が管理状況を最高責任者へ報告するとともに、

事業支援統括室環境保全担当をはじめとする関係部署と情報共有しながら対応を進めています。
リスクが顕在化/危機が発生した場合は、グループ危機管理規則に定める危機レベル（表1）により判定されます。

▍識別プロセスと危機レベル判定基準（CI-1-a-ii）
当社グループは、各分野において潜在リスクを把握し、リスクごとの発生可能性と顕在化した場合の影響度を定量的・

定性的に評価しています（グループリスク管理規則）。
リスクが顕在化し、または顕在化する蓋然性が高まった場合には、グループ危機管理委員会が、人的被害の有無、影響

の範囲、金額的影響度、事業継続への影響度などを考慮して危機レベル（レベル0〜3）を決定し、レベルに応じて対策本
部を設置して対応します（表1）。

表1  危機レベルと対応（グループ危機管理規則に基づく）

危機レベル 影響度 ※1 想定リスク（例示）

レベル0 小 平時

レベル1 中
火災、爆発、台風、洪水、降雪、重篤事故、情報漏洩、法令違反、環境汚染

レベル2 大

レベル3 大 震度6強、津波、放射能汚染、噴火、パンデミック、サイバー攻撃、紛争、戦争

※1 影響度： 人的被害の有無、影響の範囲、金額的影響度、事業継続への影響度などを考慮する。
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図1  リスク管理・危機管理の全体フロー（平時→有事→事後）

ステークホルダー・取引先との連携（CI-1-b／CI-1-c）
当社グループは、重大インシデントに相当し得るリスクや危機への予防・備え・対応を実効あるものとするため、行政機関や地域社会を含む関係者との報告・協
議・情報共有を行うとともに、関係部門・関係会社・関係機関と連携して対応しています。

▍関係機関との対話（CI-1-b）
当社グループは、危機対応にあたり、行政機関や地域社会を含むステークホルダーとの連携協力および情報共有を重視しています。

▍関係部門の連携（CI-1-c）
予防・対応の実効性を高めるため、当社グループは社内の関係部門が連携し

て対応する体制を整えています。
なお、グループ危機管理規則では、従業員などに対し、危機管理意識を持っ

た職務の遂行を求めています。
具体的な事例は「継続対応中の重大リスク事案」（P.29）に記載しています。

対応計画の整備状況（CI-2対応）
当社グループでは、主要製造拠点および本社・管理部門を中心に、重大イン

シデントへの予防・備え・対応計画（BCPを含む）の整備および訓練を推進し
ています。あわせて、対象範囲の拡大や体制高度化に向けた中長期的な展開方
針の検討を進めています。

・当社リスク管理役員
・各部門・会社のリスク管理責任者

各レベルに応じた対策本部を設置

グループ経営会議 取締役会

対応状況の検証・再発防止の措置

総括と報告
グループ経営会議・取締役会へ

記録の整理・保存

監督ライン

平時：リスク管理 有事：危機対応 事後：事後措置

リスク管理状況の報告 危機対応の総括・報告

ステークホルダーへの適時適切な開示
連携協力・情報公開

半期ごとおよび必要に応じて報告

リスクの評価
発生可能性×影響度を定量・定性評価

リスクの制御
顕在化兆候の監視・マニュアル整備など

危機管理計画（BCP含む）の策定
危機発生時の情報伝達・組織・手順

リスクの顕在化／
蓋然性の高まり

＝危機※1 危機の収束

リスクの特定
各分野の潜在リスクを把握

 検証・再発防止の結果は、平時のリスク管理
（制御・計画）の改善・見直しに反映

危機管理計画（BCP）の整備
当社グループは、危機発生時に備え、各事業所などの適切な単位で、さまざまな偶発的事
案に対応した事業継続計画の策定を進めています。各事業所では定期的な訓練と計画の見
直しを行っています。今後も、計画の整備・更新、訓練、実効性の検証を継続的に進めてい
きます。

※一部簡略化しています。

危機の発見 → 直ちに報告
従業員など → 危機管理責任者

グループ危機管理委員会
・ 調査・必要な対策の決定・関係部門への指示
・ 危機レベル（0～3）の決定

※1  重点対策リスクについては、リスクが顕在化/危機が発生し、その影響が広範でグループ全体に及ぶ場合または当該危機への対応に緊急性の高い場合など、企業価値の持続的向上を阻害すると認められるときは、グループ
危機管理委員会による危機管理体制へ移行します。
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継続対応中の重大リスク事案

継続的に対応している重要な事案について、進捗状況と今後の対応を報告し
ます。本ページでは、①自然災害を契機とした「雨畑ダム堆砂対策」と、②河
川法第78条に基づく通知への対応として進めている「水力発電施設の水利使
用に係る再発防止策」について、それぞれの対応状況とともに報告します。

▍関係機関との対話（CI-1-b）
雨畑ダム堆砂対策では、2019年9月に国土交通省・山梨県・早川町とと
もに『雨畑地区土砂対策検討会』を設置し、その後もフォローアップ検討会
（2025年2月21日に第7回開催）を通じて進捗を報告するとともに、関係機関
の意見を踏まえて計画を策定・見直ししています。

▍関係部門の連携（CI-1-c）
水力発電施設の管理にあたっては、電力部門（電力部・土木課・発電課・給
電課）の業務内容の相互理解を進め、部門横断での対応力を強化しています。

【事案①】雨畑ダム堆砂対策（自然災害起因の重大インシデント｜
GRI CI-3）

2019年8月の台風第10号および10月の台風第19号などによる豪雨の影響
により、当社グループの主要子会社である日本軽金属㈱が保有する雨畑ダム
（山梨県南巨摩郡早川町）の周辺地域で浸水被害が発生しました。
同社は2020年4月に『雨畑ダム堆砂対策基本計画』を策定・提出し、短期・
中期計画を完了（2024年度末に中期目標を達成）、現在は長期計画（STEP3）を
継続しています。進捗は国土交通省・山梨県・早川町との検討会（2025年2月
21日に第7回開催）で報告しています。

インシデントの記録は表3に、対策の全体行程と進捗は図2に示します。

【事案②】水力発電施設の水利使用に係る再発防止策（河川法令遵守の継続是正｜河川法第78条）
日本軽金属㈱は、国土交通省からの河川法第78条に基づく通知を受け、2022年11月以降、水利使用に係る再発防止報告と河川法令遵守意識の徹底のための実施計
画を継続的に提出しています（2024年度実績は2025年5月末、2025年度計画は2025年2月末に提出）。今後も国土交通省の指導を受けながら、再発防止の強化と適切
な管理を継続します。

表3  インシデント記録（CI-3フォーマット）

項目 内容

インシデント名 雨畑ダム堆砂（2019年豪雨起因）

発生時期 2019年8月（台風第10号）・10月（台風
第19号）

地理的位置 山梨県南巨摩郡早川町（日本軽金属㈱
保有 雨畑ダム）

インシデント種別 自然災害起因の堆砂・周辺地域の浸水

影響 周辺地域への浸水被害

是正措置 「雨畑ダム堆砂対策基本計画」STEP1
〜3に基づく継続実施（図2）

財務影響 特別損失 累計29,700百万円（2025年3
月期まで）

ステータス 継続対応中（STEP3進行中）

図2  雨畑ダム堆砂対策ロードマップ

STEP1｜短期
F20～F21
浸水・土石流被害の解消のため
堆積土砂 約300万㎥の移動・ 
搬出

完了

STEP2｜中期
F22～F24
容量確保のため
堆積土砂300～400万㎥を撤去

完了（目標達成）

STEP3｜長期
F25～
安全な堆砂状態の維持（継続）

進行中

▍予防策・対応プロセス・研修（CI-1-a-iii～v）
自然災害や水力発電施設の運営に係る重大インシデントの予防策として、設備の定期点検・確認、社内規程・運用マニュアルの整備、関係部門の連携強化を進めて

います。重大インシデントに相当し得るリスクや危機の発生時には、その種類に応じた対応プロセスに従い、迅速な情報共有を行うとともに、必要な対策および再発
防止に取り組みます。また、河川法令などに関する従業員教育を継続的に実施しています（2025年度：延べ2,107名）。

▍監査と改訂の頻度（CI-1-a-vi）
水力発電施設の水利使用に係る再発防止策の一環として、事業支援統括室環境保全担当による現地監査を定期的に実施し、法令遵守状況および管理体制の有効性を

確認しています（2025年度は4月に実施）。監査結果は必要な整備や再発防止につなげていきます。

主なマイルストーン・関係機関への報告

2020.11

仮設堤防
工事完了

2022.5

雨畑川運搬路
工事完了

2024.6

早川運搬路
工事完了

2025.2

雨畑地区土砂対策
第7回フォローアップ検討会

2019.9

第1回雨畑地区
土砂対策検討会

雨畑ダム堆砂対策基本計画　https://www.nikkeikin.co.jp/news/news/common/pdf/p202005070202.pdf
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コンプライアンス・マネジメントの枠組み（規範・体制・推進）

当社グループは、法令と社会規範の遵守、そして高い倫理観をもって行動することを企業価値の基盤と位置付けていま
す。本章では、コンプライアンスの規範・推進体制・推進計画と教育、および公正な事業慣行・内部通報・組織風土改革
による実効性の確保を開示します。

基本方針とグループ・コンプライアンスコード
当社グループは、グループ経営方針で「人権を尊重し、倫理を重んじて、誠実で公正な事業を行う」ことを事業活動の
基本方針とし、「コンプライアンス体制の強化」を経営の重要課題に掲げています。その行動規範「グループ・コンプラ
イアンスコード」を、グループ全役職員に浸透させるため8ヵ国語※に翻訳・展開しています。
※ 英語、中国語、タイ語、ベトナム語、ポルトガル語、ヒンディー語、スペイン語、フランス語。

ガバナンスと推進体制
コンプライアンスの推進は、社長を委員長とするグループコンプライアンス委員会が統括します。同委員会は経営会議
の直下に位置付けられ、コンプライアンス全般にわたる課題の検証と、浸透・定着に向けた施策を審議・決定します。
コンプライアンス推進計画の進捗は四半期ごとに同委員会へ報告しています。また、緊急的に発生した重要な問題につ
いては、原因、是正処分、再発防止策などを報告し、必要に応じて追加調査や必要な措置を審議・決定します。
その決定事項は、グループ各社・部門の責任者が務める「CSRリーダー」を通じて各職場で実行されます（図1・2）。

推進計画とPDCA
当社グループは、2022〜2024年度の3ヵ年コンプライアンス推進計画を、（1）推進体制の整備、（2）推進の取組み、（3）
人権の保護・尊重の3つの柱で実行し、PDCAで評価しました。3ヵ年計画の完了を受け、2025年度、さらには中期経営
計画に合わせた2026〜2028年度の新たな推進計画を策定し、組織風土改革のPDCA深化とコンプライアンス教育の拡充
を中心に、実効性の一層の向上を図ります。達成状況と次期重点は表1の通りです。

▍倫理教育とコンプライアンス啓発
全グループ会社・全部門の各職場において、年2回「コンプライアンス・ミーティング」を開催し、身近な事例で対話
する教育の場としています。あわせて、職場からの意見を把握し、コンプライアンス上の課題を抽出・把握するとともに、
組織風土改革の観点から現状を確認する場としても位置付けています（2025年度参加率94%、海外現地法人を除く）。階
層別研修（新入社員〜経営次世代）に加え、生産現場の管理監督職を対象としたパワハラ防止研修を継続的に実施し、累
計（延べ）136社・572名が参加、パワハラ防止の参加者アンケートでは約9割が「満足」以上と回答しています。
一方、学習管理システム（LMS）によるeラーニングなどを活用したコンプライアンス研修は、グループ会社への展開が

当初計画に対して遅れ、2025年度の受講率は目標を下回りました。2026年度はグループ各社への展開を進め、受講率の
向上を図ります。研修の受講状況は表2、推進計画全体の達成（○）と継続課題（△／×）は表1の通りです。

表1  コンプライアンス推進計画 PDCA進捗
推進計画の3つの柱 主な施策 2025年度  達成（○）と継続課題（△／×） 26中計重点

（1） 推進体制の整備

·  グループコンプライアンス委員会運営
·CSRリーダー
·コンプライアンス・ミーティング
·グループ・コンプライアンスコード
·内部通報
·部門連携

○  ミーティングメモのアクセシビリティ
改善

△  グループ・コンプライアンスコード見
直し

·体制の定着と実効性評価
·  グループ・コンプライアンスコー
ド改編

（2） 推進の取組み

P （推進計画）
D （計画実施）
C  （匿名サーベイ、ミーティング）
A  （分析、計画修正）の運用／教育・啓発

○  コンプライアンス推進計画PDCAの
継続取組み

○  パワハラ防止研修参加者累計（延べ）
572名満足度9割

×  LMSを利用したコンプライアンス教
育のグループ展開

組織風土改革の深化・受講率向上

（3） 人権の保護・尊重 ·苦情処理メカニズム
·救済手続き

○  外部窓口設置
△  社内規則整備・運用 人権DDと連携（PART5-1）

必要時
報告

通報・
相談

図1  コンプライアンス運用体制

監査役会

周知・実践

運営実績
報告

調査・
是正協力

制度運営制度運営

方針展開
運営実績報告

報告

必要時連携グループ
コンプライアンス委員会

グループホットライン

グループ各社・各部門　CSRリーダー・推進者

従業員

取締役会

HD社長個別案件情報

図2  コンプライアンス推進体制

監督

方針

事務局運営方針
展開

管理

施策実施・グループ各社サポート

報告

報告

報告

報告

取締役会

グループ経営会議グループ
コンプライアンス委員会

リスク機会ミーティング

コンプライアンス担当

グループ各社・各部門　CSRリーダー・推進者

※ 一部省略しています。 ※ 一部省略しています。
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実効性の確保と透明性（牽制・通報・腐敗防止）

整備した規範と体制が実際に機能していることを、当社グループは公正な事
業慣行の徹底、内部通報制度の運用、そして組織風土改革を通じて確認し、そ
の結果を開示します。

公正な事業慣行
当社グループは、国内外の腐敗防止関連法令を遵守し、贈収賄・利益供与を
一切認めない方針を「グループ・コンプライアンスコード」に明記しています。
2026年度においては、腐敗リスクの高い職務に従事する役職員を対象とした
贈収賄防止研修を実施し、高リスク業務従事者の受講率100%を目標としてい
ます。2025年度において、確認された腐敗事案、および事業継続に重大な影
響を及ぼす法令違反は、いずれも0件でした。

▍そのほかの公正な事業慣行
あわせて、利益相反の管理、公正な競争（独占禁止法などの遵守）、反社会

内部通報制度（グループホットライン）
▍体制
当社グループでは、全役職員が利用可能な「グループホットライン」を設置

しています。窓口は、総合窓口、外部窓口、法務担当窓口、人事担当窓口、監
査役窓口の複数を設けており、全役職員に配布するグループハンドブックに窓
口の連絡先を明示しています。
また、海外の現地従業員も利用できるよう、社内外に多言語対応の窓口を整

備しています。通報については匿名での利用を認めるとともに、守秘義務の徹
底、不利益取扱いおよび報復の禁止を定め、適切な運用を行っています。
当社の内部通報制度は、公益通報者保護法に基づき適切に運用されていま

す。通報者の保護および組織の自浄機能の向上を目的として、公正かつ透明性
の高い対応体制を整備しています。また、2026年12月1日施行の改正公益通
報者保護法に対応し、フリーランスに関する取り扱い、刑事罰の対象拡充、通
報妨害行為の禁止、並びに周知義務の強化などの各要件についても、当社規則
の整備・見直しを行い、適切な運用体制の構築を進めています。今後も、法令
および関連規範への適合を確保するとともに、内部通報制度の実効性向上に努
めていきます。

▍運用
受け付けた案件については利用者への事実確認を行ったうえで、法令・社規

則違反などが疑われる場合は、内部通報従事者による調査を実施して、是正措
置まで対応しています（件数・対応・是正完了率の推移は表3）。

組織風土改革
▍倫理観に満ちた組織風土への取組み
倫理観に満ちた組織を目指し、コンプライアンス推進計画のPDCA（計画→

実践→匿名サーベイ→分析・修正）を通じて、組織風土改革に継続的に取り組
んでいます。

▍従業員匿名サーベイ
コンプライアンス意識と組織風土を継続的に把握するため、従業員匿名サー

ベイを実施しています。いままで3回実施しており、第3回（対象 役員・従業
員 約14,000名）の回答率は80%で、全体スコアは前回から2ポイント改善しま
した。結果は推進計画のPDCAに反映しています。2026年度は第4回を実施す
る予定であり、いままでの取組みの成果の確認をします。

▍対話を通じた職場改善
コンプライアンス・ミーティングで出た意見を管理職同士で話し合う「管理

職ミーティング」も広がり、現場起点の職場改善につながっています。

表3  グループホットライン 受付件数推移および対応・是正完了率

区分 2023年度 2024年度 2025年度 単位
相談 27 26 39 件

通報 28 17 8 件

対応・是正完了※ 28 16 8 件

対応・是正完了率 100 94 100 %

※ 調査の結果、法令、規則などの違反疑義がなかった案件を含む。

政治的関与（政策保有株式）→PART1-5「資本配分と投資の規律」 
支払慣行・取引適正化（パートナーシップ構築宣言）
→PART5-2「サプライチェーン・責任ある調達」  

参照

的勢力の排除を「グループ・コンプライアンスコード」に定め、役職員への周
知を通じて徹底しています。このうち反社会的勢力への対応については、外部
からの不当要求を含む反社会的勢力との一切の関係遮断を基本方針とし、必要
に応じて関係部門や外部専門機関と連携しながら対応しています。
なお公正な競争については、2025年度にカルテル・談合防止をテーマとす
る研修を、LMSを活用して実施しました。

表2  コンプライアンス教育・啓発 KPI

研修区分 主な対象 受講・参加者数
（2025年度）※1 目標

コンプライアンス・ミーティング 全部門・全グループ会社 22,844人（延べ） 維持

階層別研修 新入社員〜経営次世代 260人 継続

パワハラ防止研修 管理監督者を中心 78人 継続

コミックラーニング 全従業員 3,342人（日本軽金属㈱およ
び一部のグループ会社※2）

100％

贈収賄防止研修 高リスク業務従事者※3 2026年度実施中 100％

カルテル・談合防止研修 全営業担当者 853人 100％

※1 受講率化は今後の課題。
※2 2025年下期よりグループ会社に展開開始。
※3 新興国ビジネス、官公庁ビジネス従事者など。
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マネジメントの枠組み（6機能マネジメント）

当社グループは、情報セキュリティを事業継続を左右する重要なリスクと位置付け、統治（Govern）から復旧
（Recover）までの6つの機能で体系的に管理しています。本ページではその管理の枠組みを、次ページでは生成AI時代の
ガバナンスと指標・進捗を開示します。

ガバナンスと推進体制
▍方針・推進体制と NLM-CSIRT
当社グループは、情報セキュリティ方針のもと、経営管理統括室 IT戦略担当（以下、情報システム部門）を中心に推進体
制を整備し、2020年10月に専門組織「NLM-CSIRT」を設置しています。インシデントの予防・検知・対応・復旧を一貫
して担い、2025年にはセキュリティ外部監視サービスの運用を開始するなど、監視・対応体制を継続的に強化しています。

▍取締役会の監督とサプライチェーンセキュリティ
情報セキュリティの状況は、リスクと機会ミーティングを通じてグループ経営会議・取締役会へ報告され、取締役会の
監督を受けています。また、サプライチェーンを経由するリスクに備え、業務委託先・サプライヤーに対してセキュリ
ティ状況の確認を進めるなど、今後も継続的に強化を図っていきます。

6機能による取組みの体系
▍6機能への施策マッピング
当社グループは、情報セキュリティの取組みを、統治・識別・防御・検知・対応・復旧の6つの機能の体系で管理して
います（図2）。統治が全機能を方向づけ、識別から復旧までの実務を循環的に高度化しています。

▍2025年度の主な実施実績
2025年度は、脆弱性診断（IT診断38ヵ所、業務サーバー診断162台）、標的型メール訓練（2回）、NLM-CSIRT訓練（2回）、
全従業員対象のeラーニング、災害復旧テスト（10サーバー）などを実施しました。各施策と実績、対応するリスクカテ
ゴリは表1の通りです。

図1  情報セキュリティ推進体制

図2 情報セキュリティ・6機能マネジメントマップ

表1  6機能別の主な施策と2025年度実績

各事業グループ・グループ会社
現場での実装・運用

リスクと機会ミーティング
情報セキュリティなどのリスク管理状況を共有・協議

情報システム部門／NLM-CSIRT
情報セキュリティの実務統括・監視・対応

サプライチェーン
セキュリティ

報告（年2回）

報告（年2回）

報告（年4回）

報告

要請

要請

監督

方針

管理

実施・要請

取締役会
監督（情報セキュリティ・リスクの監督）

生成AI利用ガバナンス
（図3）

IDENTIFY　
識別

IT資産管理・脆弱性診断

PROTECT　
防御

アクセス管理・暗号化・
教育・標的型訓練

DETECT　　
検知

侵入テスト・監視

RESPOND　
対応

NLM-CSIRT・CSIRT訓練

RECOVER　
復旧

災害復旧テスト・BCP

GOVERN  |  統治 情報セキュリティ方針／取締役会の監督／サプライチェーンセキュリティ（GV,SC）※体制は図1

検知・対応・復旧の学びを次サイクルの識別・防御へ反映（PDCA）

機能 主な施策 2025年度実績 該当リスクカテゴリ

GOVERN　 統治 方針策定・取締役会監督・GV・SC 方針運用・年次報告 情報セキュリティ問題

IDENTIFY　識別 IT資産管理・脆弱性診断 IT診断　38カ所／業務サーバー診断162台 企業秘密流出※

PROTECT　防御 アクセス管理・暗号化・教育 LMS　全従業員、標的型訓練　2回 情報セキュリティ問題

DETECT　  検知 侵入テスト・外部監視 ― サイバー攻撃

RESPOND　対応 NLM-CSIRT運用・訓練 CSIRT訓練　2回 情報セキュリティ問題

RECOVER　復旧 災害復旧・BCP 災害復旧テスト　10サーバー 自然災害・事故災害

グループ経営会議
重要方針・対応状況の審議

※ 情報セキュリティ問題に含む。

※ 一部省略しています。
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重点領域と指標・進捗

当社グループは、業務変革を支える生成AIの活用を進めるにあたり、その利用ガバナンスを早期に整備してきました。
本ページでは、生成AI利用の枠組みと、情報セキュリティの定量指標・進捗を開示します。

生成AI利用ガバナンス（戦略）
▍生成AIツール業務利用ガイドライン（2025年6月制定）
当社グループは2025年6月、「生成AIツールの業務利用に関するガイドライン」を制定しました。業務効率と情報保護・

倫理の両立を基本方針に、①利用範囲の明確化、②入力情報の管理、③著作権・倫理対応、④教育・運用の4つの観点で
運用しています（図3）。情報システム部門・NLM-CSIRTが、本ガイドラインの運用を監督し、生成AIの安全かつ適切な
利用を推進します。

指標と目標
▍情報セキュリティKPI
当社グループは、情報セキュリティの実効性を定量的に開示するため、主要なKPIを年次で示します（表2）。重大セキュ
リティインシデントの件数を中核指標とし、教育受講率・標的型メール訓練の開封率・各種診断/テストの実施数を継続
的に開示していきます。

進捗（年次計画の運用）
▍年次計画のPDCAとCSIRT強化・災害復旧テスト
当社グループは、情報セキュリティの年次計画を策定し、実施状況を評価しながら継続的に改善しています。NLM-

CSIRTの体制強化、災害復旧テストの計画的実施などを通じて、検知・対応・復旧の能力を高めています。今後も、6つ
の機能の各領域で計画的に高度化を進めます。

DX・AI業務変革との接続
生成AI・DXを活用した業務変革（データドリブン経営、自働化・省人化）は26中計プロセス変革の中核施策であり、そ

の事業戦略上の位置付けは本誌をご参照ください。本別冊では、その安全な利用を支えるガバナンスを扱います。

図3  生成AI利用ガイドラインの枠組み

表2  情報セキュリティKPI一覧

①利用範囲の明確化
許可ツール・用途の特定

業務利用の可否基準

②入力情報の管理
入力禁止情報の定義

機密・個人情報の漏えい防止

③著作権・倫理対応
生成物の権利確認

誤情報・バイアスへの留意

④教育・運用
利用者教育

モニタリングと継続的な見直し

基本方針：業務効率と情報保護・倫理の両立（安全に使い、価値を生む）

監督：情報システム部門／NLM-CSIRT  →  26中計「DX･AIによる業務変革（統合データプラットフォーム）」の事業戦略は本部で管轄

KPI 2023年度 2024年度 2025年度 単位

重大セキュリティインシデント件数 ― ― ― 件 

標的型メール訓練 実施回数 2 2 2 回／年

標的型メール訓練 開封率 3.6 2.8 3.2 ％

セキュリティLMS受講率※ ― ― 88 ％

IT脆弱性診断 実施箇所 36 38 38 カ所

IT脆弱性診断・サーバー診断 実施 174 162 164 サーバー

CSIRT訓練 実施回数 2 2 2 回／年

災害復旧テスト 実施 15 10 14 サーバー

※ 対象は東洋アルミニウム㈱、海外、役員を除くLMS登録ユーザー（5,588名）。
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公正で透明な税務行動

当社グループは各国の税法を遵守し、適正な納税に努めています。税務に特
化した独立方針は未策定で、行動理念と既存の内部統制・全社リスク管理の枠
組みの中で税務を管理しています。GRI 207「税金」に沿い、現状と今後の整
備方針を示します。

リスク管理（GRI207-2）
▍税務リスクの管理
当社グループは、税制改正情報を継続的に把握し、必要に応じて税理士法

人・会計事務所などの外部専門家と連携して、税務リスクの識別・評価・対応
を行っています。また、重大なコンプライアンス違反が生じた際にはグループ
危機管理委員会へ報告し、適切な対応を行う体制を整えています。

税務に対する基本的な考え方（GRI 207-1）
▍法令遵守と適正納税の基本姿勢
当社グループは、「日軽金グループ行動理念」に基づき、事業を行う各国・
地域の法令を遵守し、各種の国際規範とその精神を尊重した公正かつ透明な事
業活動を行っています。税務についてもこの理念のもと、各国の税法を遵守し、
事業の実態に即した適正な申告・納税を行うことを基本姿勢としています。

▍移転価格・拠点設置に対する姿勢
グループ会社間の取引については、各国の税法および租税条約に従い、独立
企業間原則に基づいて適正な移転価格を設定しています。また、当社グループの
海外拠点は、いずれも事業上の必要性に基づいて設置・運営しているものです。

税務ガバナンスと推進体制（GRI207-2）
▍税務に係る管理体制
税務実務は経営管理統括室経理担当が所管し、税務コンプライアンスは財務
報告に係る内部統制（J-SOX）の枠組みの中で確保しています。税務に特化し
た委員会・責任者は設置しておらず、税務を含む重要なリスクは全社のリスク
管理体制を通じて経営層が把握しています。

税務当局・ステークホルダーとの関係（GRI 207-3）
当社グループは、税務当局に対して適正な申告・納税や税務調査への協力を
通じて誠実に対応しています。また、投資家をはじめとするステークホルダー
に対しては、国別の法人税等納付額および従業員数を開示することで（表1）、税
務の透明性の確保に努めています。

税の透明性 ─ 国別報告（GRI 207-4）
▍国別法人税等納付額・従業員数
当社グループは、主要な事業展開国・地域における法人税等納付額と従業員

表1  税務ガバナンスの位置付け

法人税等納付額 （百万円） 従業員数
（名）

国･地域 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2024年度
日本 3,915 5,725 6,522 532 4,350 10,521

中国 526 450 422 256 268 506

アメリカ 81 147 218 823 407 222

インド 0 135 216 170 370 277

タイ 59 58 207 121 72 654

インドネシア 1 1 1 1 0 3

ベトナム 10 -4 10 16 1 45

フランス 0 16 0 0 56 99

他3ヵ国 0 0 1 0 0 3

合計 4,592 6,528 7,597 1,919 5,524 12,330

図1  推進体制

経営会議統括室経理担当
税務実務の所管・申告・納税

財務報告に係る内部統制の中で
税務コンプライアンスを確保

外部知見・モニタリングの活用
税法改正情報のモニタリング／ 
税理士法人・会計事務所などの専門家
との連携／税務調査への対応

税務に係る管理（税務に特化した委員会・責任者は未設置／既存体制に包含）

税務リスクの管理プロセス

識別 評価 対応 モニタリング

取締役会

監督

監督

諮問

指導・統括

内部統制（J-SOX） リスク管理

報告

報告 報告

数を開示しています（表1）。国別の納付額と従業員数の対応は、各国の事業実
態に見合った納税を示すものです。

グループ経営会議最高責任者（HD社長）
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▍連結実効税率
連結ベースの実効税率は、有価証券報告書に開示しています。

国際課税環境への対応
近年、OECDのBEPSプロジェクト※に端を発するグローバルミニマム課税（IIRは2024年4月適用開始、QDMTTなどは

2025年度税制改正で法制化）など、国際的な税務環境が大きく変化しています。当社グループは海外子会社を有してお
り、これらの制度の適用範囲を確認し、必要な対応を行っています。

GRI 207・評価機関要請への対応状況
GRI 207および主要なESG評価機関が求める税務開示の各要素について、当社グループの現状と今後の整備方針を一覧
で整理します（表2）。国別の報告（207-4）は開示済であり、税務へのアプローチ（207-1）・税務ガバナンス、管理、およ
びリスクマネジメント（207-2）については、今後、体系的な整備を検討していきます。

開示要素（GRI 207） 主に求める評価機関 当社の現状 整備 今後の整備方針
207-1
税務へのアプローチ MSCI・FTSE・WBA

・ 行動理念（法令遵守・公正な事業活動）に包含
・ 独立した税務方針は未策定 － －

207-2
税務ガバナンス MSCI・FTSE・GRI

・ 経理財務部門が所管、内部統制（J-SOX）に
包含
・ 税務に特化した委員会・責任者は未設置

－ －

207-2
管理およびリスクマネジメント Sustainalytics・GRI

・ 全社リスク管理の枠組みで管理
・ 法改正監視・専門家連携・税務調査対応を
実施

△ －

207-3
税務に関連するステークホルダー・
エンゲージメントおよび懸念への
対処

GRI
・ 税務当局への適正申告で誠実に対応
・ 投資家へは国別データを開示（表1） 〇 開示の段階的拡充

207-4
国別の報告

MSCI・FTSE・GRI・
WBA

・ 国別法人税等納付額・従業員数を開示済 
（P.87／表1） 〇 継続開示。実効税率の

併記を検討

（参考）
実効税率・BEPS 2.0

MSCI・Sustainalytics・
WBA

・ 連結実効税率は有価証券報告書に開示
・ 海外子会社のミニマム課税（IIR／QDMTT）
適用範囲を確認

△ －

整備状況：◎ 開示済　　〇 段階整備　　△ 検討中　　－ 未整備
表2  GRI 207・評価機関要請 対応状況対照表

※ BEPSプロジェクトとは：
『Base Erosion and Profit Shifting（税源浸食と利益移転）』への対策として、OECD（経済協力開発機構）とG20（世界の主要先進国・新興国による国際会議の枠組み）
が中心となって進めた国際的な税制改革プロジェクトです。具体的には多国籍企業が各国の税制の違いや国際課税ルールの隙間を利用して、利益を税率の低い国
へ移し、本来納税すべき国での税負担を不当に減らすことを防ぐための取組みです。
OECDは15の行動計画（Action Plan）を策定しました。主なものは次の通りです。

行動計画1：電子経済の課税上の課題への対処
電子商取引等の電子経済に対する直接税・間接税の課税上の課題への対応を検討

行動計画2：ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果の無効化
金融商品や事業体に関する複数国間における税務上の取扱いの差異（ハイブリッド・ミスマッチ）の効果を無効化するため、国内法上・租税条約上の措置を検討

行動計画3：外国子会社合算税制の強化
軽課税国等に設立された外国子会社を使ったBEPSを有効に防止するため、適切な外国子会社合算税制を設計

行動計画4：利子控除制限ルール
相対的に税負担の軽い国外関連会社に過大に支払われた利子について損金算入を制限するルールを検討

行動計画5：有害税制への対抗
各国優遇税制の有害性を経済活動の実質性から判定するための新基準及び制度の透明性を高めるための新基準を検討

行動計画6：租税条約の濫用防止
条約漁り（第三国の居住者が不当に条約の特典を得ようとする行為）をはじめとした租税条約の濫用を防止するため、OECDモデル租税条約の改定及び国内法の
設計を検討

行動計画7：恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止
PE認定の人為的な回避に対処するためOECDモデル租税条約のPEの定義について修正を検討

行動計画8：適正な移転価格の算定が困難である無形資産を用いたBEPSへの対応策
行動計画9：グループ内企業に対するリスクの移転、過度な資本の配分等によって生じるBEPSの防止策
行動計画10：その他移転価格算定手法の明確化やBEPSへの対応策
行動計画11：BEPSの規模・経済的効果の分析方法の策定

BEPSによる法人税収の逸失規模について、データの評価・指標の抽出・分析方法の策定を実施
行動計画12：義務的開示制度
プロモーター及び利用者が租税回避スキームを税務当局に報告する制度（義務的開示制度）を検討

行動計画13：多国籍企業の企業情報の文書化
共通様式に基づいた多国籍企業情報の報告制度を検討

行動計画14：相互協議の効果的実施
租税条約に関連する紛争を解決するためのより実効的な相互協議手続を検討

行動計画15：多数国間協定の策定
世界で約3,000本以上ある二国間租税条約にBEPS対抗措置を効率的に反映させるための多数国間協定を検討
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当社グループは、気候変動対応を2035ビジョンと26中計を貫く成長・資本配分のテーマと位置付けています。本章では、脱炭素と循環を一体
で進める移行計画、シナリオ分析、ガバナンス、指標・進捗を示し、2030年目標と2050年実質ゼロへの道筋を明らかにします。

2 31
4 5

◦ 気候変動対応を、2035ビジョンと26中計を貫く成長・資本配分のテーマ
に位置付け

◦�循環型サプライチェーンを通じ、スコープ3削減と顧客価値創造をつなぐ

◦  1.5℃／4.0℃×F30／F50で戦略のレジリエンスを評価
◦�F25に対象を拡大し、国内主要グループ会社を分析対象に
◦�バリューチェーン全体の気候関連リスク・機会を抽出し、重要度と損益
影響を評価

◦ 取締役会が監督し、CN室を中心に気候変動対応を推進
◦�F25は移行ロードマップ、シナリオ分析結果、CDPなど回答方針、
重大な気候関連リスクをグループ経営会議で審議・報告

◦ リスク：  炭素価格による原材料・生産コスト増／自動車電動化に伴う
ガソリン車用部材の売上減／洪水・高潮による営業停止

◦�機会　：  環境対応車向け製品の需要拡大／高いリサイクル性を背景とす
るアルミ需要拡大／脱炭素・省エネ関連商品の需要拡大

◦�内部炭素価格1万円／t-CO₂を設備投資の意思決定に適用
◦�LTIに「温室効果ガス削減目標比」を採用し、役員報酬と連動

◦ 目標：F30に売上高原単位を2013年度比30％削減、F50に実質ゼロ
◦ スコープ1・2は省エネ・燃料転換・再エネ転換、スコープ3はグリーンア
ルミ調達・循環利用で削減
◦ カーボンニュートラル推進室（CN室）が進捗を管理し、26中計期間を重要なマ
イルストーンに設定

スコープ1・2、3とも2013年度比で原単位を改善。
2030年度目標は達成可能見込

外部スクラップ購入比率31％、目標30％超を達成

シナリオ分析を国内主要グループ会社へ拡大

F50実質ゼロには、総排出量ベースで追加施策が必要

KPI 2030目標 F25 実績
スコープ1・2 売上高原単位（国内） 2013年度比△30％ 0.73t-CO₂／百万円

スコープ3 売上高原単位（国内） 2013年度比△30％ 5.00t-CO₂e／百万円

外部スクラップ購入比率 30％超 31％

※スコープ1・2、スコープ3は2050年度実質ゼロ。　※スコープ1＋2の合計は第三者保証対象。

統合報告書2026　本誌 別冊・関連章 WEB
P.10-13「循環は、 お金になるのか。」 P.14「循環を動かす、共創の役割分担」 P.15「循環を事業にする現在地」 PART1「コーポレート・ガバナンス」 PART5「製品環境情報」  有価証券報告書

CROSS REF.

気候変動DIGEST

経営戦略との連動  P.37 シナリオ分析  P.40 監督・審議  P.41

主なリスク・機会  P.40

経営への組込み  P.41移行ロードマップ  P.39

戦略・移行計画

指標と目標

リスク・機会とシナリオ分析 ガバナンス・経営への組込み

進捗サマリー

5.00 
t-CO2e/百万円

31%
スコープ3売上高原単位

国内・F25

外部スクラップ購入比率
F25

0.73 
t-CO2/百万円

スコープ1・2売上高原単位
国内・F25
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成長戦略としての気候変動対応

当社グループは、気候変動への対応を、環境課題への取組みであると同時に、2035ビジョンと26中計を貫く成長・資
本配分のテーマとして位置付けています。本ページでは、ありたい姿から重要課題、重点戦略、指標までを一本の線でつ
なぎ、気候変動全体（P.38以降）の土台を示します。

2035ビジョン「循環×共創で未来をつくる」との接続
当社グループの長期ビジョン「循環×共創で未来をつくる」において、アルミニウムの循環利用は中核に位置します。
気候変動への対応、すなわち脱炭素・循環型サプライチェーンの構築は、このビジョンを実現する原動力です。グリーン
アルミ調達およびアルミニウム素材の循環利用によって、お客さま・社会とともに脱炭素社会を共創していきます。

26中計における位置付け（成長・資本配分）
26中計では、循環型事業への成長投資と資本規律（ROIC経営）の両立を掲げています。気候変動対応に関わる省エネ・

再エネ投資、グリーンアルミ調達、リサイクル技術開発は、成長投資の一部として資本配分の対象であり、その着実な実
行が中長期の企業価値向上に資すると位置付けています。具体的な投資・指標は移行ロードマップ（P.39）、指標と目標
（P.42）に示します。

重要課題テーマ「地球環境保護」の位置付け
当社グループは、2021年に特定した重要課題（マテリアリティ）の一つに「地球環境保護」を掲げ、KPIと目標値を設
定して取り組んでいます。気候関連の主なKPI・目標・実績は次の通りです。
◦ �スコープ 1・2 売上高原単位（国内）： 

目標 2013年度比△30%・2050年度実質ゼロ／2025年度実績 0.73t-CO₂/百万円
◦ �スコープ 3 売上高原単位（国内）：
目標 2013年度比△30％・2050年度実質ゼロ／2025年度実績5.00t-CO₂e/百万円

▍成長機会としての循環
当社グループの循環戦略は、国の政策とも方向を同じくしています。政府が2026年4月に示した循環経済に関する施

策では、金属資源の国内循環の強化が掲げられ、アルミニウム展伸材については再生材の利用比率を高める目標が示され
ています。当社グループが進めるアップグレードリサイクル、グローバルなリサイクル原料の還流、循環型商品の提供
は、こうした政策の方向性と整合します。当社グループはこれを規制対応としてではなく、循環型事業の成長機会と位置
付け、政策と歩調を合わせて取り組んでいきます。

図1  気候を経営の中核に位置付ける構造

2035ビジョン
「循環 × 共創で未来をつくる」

指標と目標（実績）

スコープ1・2 売上高原単位
0.73t-CO2／百万円

スコープ3 売上高原単位
5.00t-CO2e／百万円

外部スクラップ購入比率
31%

長期目標　F50 実質ゼロ

気候の重点戦略

脱炭素 省エネ・燃料転換・再エネ転換で
スコープ1・2を削減 循環 グリーンアルミ調達とアルミニウム

素材の循環利用でスコープ3を削減

重要課題（マテリアリティ）：地球環境保護

自社でのGHG削減（スコープ1・2）

気候変動への対応（TCFD） 水ストレスへの対応 環境汚染の防止

サプライチェーンでのGHG削減（スコープ3）

ありたい姿

何に
取り組むか

どう測るか

これらの取組みが、26中計が掲げる成長の基盤を支えます。

F25
実績

指標
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グループ統合的な脱炭素戦略

循環型サプライチェーンが、スコープ3削減と顧客価値創造をつなぐ。当社グループの温室効果ガス排出は調達するア
ルミニウム新塊地金に由来する部分が大きく、素材の循環利用こそが排出削減の最大の鍵です。

日軽金グループにおける脱炭素・循環型社会実現の重要性
地球温暖化が全世界共通の課題となる中で、サプライチェーンでのカーボンニュートラルの達成は、事業活動継続の必
要条件となりつつあります。欧州を中心に既に導入された炭素税や、脱炭素への対応を出資・融資の条件とする投資家・
金融機関の増加に加え、国内においても、排出枠超過に対する排出権の購入や課徴金の支払い義務が発生する制度（排出
量取引制度）が導入されるなど、実際の経済的負担につながる動きが出てきています。
その一方で、アルミニウムは、EV化に伴う車体軽量化ニーズの高まりを背景とした自動車分野に加え、鉄道・航空機
などの輸送機器、半導体・電子部品、日用品など幅広い分野で需要の拡大が期待されています。さらに、リサイクル性が
高く、循環利用によってサプライチェーン全体の温室効果ガス排出量を大幅に削減できることから、脱炭素社会の実現に
おいて大きな期待が寄せられています。なお、アルミニウムの再生時に発生する温室効果ガス排出量は、アルミニウム新
地金製造時を100％とした場合、わずか3％に過ぎません。この特性は、素材の循環利用を通じて社会全体の排出削減に
貢献する極めて重要な要素となります。

脱炭素戦略の考え方と基本方針
当社グループは、省エネ投資や燃料・電力の再エネ化により、自社の温室効果ガス排出量（スコープ1・2）を削減します。
加えて国外より調達するアルミニウム新塊地金を水力発電など再エネ由来の「グリーンアルミ」へ切り替え、アルミニウ

ム素材の循環利用も併せて進めることで、当社グループ自身の調達段階の温室効果ガス排出量（スコープ3）を削減します。
これらを通じ、低炭素・脱炭素という新たな価値をお客さまに提供していきます。

従来のサプライチェーン 持続可能なサプライチェーン

NLMNLM

お客さま お客さま

生産 生産

消費 消費

12.0t-CO₂e/t-Al 0.0t-CO₂e/t-Al

0.0t-CO₂e/t-Al

14.0t-CO₂e/t-Al 0.0t-CO₂e/t-Al

0.0t-CO₂e/t-Al 0.0t-CO₂e/t-Al

2.0t-CO₂e/t-Al

商品 商品

スクラップ スクラップ

回収して循環利用
（リサイクル）

スコープ3でのCN達成

スコープ1,2でのCN達成

“脱炭素”という
新たな価値提供

アルミニウム新塊 アルミニウム素材

図2  従来のサプライチェーンと当社グループが目指す持続可能なサプライチェーンの比較

輸入

購買

製造

開発

売上増加

社会関係資本の充実

環境負荷の低い素材として競争優位性の向上

循環型価値創造の
グローバル・リーディングカンパニーへ

アルミニウム地金仕入

スクラップ仕入

化石燃料/電力

炭素税など環境コストの最小化コスト減

地球環境保護

インプット

グリーンアルミ購入

脱炭素に向けた取組み

グリーンアルミの
調達拡充

スコープ3の
GHG排出量削減

アルミニウム素材の
循環利用

カーボンニュートラル
達成

持続可能な
サプライチェーン構築技術開発

選別技術の
高度化・実用化 リサイクル推進

再生可能エネルギー
への転換

スコープ1・2の
GHG排出量削減

グループ統合的な脱炭素戦略

アウトカム インパクト

財
務
・
非
財
務
資
本

2030年30％削減

2030年30％削減

外部スクラップ比率
30％達成

図3  インパクト経路図

発生屑還流

省エネ投資
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気候移行ロードマップ

当社グループは、2030年度の売上高原単位△30%（2013年度比）、2050年度の実質ゼロという目標に向け、削減アク
ションごとに実行の道筋を整理しています。スコープ1・2は省エネ投資と再生可能エネルギー転換で、スコープ3はグ
リーンアルミ調達と循環利用で削減を進めます。26中計期間を、その間の重要なマイルストーンと位置付けます。

2030年度 削減率△30%（2013年度比）から、2050年度 実質ゼロへ。スコープ1・2とスコープ3を、アクションごとに実行する。
図4  気候移行ロードマップ（削減アクション × 時間軸）

図5  温室効果ガス排出量売上高原単位の推移

推進体制と進捗管理
グループ全体での温室効果ガス排出量削減の司令塔として、2023年度に「カーボンニュートラル推進室（以下、CN室）」
を設置し、脱炭素戦略の立案と推進を展開してきました。

2024年度に2030年度目標に向けたロードマップを策定・公表し、CN室を中心に、その着実な実行に向けた進捗管理
を行っています。

削減目標達成の見通し
スコープ1・2

2025年度は生産量回復により温室効果ガス排出量の削減は鈍化しましたが、省エネルギーの推進やエネルギー転換に
より2013年度比で約140千 tの温室効果ガス排出量を削減し、売上高原単位（t-CO2/百万円）は基準年（2013年度）の1.41

から0.73へと改善しました。
今後は生産量の回復に伴う排出量増加分を見込んでいますが、さらなる省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導
入拡大により排出削減を進めます。これらの取組みにより、現時点の想定では増産などの影響もあり、排出増加が見込ま

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/common/file/pdf/p2024112001hd.pdf
日本軽金属グループのカーボンニュートラルに向けた2030年度目標達成ロードマップ
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スコープ1＋2 スコープ3
スコープ1・2

スコープ3

省エネ投資

グリーンアルミ調達

アルミニウム素材の循環利用 外部スクラップ比率30%（2030年度）→水平リサイクル拡大

リサイクル技術開発 アップグレード・ハイアップグレード技術開発

調達の拡充

継続実施

燃料・電力の再エネ転換 再エネ比率を段階的に拡大

F13 F25 F30 F50
基準年 現在地 削減率△30%

中間目標
実質ゼロ

れるものの、売上高原単位の目標は達成可能な見込みです。
スコープ3

2025年度まではスコープ1・2と同様に、温室効果ガス排出量の減少に寄与したことに加え、再生アルミの調達増加や
スクラップの活用推進によって約271千 tの排出量を削減しました。これにより、売上高原単位（t-CO2e/百万円）は基準
年（2013年度）の7.58から5.00へと改善しました。
今後は、輸入再生ビレットやグリーンアルミの調達拡大およびアルミリサイクルのさらなる推進によって削減を進め

る計画です。生産量回復に伴う排出量増加分を加味した場合でも、2030年における売上高原単位5.31t-CO2e/百万円
t-CO2e/百万円の目標は達成可能な見込みです。

▍総排出量での削減見通し
当社は温室効果ガス排出量削減目標を売上高原単位で設定しており、2030年度におけるスコープ1・2並びにスコープ

3の目標達成は可能な見込みとなっています。しかしながら2050年度のカーボンニュートラル達成には実質的な総排出
量の削減が前提であり、総排出量ベースでの削減はさらなる追加施策の実施が必要であると考えています。

脱炭素への取組み
当社グループでは温室効果ガス排出量削減を促進するために、各種省エネ活動や再生可能エネルギー由来の電力への切替を進めています。

2025年度は、日軽金アクト㈱蒲原工場では溶体化炉の燃料転換（灯油から都市ガス）を行いました。
また、日本軽金属㈱清水工場および東洋アルミニウム㈱群馬製造所で使用される電力の一部を再生可能エネルギー由来の電力に切り替えまし
た。今後もカーボンニュートラル達成のために、温室効果ガス排出量削減の取組みを積極的に進めていきます。
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気候関連リスク・機会とシナリオ分析

当社グループは、TCFD提言の枠組みに基づき、移行・物理の両面から気候関連のリスクと機会を識別し、複数のシナ
リオを用いて戦略のレジリエンスを評価しています。

シナリオ分析（1.5℃／4.0℃）
当社グループはTCFDの提言に基づいた開示を行うにあたり、シナリオによる影響の違いが分かりやすいように、成り

行きで想定される4.0℃と最も強い規制が整備された場合である1.5℃の、2つのシナリオに基づいた分析を進めています。
対象年度については、分析結果に一定程度以上の確からしさを担保することが可能な中期的な未来である2030年度と、
気候変動の影響がより顕著に表れると見込まれる、長期的な未来としての2050年度としています。
また、当社グループはさまざまな事業領域を抱えるため、すべての部門を分析の対象にするまでには至っていませんが、

2025年度については、東洋アルミニウム㈱も新たに対象範囲に加えることで、当社国内主要グループ会社※1を対象範囲
としました。そのうえで、改めてバリューチェーン全体の気候関連リスク・機会を洗い出し、自社への影響が大きいと想
定される項目を抽出しました。

2026年度については、これまでの分析内容を踏まえて気候関連の機会を改めて検討し、新たに特定した機会項目を分
析対象に追加しました。

2030年度と2050年度における1.5℃および4.0℃シナリオの世界観を下表外部参考資料を基に想定し、そこで発生し得
るリスクと機会をリストアップしました。

1.5℃シナリオ 4.0℃シナリオ

想定内容
21世紀末の世界平均気温の上昇を産業革命前比で1.5℃に
抑えるため、脱炭素に向けた政策・規制の導入や技術開発が
進展することを想定するシナリオ。

21世紀末の世界平均気温が産業革命前比で4℃上昇し、台風
などの物理的被害が増加するシナリオ。政策・規制、技術開
発は既存のまま推移すると想定。

参照シナリオ※2 ・IEA Net Zero Emissions（NZE）
・IPCC SSP 1-1.9

・IEA Stated Policies Scenario（STEPS）
・IPCC SSP 5-8.5シナリオ

※1 日本軽金属㈱、日軽エムシーアルミ㈱、日軽金アクト㈱、日本フルハーフ㈱、日軽パネルシステム㈱、日軽金ＡＬＭＯ㈱、東洋アルミニウム㈱。
※2 参照シナリオの概要：

IEA NZE…国際エネルギー機関（IEA）が公表している1.5℃相当シナリオ。2050年にネットゼロを達成するシナリオ。
IEA STEPS…国際エネルギー機関（IEA）が公表している4.0℃相当シナリオ。既存の政策のまま追加的な施策がなく推移するシナリオ。
IPCC …「気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）」の略称。
IPCC SSP 1-1.9…IPCCによる1.5℃相当シナリオ。2050年頃に温室効果ガス排出量が実質ゼロになり、21世紀末時点の気温上昇が1.5℃に抑えられる。
IPCC SSP 5-8.5…IPCCによる4.0℃相当シナリオ。温室効果ガス排出量、平均気温ともに上昇し続け、 21世紀末にかけて4.0℃以上気温上昇すると想定。

財務影響の方向性

区分 リスク・機会のシナリオ内容 財務影響※

重要度（発生可能性×影響）
2030年度 2050年度

4.0℃ 1.5℃ 4.0℃ 1.5℃

リ
ス
ク

移
行

政策・法規制リスク
炭素価格の導入による原材料や生産コストの増加（調達） 高 中 大 大 大
炭素価格の導入による原材料や生産コストの増加（生産） 中〜高 小 中 中 大

技術リスク
リサイクル規制への対応、技術開発の遅れによる競争力の低下 低〜中 小 中 中 大
リサイクル新技術の開発など、投資コストの増加 低〜中 中 中 中 大

市場リスク

スクラップ価格の上昇による原料コストの上昇 低〜高 小 大 大 大
株主・金融機関の脱炭素方針による資金調達コストの上昇 低 小 小 小 中
代替素材の台頭によるアルミニウム市場の縮小 低〜中 小 小 小 大
EVの普及によるガソリン車用部材の売上の減少 低〜中 中 中 大 大

物
理

急性 洪水・高潮被害による営業停止の発生 中 小 小 中 小
慢性 気温上昇による労働効率の悪化、労務費上昇 低〜中 中 小 中 中

機
会

移
行

市場 お客さまの脱炭素調達の進展によるグリーンアルミ需要の拡大 中〜高 中 中 大 大

商品・サービス

AI普及、データセンター増設などによる電力消費増加に伴う省
エネ・熱効率要求強化、放熱材の高性能化需要 中〜高 小 中 中 大

電動化製品（特にEV普及）に対する当社商品の増販 中〜高 中 大 大 大
その他の脱炭素・省エネ関連商品の需要増 低〜中 小 小 小 中

資源の効率性 サーキュラーエコノミー政策、資源制約による再生アルミ需
要・水平リサイクルの拡大 中〜高 小 中 大 大

※ 財務影響　高：100億円以上　中：10億円以上　低：10億円未満

将来の気候変動シナリオにおいて、4.0℃シナリオでは、気温上昇による労働効率の悪化、労務費上昇や、洪水・高潮
被害による営業停止の発生などの物理リスクの影響が想定されます。一方、1.5℃シナリオでは、規制強化や脱炭素化に
伴う移行リスクが相対的に大きくなると想定しています。また、お客さまの脱炭素調達によるグリーンアルミの需要拡
大、AI・データセンターの普及に伴う省エネ・熱効率要求の強化や放熱材の高性能化需要、EVをはじめとする電動化製
品向け商品の増販、再生アルミ需要および水平リサイクルの拡大が、特に2050年度に向けた事業機会になると評価して
います。これらの機会は、当社グループの2035ビジョンにおける循環型価値創造の取組みや、26中計における成長分野・
次期成長市場とも整合しており、脱炭素化および資源循環への対応と事業成長の両立につながるものと認識しています。

表1  想定シナリオ

表2  想定されるリスク・機会のシナリオ内容および財務影響評価　
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ガバナンス

推進体制とガバナンス
当社グループは、気候変動対応を経営の最重要課題の一つと位置付け、社長を委員長とするグループ環境委員会および

グループCSR委員会（合同開催、年2回）のもとで、サステナビリティ推進計画を策定・実行しています。社長は、気候関
連のリスクおよび機会の監督に責任を有しており、経営トップ自らがサステナビリティ課題への対応を主導しています。
取締役会は、気候関連事項に対処するために設定されたゴールや目標の進捗状況を委員会からの報告を通じて定期的に
モニタリング・監督しており、意思決定、リスク管理プロセス、関連方針の監督において、気候関連リスクおよび機会を
重要な要素として考慮しています。また、その対応状況についても適切に開示しています。
経営者による気候関連リスク・機会の監督を支援するため、グループCSR委員会、グループ環境委員会およびCN室は、
関連内部機能と連携し、KPIのモニタリング、内部レビュー、リスク評価プロセスなどの所定の統制手続を通じて、対応
状況を継続的に評価・改善しています。これらの統制は、全社的なリスク管理フレームワークの一部として統合されてお
り、経営判断や取締役会への報告に反映されています。

図6  推進体制 グループ経営会議における気候関連の
審議状況（F25）

当社グループは、気候変動による影響を経営上の重要なリスクの一つとしてとらえ、管理をするために、将来における
リスクと機会のシナリオ分析を行っています。シナリオ分析を通じて特定した気候関連リスクについては、各事業への影
響度および発生可能性を踏まえて重要性を評価し、優先順位を付けています。また、国内外の規制動向や事業環境の変化
を踏まえて定期的に見直しを行うとともに、重要な気候関連リスクを全社的なリスク管理プロセスに統合して管理してい
ます。2024年度は従前の2030年に加え、2050年のシナリオ分析も行い、2025年度は東洋アルミニウム㈱も新たに対象範
囲に加えることで、当社国内主要グループ会社を対象範囲としました。
今後は、重要性が高いと判断した項目についての定量分析の精度を高めたうえで開示内容を拡充すると同時に、目標達成

に向けた取組みを推進していきます。分析内容についてはグループ環境委員会、グループCSR委員会（合同開催、年2回）
に報告し、CN室との連携を図りながらリスク管理計画の策定を進めると同時に、気候変動リスクを全社的なリスク管理の
枠組みに組み込み、取締役会への定期的な報告も行うことで、気候変動リスクへの対応を強化していきます。

役員報酬への気候指標の組込み
当社は、気候変動への取組みの達成度を役員報酬に連動させています。2024年6月の報酬体系改定により、取締役（社
外取締役を除く）および執行役員の長期インセンティブ（LTI：業績連動型株式報酬）の業績指標として、「株価指標（TOPIX

対比）」「個人評定（非財務）」とともに、「温室効果ガス削減目標比（マテリアリティKPI）」を採用し、気候関連目標の達成
度が中長期の報酬に反映されるしくみとしています。報酬体系の全体像PART1-4「役員報酬」に記載しています。

指標と目標

リスク管理

当社グループは、気候変動関連の取組みを管理するための指標として温室効果ガス排出量（スコープ1・2、3）を設定し、
毎年算定を行うとともに、その精度を高めていきます。2050年のカーボンニュートラルを目指し、2030年の温室効果ガ
ス排出量（売上高原単位）を2013年度（スコープ1＋2：1.41t-CO₂/百万円、スコープ3：7.58t-CO₂e/百万円）比で30%削
減する目標に向け、継続的に温室効果ガス排出量を削減するよう取り組んでいきます。

温室効果ガス排出量・原単位の推移
スコープ1・2、3の排出量および売上高原単位の推移は図5・図7の通りです。削減目標経路（2030年度△30%→2050

年度実質ゼロ）を併せて示します。排出量の確定値・スコープ3カテゴリ別内訳は、データ編（P.85）に記載しています。

2025年度は、気候関連の主要事項について、
グループ経営会議において審議・報告を行
いました。

主な審議・報告事項
• 2030年度目標に向けたロードマップ
• 気候シナリオ分析の結果
• CDPなどの外部開示・回答方針
• 重大な気候関連リスクの状況

これらの重要な事項は、必要に応じて取締
役会に付議される体制としています。

報告監督

連携

指示

指示
実施・要請

報告
活動状況共有・
課題審議

報告

取締役会

グループ経営会議

グループ統合戦略室
カーボンニュートラル推進室

グループ環境委員会
グループCSR委員会

事業支援統括室
環境保全担当

各事業グループ（グループ各社）
各機能統括室

※ 一部省略しています。
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温室効果ガス排出量売上高原単位の推移（スコープ1+2）（国内）
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CO2排出量（スコープ 1・2、3）　CO2排出量売上高原単位の推移（スコープ 1+2）（国内）
●スコープ1＋2　● 削減目標

スコープ3を含めた温室効果ガス排出量（2025年度）
■スコープ 1：直接排出する温室効果ガスの排出量（灯油、重油の燃焼など）
■スコープ 2：電力などの使用によって間接排出する温室効果ガスの排出量
■スコープ 3：サプライチェーンで間接排出する温室効果ガスの排出量

■カテゴリ1：購入した製品・
  サービス
■カテゴリ2：資本財
■カテゴリ3：スコープ 1・2に
  含まれない燃料
  およびエネルギー
■カテゴリ4～7
　カテゴリ4：輸送、配送上流
　カテゴリ5：事業から出る廃棄物
　カテゴリ6：出張
　カテゴリ7：雇用者の通勤
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スコープ 3を含めたCO2排出量（2024年度）

温室効果ガス排出量売上高原単位の推移（スコープ3）（国内）
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CO2排出量売上高原単位の推移（スコープ 3）（国内）
●スコープ3　● 削減目標

※  集計範囲：国内連結子会社46社／海外連結子会社 20社。
※  温室効果ガス排出量（スコープ1・2）は、国内は「エネルギーの使
用の合理化および非化石エネルギーへの転換等に関する法律（省
エネ法）」および「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」、
海外はGHGプロトコルに基づいて計算しており、次の排出係数
を使用しています。／国内電力：環境省・経済産業省公表の電気
事業者別の調整後排出係数／海外電力：各国政府公表の排出係
数（2023年度より）／燃料：都市ガスについては環境省・経済産
業省公表のガス事業者別の基礎排出係数、それ以外については環
境省令の各燃料の単位当たり排出係数。

※  温室効果ガス排出量（スコープ3）は、GHGプロトコルに基づいて算定。
※ スコープ1の実績値はエネルギー起源CO₂排出量のみです。

温室効果ガス排出量の推移（スコープ1・2）（国内・海外）
■スコープ 1（国内）■スコープ 2（国内）

■スコープ 2（海外）■スコープ 1（海外）

2025 （年度）2024202320222021

352352 357357 344344

9696 9696 9595

106106

246246

114114

243243

9898

246246

3535
6161

3131
6565

3131
6464

330330

102102

9393

237237

3232
7070

（千t-CO2）

387387

9999

121121

266266

3737
6262

CO2排出量の推移（スコープ 1・2）（国内・海外） 温室効果ガス排出量の推移（スコープ1・2）（国内+海外）
■スコープ 1 ■スコープ 2

2025 （年度）2024202320222021

486486

158158

328328

449449

141141

308308

453453

145145

307307

439439

128128

310310

432★432★
125★125★

307★307★

（千t-CO2）

※ 単位未満の値を四捨五入しているため、合算値が合わない場合があります。

目標と実績

指標 目標 2025年度 実績

スコープ1＋2売上高原単位（国内） 2013年度比△30％ 0.73t-CO₂／百万円

スコープ3売上高原単位（国内） 2013年度比△30％ 5.00t-CO₂e／百万円

表3  温室効果ガス削減 目標と実績

▍循環がもたらす削減効果
循環がもたらす削減効果は、すでに具体的な事例として表れています。使用済み車両から回収したアルミニウムを再び

鉄道車両に用いる「新幹線から新幹線へ」の水平リサイクルでは、1編成あたり約50t-CO2の削減に貢献しています。また、
廃車となった東京メトロ半蔵門線の車体を水平リサイクルし、約8t-CO₂の削減につながりました。この他、トラック架装
分野で1台あたり約8t-CO2、電線分野で1kmあたり約4t-CO2の削減効果が見込まれます。海外においても、インドのCMR

社との合弁を通じて再生原料の還流体制を構築するなど、循環を最大の削減アクションとして実装を進めています。

気候対応を経営の意思決定に組み込むしくみ
当社は、気候関連の取組みを、投資判断と役員報酬の双方に組み込んでいます。

内部炭素価格
2023年より、設備投資の意思決定に際して内部炭素価格（1万円/t-CO2、国内グループ会社対象）を適用し、排出量の増
減による経済影響を金額換算して評価しています。

気候関連指標と役員報酬の連動
役員報酬の業績連動部分に、温室効果ガス削減に関する指標を組み込んでいます（詳細はPART1-4「役員報酬」をご参
照ください）。

第三者保証の範囲
現状、スコープ1、スコープ2、スコープ3カテゴリ1について第三者保証を取得しています。保証書は巻末資料（P.88）
に掲載しています。

図7 温室効果ガス排出量・原単位の推移
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当社グループは、自然環境を全社的なリスク管理の基盤と位置付け、水資源、生物多様性、大気・化学物質・汚染防止、廃棄物・資源循環を一体的に管理し
ています。本章では、2025年度の実績と進捗を、目標未達や整備途上の課題も含め、評価機関が確認しやすい形で示し、各テーマの詳細開示へつなげます。

1
2 3

4
5EMS65サイト（国内・海外合計）を取締役会の監督下で運用

水関連目標を達成、CDP水セキュリティはBへ改善

TNFDを参照した自然関連評価はAssessへ進展

最終処分量売上高原単位目標を達成

PRTR関連指標は目標未達。環境法令違反2件

水・生物多様性・大気の中長期目標などは整備途上

KPI 目標 F25 実績
排水量売上高原単位（国内） 5.0以下 4.2

CDP水セキュリティ 維持・向上 B

PRTR関連指標 24種以下 26

最終処分量売上高原単位（国内） 5.4以下 4.9

環境法令違反 0件 2件

※ ★：第三者保証対象。

WEB別冊・関連章統合報告書2026　本誌
P.10-13「循環は、お金になるのか。」 PART3「気候変動」 PART5「製品環境情報」  環境方針・体制

CROSS REF.

自然環境DIGEST

水資源 大気・化学物質  P.51（PART4-4）

EMS運用サイト
国内49＋海外16

水ストレス地域からの
取水比率

F25

環境法令違反
いずれも海外

水資源・生物多様性

指標と目標

進捗サマリー

汚染防止・資源循環

環境マネジメントの基盤

◦ 社長を委員長とするグループ環境委員会（年2回）が基本施策を審議・決定
◦�環境実務担当者会議（年4回）を通じて各サイトへ展開
◦�リスクと機会の検討結果をグループ経営会議・取締役会へ年2回報告

体制・監督  P.45

◦EMSを国内49サイト、海外16サイトで運用
◦�F25は国内17サイト、海外4サイトを監査
◦�監査指摘は是正完了までフォローし、グループ全体で共有

EMS・監査  P.45

◦総取水量19.5百万m3★   P.46

◦水ストレス地域からの取水0.3百万m3（約1.5％）   P.47

◦排水量原単位目標を達成、CDP水セキュリティはC→B   P.47

◦SOx271t、NOx374tをモニタリング
◦PRTR関連指標26種。環境法令違反2件
◦VOC・ばいじんなどは集計・開示を検討中

廃棄物・資源循環  P.52

◦廃棄物総排出量37.5千t  
◦最終処分量3.0千t

◦直接埋立比率10％→8％
◦産業廃棄物関係の監査指摘18件を是正

生物多様性  P.48

◦TNFD提言を参照し、上流・直接操業を評価
◦�Scoping・Locate・Evaluateを実施、Assessでリスク・機会を評価中

65サイト 約1.5% 2件
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当社グループは、環境を全社的なリスク管理と価値創造の基盤と位置付け、グループ一体で環境マネジメントを推進し
ています。本ページでは、環境方針と管理アプローチ、マネジメント体制（図1）、そして気候・水・生物多様性・廃棄物・
大気の各テーマにわたる環境目標体系（図2）を示し、各テーマの詳細な取組みや実績を掲載したページへの導入として位
置付けています。

環境方針と管理アプローチ
▍環境基本方針
環境問題は地域的な問題にとどまらず、地球環境さらには人類の生存基盤にまで影響を与えかねないまでに拡大化、深
刻化しつつあります。そうして、地球環境と共生する社会、持続可能な循環型経済社会の構築に向けての取組みが、国、
自治体、市民、そして企業に求められています。そのような認識のもと、当社グループは企業行動の全域にわたり、積極
的に環境との調和を目指します。
このことは、当社の存立基盤である株主・取引先・従業員・地域社会を守り、そして健全な事業活動へとつながります。
さらに、環境に関する社会的な貢献活動を通じて、良識ある企業市民として真に豊かな社会の実現に向けて努力します。

▍管理アプローチ
当社グループは、環境マテリアリティの各テーマについて、目的・責任体制・評価方法・是正措置を定め、PDCAサイ

クルにより継続的に改善しています。各テーマの目標と進捗は図2の通りです。

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/csr/environment/0601.html環境方針、体制

◦�環境法令等の遵守と環境汚染の防止
環境に関する法令・規制を遵守し、環境汚染の防止に努めます。

◦�気候変動への対応
バリューチェーン全体を通じて、エネルギーの有効利用と温室効果ガス削減に取り組みます。

◦�資源循環の推進
アルミニウムを中心とした資源の有効利用と再利用を通じて、廃棄物の削減と環境負荷の低減に取り組みます。
水資源の持続可能な利用を目指し、適切な管理と保全に取り組みます。

行動指針

◦�生物多様性の保全
自然資源や生態系の保全に努め、持続可能な環境づくりに貢献します。

◦�環境に貢献する技術開発
アルミニウムの特性を活かし、環境負荷の少ない製品の技術開発を進め、社会に貢献します。

◦�従業員の環境意識向上と持続的な取り組みの促進
教育・啓発活動を通じて環境意識を高め、日々の業務における環境配慮と改善に継続的に努めます。

◦�周辺環境への配慮と地域とのつながり
事業所周辺の自然環境や生活環境への影響に目を向け、地域と調和した取り組みを進めます。
また、環境に配慮した事業所運営を通じて、地域社会からの安心と信頼を高めることに努めます。

4-1  環境マネジメント
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マネジメントの実装と実績
▍環境会計 ─ 環境支出の戦略的位置付け
当社グループは、環境保全に係る投資額・費用額と、その経済効果を環境会計として把握しています（国内）。環境保全

に係る支出は、コストであると同時に、循環型サプライチェーンの構築に向けた事業基盤への投資でもあります。

▍環境人財の育成
当社グループは、環境法令の動きに迅速に対応できる人財を育成するため、環境関連公的資格の取得を奨励しています。

また、適用される環境法令について定期的に法令勉強会を実施しており、2025年度は騒音規制法、振動規制法、廃棄物
処理法などの勉強会に延べ134名が参加しました。各サイトの環境担当者は、他サイトの環境監査に監査担当者として参
加することで、サイト間の管理情報を共有し、管理実務の向上を図っています。

▍環境法令遵守と環境監査
当社グループは、環境に関わるトラブルへの迅速な対応のため、国内外で速報システムを運用しています。また、環境
保全担当が国内49サイト・海外14サイトを対象に定期的な環境監査を実施し、法令遵守状況や過去に発生したトラブル
への対策状況を確認しています。指摘事項は是正完了までフォローし、環境担当者会議で共有することで、グループ全体
の環境リスク低減につなげています。2025年度の環境トラブルは事故12件・苦情14件、環境に関わる罰金・科料は2件
でした。

環境目標体系マップ ─ 詳細開示への接続
当社グループは、気候変動、水資源、生物多様性、大気・化学物質・汚染防止、 廃棄物・資源循環の各テーマについて、
モニタリングを実施しています。各テーマの詳細は、図2の接続先（本別冊の該当ページ）をご参照ください。

図2  環境目標体系マップ ─ 詳細開示への接続

環境テーマ 目標設定状況 指標・進捗 詳細開示
気候変動 2030年目標 GHG排出削減目標 PART3（P.37）

水資源 2025年目標 排水量原単位の改善 PART4-2（P.47）

生物多様性 目標検討中 定量目標は未設定。 保全活動を継続し、目標化を検討。 PART4-3（P.50）

大気・化学物質・汚染防止 2025年目標 PRTR届出物質数24種以下 PART4-4（P.51）

廃棄物・資源循環 2025年目標 排出量原単位改善・埋立率低減 PART4-5（P.52）

ガバナンスと推進体制
当社グループの環境経営に関する基本的な施策は、当社社長を委員長とし、当社役員および主要なグループ会社社長な
どで構成するグループ環境委員会で審議・決定しています。なお、グループ環境委員会とグループCSR委員会は合同で
開催しています。
決定事項は、事務局である事業支援統括室環境保全担当（以降、環境保全担当とする）が施策のアクションプラン化を
行い、環境実務担当者会議において周知し、活動を展開しています。
環境マネジメントシステム（EMS）は国内25社49サイト、海外14社16サイトで運用しており、その運用状況は取締役
会の監督を受けています。
気候変動への対応については、2050年カーボンニュートラル達成に向け、カーボンニュートラル推進室（以下、CN室）

と連携して取り組んでいます。
また、年4回リスクと機会ミーティングを実施し、その結果は、年2回、内部統制システムの整備進捗報告の一環として、
リスク管理と低減の取組みについてグループ経営会議および取締役会に報告されます。

図1  推進体制

グループ統合戦略室
（CN室を含む）

事業支援統括室 環境保全担当

取締役会

グループ経営会議

リスクと機会ミーティング

各サイト（国内・海外）

国内 25社 49サイト
海外 14社 16サイト

参考：EMS運用カバレッジ

運営

連携

参加

参加・報告

報告

報告（年2回）

周知・展開・共有

グループ環境委員会※1 （年2回）

環境実務担当者会議 （年4回）

（年4回）

※ 一部省略しています。

※1 グループ環境委員会には、役員が参加しており、必要に応じて個別事案の報告を行っています。
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水資源 ─流域とともにある責任ある水利用

当社グループにとって水は、事業を支える経営資源であり、流域の生態系と地域社会に直結する共有資源でもあります。
当社グループは、水ストレスへの対応を重要課題（マテリアリティ）の一つとして掲げるとともに、水質の保全や豪雨・
洪水などの物理リスクへの備えを含む水資源管理全体に取り組んでいます。本ページでは水資源管理の枠組み（ガバナン
ス）・事業特性（戦略）・現状指標を、次ページでリスク評価と水関連目標を開示します。

水資源管理のガバナンス
当社グループの環境経営は、当社社長を委員長とするグループ環境委員会で審議・決定し、環境保全担当がアクション
プラン化、環境実務担当者会議で展開しています。水資源管理もこの体制の一部に含まれます。

事業特性に応じた水使用
当社グループの水使用は事業の性格により用途・特性が異なります。軽圧事業では冷却・潤滑・洗浄に、メタル事業で
は冷却に、化成品事業では反応・蒸気生成・冷却・洗浄に水を用います。事業特性別の水使用と水収支を図1に示します。

水関連指標の現状
当社グループの水関連指標の推移は表1の通りです。2025年度の総取水量は19.5百万㎥（連結・第三者保証対象）、総

排水量19.0百万㎥、水消費量0.5百万㎥でした。

図1  事業特性別 水使用フロー（水収支）

▍バリューチェーン上流の位置付け
上流工程の水依存・影響については、自然関連の評価の枠組みのもとで段階的に評価を進めています（PART4-3参照）。

表1  水関連指標の推移（連結）

軽圧事業（圧延・押出）
冷却水・潤滑（エマルジョン）水・洗浄水

メタル事業
冷却水

化成品事業
反応プロセス・蒸気生成・冷却・洗浄

その他（輸送機器・自動車部品・箔 他）
各工程の用途に応じた用水・循環利用

バリューチェーン上流（自社の直接操業外）
ボーキサイト採掘・アルミ製錬 ＝ 直接操業なし　│　上流の水依存・影響は自然関連の評価の枠組みのもとで段階的に評価（PART4-3「生物多様性」と連動）

事業特性別の水使用（自社の直接操業）

水消費量
0.5 

百万㎥（連結・実測値）

※ ★：第三者保証対象。　※  水消費量は「取水量－排水量」の差分として算出しており、端数処理により両者が一致しない場合があります。
※ 取水源別・排水先別の内訳は表1-2に掲載しています。

※ ★：第三者保証対象。
※ 水消費量は「取水量－排水量」の差分として算出しており、端数処理により両者が一致しない場合があります。
※一部集計に誤りがあり、数値の修正を行いました。

取水
19.5

百万㎥（連結）★

排水
19.0

百万㎥（連結）
河川等淡水／海域／下水道等

取水源別内訳
淡水地表水／地下水／
雨水／上水・工業用水

F25実績

指標 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位 保証
総取水量 21.2 21.3 19.0 18.7 19.5 百万㎥ ★

総排水量 20.4 20.4 17.9 17.3 19.0 百万㎥ —

総排水量 売上高原単位 4.2 3.9 3.5 3.1 3.2 10-5百万㎥／百万円 —

総排水量 売上高原単位（国内） 5.3 5.0 4.3 4.0 4.2 10-5百万㎥／百万円 —

水消費量 0.9 0.9 1.2 1.4 0.5 百万㎥ —

COD排出量 77 99 77 72 73 t —

水関連の規制違反件数 0 0 0 0 0 件 —

▍取水・排水・消費と原単位
総排水量売上高原単位は2021年度4.2から2025年度3.2となりました。また、主要製品の水量原単位（製造事業所全体の

取水量を当該製品の生産量で除した値）は板製品29㎥ /t、アルミナ製品28㎥ /tです。

取水源別内訳 2025年度 単位
淡水地表水（河川・湖沼等） 7.3

百万㎥

地下水（再生可能） 2.0

雨水 0.1

第三者水源（上水・工業用水） 10.1

合計（＝総取水量） 19.5

排水先別内訳 2025年度 単位
淡水地表水（河川等） 3.9

百万㎥

海域 14.8

第三者の放流先（下水道等） 0.4

地下水（意図的な排水なし） —

合計（＝総排水量） 19.0

表1-2  取水源別・排水先別の内訳

▍水質保全（COD）とモニタリング
COD排出量は2025年度73tでした。大気保全・水質保全（COD）は2021年度より目標値を設定していませんが、モニタリ

ングを継続しています。なお、2025年度において水関連の規制違反による罰金・処罰はありません。
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水リスク評価と水関連目標（リスク管理／指標と目標）

本ページでは、水関連リスクの識別・評価の枠組みと、水関連目標および進捗を開示します。中長期目標など検討途上
の項目についても、現在の到達点を率直に示します。

水リスクの識別・評価
▍水関連リスクの識別とERM統合
当社グループは、潜在リスクの特定→蓋然性評価→影響度評価のプロセスで環境関連リスクを識別し、水リスク管理の
一部（環境事故など）もそこに含まれています。全社的リスク管理への統合は今後の課題としています。

▍水ストレス評価（WRI Aqueduct）
当社グループは、WRI Aqueductを用いて水ストレス下にある地域を確認しています。水ストレス地域からの取水量は

0.3百万㎥、総取水量の約1.5%です（2025年度）。さらに現在、国内15拠点（日本軽金属㈱、日軽金アクト㈱およびその
関連会社）を対象に、自然関連の評価の枠組みに基づく評価を進めています。

▍上流の水影響評価
原料調達など上流の水依存・影響については、自然関連の評価の枠組みのもとで、アルミニウム関連セクターの依存と
影響の評価を開始しました。詳細な評価手法は生物多様性の取組みと連動します（PART4-3「生物多様性」参照）。

▍雨畑ダム・水利使用との接続
水力発電施設に関わる雨畑ダム堆砂対策および水利使用に係る再発防止策は、水資源の責任ある管理の一環でもありま
す。継続対応の詳細はPART2-2「重大リスク事案への継続対応」に記載しています。

水関連目標と進捗
当社グループは、排水量売上高原単位の削減目標を設定しています。なお、水関連目標は国内のみとしています。

2024年度目標（2019年度比）は達成し、2025年度目標を継続設定しています。26中計期間中に取水量の削減目標を設定
する方針です。あわせて、海外分を含めた目標も検討します。水関連目標の一覧と進捗を表2に示します。

▍CDP水セキュリティ評価の改善
当社のCDP水セキュリティ評価は現状「B」です。流域別データの整備などを通じ、評価の維持・向上に取り組みます。

表2  水関連目標一覧

数値ご支給待ち

KPI 2024年度 実績 2025年度 実績 中期（26中計）

排水量売上高原単位（国内） 4.0
（2024年度目標5.0を達成）

4.2
（2025年度目標5.0を達成） 中期目標を今年度中に検討

（取水量目標に変更予定）
取水量削減目標 ─

（現行目標なし） ─

水ストレス地域 取水比率 約1.6%
（0.3百万㎥）

約1.5%
（0.3百万㎥） ─

CDP水セキュリティ評価 C B 維持・向上

水関連の規制違反件数 0件 0件 0件の継続
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TNFD提言を参照した自然関連評価

当社グループは、自然と事業との関係性を把握するため、2026年度から
TNFD提言を参照した自然関連の評価に着手しました。LEAPアプローチに
沿って、事業活動の自然への依存・影響や地理的な接点、リスク・機会の特
定・評価を進めています。今後は、評価結果を踏まえ、対応策や開示のあり方
を検討していきます。
※  本ページはTNFD提言を参照した評価の状況を説明するものであり、TNFD提言への準拠を表明するも
のではありません。

※  LEAP＝Locate（自然との接点の発見）／Evaluate（依存・影響の診断）／Assess（リスク・機会の評価）／Prepare（対応・開示の準備）。

TNFD提言を参照した評価
▍評価の開始と現在地
自然関連の依存・影響、リスク・機会を把握するため、TNFDが推奨するLEAPアプローチ※に沿って評価を進めています。分析対象の明確化（Scoping）、Locate、

Evaluateを実施し、現在はAssessにおけるリスク・機会の重要性評価に着手しています（図1）。
当社グループは河川流域に水力発電設備を有しています。雨畑ダムおよび水利使用に関する継続対応については、PART2-2「重大リスク事案への継続対応」をご参
照ください。

▍分析対象スコープ
直接操業に加え、自然への依存・影響が大きいと考えられる原材料の採掘・製造など、上流工程も評価対象としました（図2）。直接操業では、化成品、メタル、軽

圧の各事業に加え、水力発電も対象としています。方針と体制
▍生物多様性ガイドライン
当社グループは2016年に「日軽金グループ生物多様性ガイドライン」を制

定し、事業活動と生物多様性との関わりの把握、影響の低減と持続可能な利用、
推進体制の整備を基本に取組みを進めています。環境課題に関する方針・体制
の詳細はPART4-1「環境マネジメント」をご参照ください。

図2  バリューチェーン上の主な事業活動と分析対象スコープ

化成品アルミナなどの原料製造

化学品原料の
採掘・製造

直接操業 下流

エレクトロニクス
輸送
建設
など

上流
原材料の採掘・製造

メタル

軽圧

水力発電

分析対象スコープ 今回の分析対象外

図1  TNFD LEAPプロセスと現在地

Evaluate
依存と影響の診断

Assess
リスクと機会の評価

Prepare
対応と開示の準備

実施 分析対象を設定

実施 自然との接点・地理的位置を分析

実施 依存・影響を評価し優先地点を整理

実施中 リスク・機会の重要性を評価

今後 評価結果を踏まえ対応・開示を検討

Scoping
分析対象の明確化

Locate
自然との接点の発見

日軽金グループは生物多様性の保全および生物多様性の構成要素の持
続可能な利用のため次の取組みを行う。

◦�事業活動が生物多様性に及ぼす関わりを把握するように努める。
◦�生物多様性に配慮した事業活動を行うことにより、生物多様性に及
ぼす影響の低減を図り、持続可能な利用に努める。
◦�取組みの推進体制を整備するように努める。

日軽金グループ「生物多様性ガイドライン」
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評価の結果と、これからの道筋

▍地理的位置の分析
要注意地域に位置する拠点・地域をスクリーニングする目的で、TNFDで推奨される視点や分析ツールに基づき、地理的
位置の分析を実施しました。今年度における、評価対象拠点の選定にあたっては、事業上の重要性の観点に加え、当社グ
ループの主要セクターを可能な限り網羅することを考慮しました。
具体的には、メタル事業、化成品事業、軽圧事業の製造拠点に加え、自然資本への依存度が高い水力発電拠点など、15

拠点を対象に含めました。分析の結果、日本に位置する複数の自社拠点が生物多様性や生態系の十全性が高い地域に位置す
ることを確認した他、複数の拠点が水ストレスの中〜高程度と評価された地域に位置することを確認しました。また、汚染
物質の蓄積などによる周辺生態系や河川水質への影響に配慮が必要な地域に立地する拠点があることを認識しました。

※  ENCORE：Exploring Natural Capital Opportunities, Risk and Exposureの略。UNEP FI（国連環境計画金融イニシアチブ）などが開発した、企業活動の自然資
本への依存度や影響度、そこから生じる金融リスクを分析・可視化するオンラインツール。

分析データの出典： 保護地域・KBA＝Global Forest Watch／MSA＝GLOBIO／ErII＝Beyer, H.L. et.al. （2020）／ベースライン水ストレス・河川洪水リスク＝
Aqueduct （WRI）／水質総合指数＝WWF Water Risk Filter （WWF）

表1  地理的位置分析の3つの視点

分析の視点 分析データ 自然との接点・潜在的なリスク

生物多様性の重要性 ・ 保護地域
・ KBA（生物多様性重要地域）

保護地域やKBAに近接する場合、周辺の生物多様性が事業活動によ
る影響を受けやすい可能性がある。

生態系の十全性

・ MSA（Mean Species Abundance、生態
系の十全性の高さを示す指標）
・ ErII（Ecoregion Integrity Index、生態
系の十全性の劣化度合いを示す指標）

生態系の十全性が高い、もしくは生態系の十全性が急速に劣化して
いる地域に位置する場合、周辺の生態系の十全性が事業活動による
影響を受けやすい可能性がある。

物理的水リスク
・ ベースライン水ストレス
・ 河川洪水リスク
・ 水質指数

地域の水資源が事業の水利用により影響を受けやすく、水資源の枯
渇により事業活動が影響を受ける可能性がある。
事業活動が洪水による影響を受ける可能性がある。
地域の水質が事業活動による影響を受けやすい可能性がある。

自然との接点
▍依存・影響の把握
対象として選定したバリューチェーン上の上流および直接操業のセクターにおいて、ENCORE※を用いて影響・依存の
分析を行いました。同ツールによる分析の結果、上流に位置する原材料の採掘・製造における影響・依存が特に高い傾向
がみられました。これらの原材料の生産過程では、鉱物資源の採掘や製錬に伴う土地改変、水資源の利用、排水の発生、
大気汚染物質や温室効果ガスの排出などを通じて自然環境へ影響を与える可能性があることを認識しています。また、採
掘・製錬工程は水資源への依存度が高く、水供給や水質調整などの生態系サービスに支えられていることも本評価により
明らかになりました。
また当社グループの直接操業においては、アルミニウム素材の溶解・鋳造から圧延、押出、箔・加工製品の製造に至る
まで、さまざまな生産活動を行っています。これらの事業活動においては、水の使用、汚染物質の排出、廃棄物の発生、
温室効果ガスの排出などを通じて自然環境に影響を与える可能性があります。生産活動においては、排水の浄化や洪水緩
和などの調整サービス、木材由来の梱包資材などに関連する供給サービスにも依存しています。また、自家水力発電では、
水資源への依存や土壌保持機能といった生態系サービスへの依存が高く、自然との関係性が高いことを認識しました。
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その他の取組み（国内外の生物多様性保全活動）
当社グループでは、自然関連の評価に着手する以前から、野鳥の保護、KBA選定地域での清掃、環境モニタリング、植樹・
育樹など、国内外で生物多様性保全活動を実施してきました。今後は、今回の評価結果も踏まえて取組みを進めていきます。

今後の進め方
今後は、リスク・機会の重要性評価を進め、優先的に取り組むべき課題を整理したうえで、対応策や開示の充実を検討し

ていきます。

PART2-2「重大リスク事案への継続対応」、PART4-1「環境マネジメント」 、PART4-2「水資源」 
PART4-4「大気・化学物質、汚染防止」  、PART4-5「廃棄物・資源循環」 

参照

▍リスク・機会の特定
バリューチェーン上の依存と影響の分析結果を踏まえ、自然関連のリスクと機会の特定・分析を行いました。分析にあ

たっては、まず想定されるリスクと機会をリスト化しました。これまでに特定した、リスクと機会の中には、水質汚染規制
の強化による移行リスクや、渇水リスクの高まりによる物理的リスク、サステナブルな製品を求める市場の需要増による再
利用製品の販売機会などがあります。
今後は、これまでのサステナビリティ課題として挙がってきた事例なども踏まえて影響を評価し、当社にとって優先的に

管理する必要のあるリスクと機会を特定していきます。

優先拠点の選定フロー

優先拠点とリスク・機会
▍自然への影響・依存が大きい拠点の特定
地理的分析の対象拠点のうち、影響と依存および地理的位置の分析結果から、特に優先的に取組みを進める必要がある優
先拠点を判断するため、影響・依存の定量評価を行いました。また、各製造拠点における取水量や大気環境への汚染物質の
排出量の定量的な比較評価を行い、自然への影響・依存度が大きい重要な拠点を特定しました。

▍依存・影響と地理的位置の分析を統合した優先拠点の評価と分析結果
次に、依存・影響の評価と地理的位置の分析を統合した分析を行い、自然への依存・影響度が大きいセクターで、生態
学的に影響を受けやすい地域に位置する事業の特定を行いました。特定された事業は、地域的な特性およびセクター上の
特性から、当社のサプライチェーン上で、優先的に取組みを進める必要があると認識しています。

日軽金グループの拠点 診断の結果概要

日本軽金属㈱ 蒲原製造所 化成品事業 生物多様性の重要性が高い保護地域に近接しており、水ストレスは中〜高程度。
取水量、汚染の環境排出の影響が他の拠点より大きい。

日本軽金属㈱ 蒲原製造所 メタル事業 生物多様性の重要性が高い保護地域に近接しており、水ストレスは中〜高程度。
取水量、汚染の環境排出の影響が他の拠点より大きい。

日本軽金属㈱ 名古屋工場
生物多様性の重要性が高いKBAおよび保護地域が拠点の周辺に位置し、かつ、
拠点は水質悪化が懸念される流域に位置する。水ストレスは、中〜高程度であ
り、取水量、汚染の環境排出の影響が他の拠点より大きい。

日本軽金属㈱ 清水工場 生物多様性の重要性が高い保護地域に近接しており、水ストレスが中〜高程度。
取水量、汚染の環境排出の影響が他の拠点より非常に大きい。

日軽形材㈱
生物多様性の重要性が高い保護地域に近接しており、かつ、生態系の十全性が
高く、自然環境が良好な状態で残る地域である一方、水質悪化が懸念される流
域に位置する。

優先拠点の洗い出し

要注意地域にある拠点
生態学的に注意の必要な拠点

自然への影響・依存が大きい拠点
（各拠点の実際の影響・依存度定量分析）

※  直線距離で概ね1km未満を「近接」、1〜10kmを「周辺」とした。
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当社グループは、大気汚染物質・化学物質の影響を、環境マネジメント体制
の一部として管理し、地域社会と地球環境への影響の最小化に取り組んでいま
す。本ページでは、その管理の枠組みと指標を、達成できていない点を含めて
率直に示します。なお、水質はPART4-2「水資源」、重大インシデント（漏出・
自然災害など）はPART2-2「重大リスク事案への継続対応」、温室効果ガスは
PART3「気候変動」で扱います。

管理の枠組み（方針・体制）
当社グループの環境マネジメントは、当社社長を委員長とするグループ環境
委員会で基本施策を審議・決定しています。事務局である環境保全担当が施策
をアクションプラン化し、CN室と連携しながら、各サイトの環境実務担当者
会議を通じて各サイトに活動を展開しています。環境マネジメントシステム
（EMS）は国内25社49サイト、海外14社16サイトで運用しています。汚染防
止は、環境基本方針の行動指針（P.44）のもと、計画→監査→是正→見直しの管
理サイクル（PDCA）で継続的に強化しています。

図1  管理サイクル（PDCA）

表1  大気・化学物質の指標と目標

指標と目標
▍大気汚染物質（SOx・NOx・ばいじん）
大気汚染物質のうちSOx・NOxについて、当社グループは2021年度以降、
削減目標を設定していませんが、国内・海外拠点を対象に排出量のモニタリン
グを継続しています。ばいじん等その他の大気汚染物質については、集計の可
否を含めて検討を進めます。

▍化学物質（PRTR・VOC）
化学物質については、化審法・PRTR法に基づき各事業所が行政へ届出を

行っています。これらを集約し開示しています。VOC（揮発性有機化合物）排
出量の集計・開示の開始についても検討します。なお、PFAS（有機フッ素化
合物）をめぐる国内外の規制動向を注視し、当社事業への関連性の確認を進め
ていきます。

指標 2025年度実績 目標の状況
SOx排出量（国内）
硫黄酸化物

271t
2021年度以降は目標を設定せず
モニタリングを継続

NOx排出量（国内）
窒素酸化物

374t
2021年度以降は目標を設定せず
モニタリングを継続

環境法令違反件数 2件（内、海外2件） ゼロを継続

PRTR対象物質
取扱量・排出量・移動量 26種  PRTR届出物質数24種以下

▼今後の開示を検討する項目（現時点では未開示／未集計）

VOC排出量（国内）
揮発性有機化合物

集計・開示検討中 ―

ばいじん等その他の
大気汚染物質
浮遊粒子状物質他

集計・開示検討中 ―

リスク管理と法令順守
▍化学物質・汚染防止のマネジメントプロセス
当社グループは、環境保全担当が国内49サイト・海外16サイトを対象に環
境監査を実施しています（2025年度は国内17サイト・海外4サイトで実施）。
主な指摘は産業廃棄物関係、届出・法規制対応、点検・測定、緊急事態対応、
危険物管理で、すべての指摘について是正完了までフォローしています。法令
勉強会（廃棄物処理法・大気汚染防止法・水質汚濁防止法・土壌汚染対策法・
化審法／PRTR法・騒音規制法・振動規制法など）を継続的に開催し（2025年
度は延べ134名が参加）、公害防止管理者などの有資格者を確保しています。
化学物質は、取扱い開始前の評価とSDS管理により適切に管理しています。

開示の深化と気候とのシナジー
▍気候対策とのシナジー／開示ロードマップ
燃料転換・電化や循環型サプライチェーンの推進は、温室効果ガスと大気汚

染物質を同時に削減します。当社グループは、この相乗効果を環境戦略の一部
と位置付けています（循環価値の創出は本誌第1章（P.10)、温室効果ガスは別
冊PART3「気候変動」(P.39)を参照）。開示についても、段階的な深化を検討
しています。VOC排出量の集計・開示、さらに大気汚染物質の削減目標の再
設定へと進めることを検討しています。これらの着手の有無と時期は、今後確
定します。

▍規制値順守と是正
当社グループは、規制値超過も含む環境に関わるトラブルへの迅速な対応の

ため、国内外で速報システムを運用しています。発生時には行政・地域社会と
連携して再発防止を図っています（2025年度は海外で操業許可の申請値超過に
よる罰金が2件）。なお、漏出や自然災害を含む重大インシデントの予防・備
え・対応の枠組みは、PART2-2「重大リスク事案への継続対応」に集約して開
示しています。

速報システムで規制値超過などを自主報告し、行政・地域と連携し是
正。重大インシデント（漏出・自然災害）の予防・備え・対応の枠組み
は PART2-2「重大リスク事案への継続対応」 に集約。

計画

見直し

環境監査

是正・再発防止
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 大気・化学物質・汚染防止

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/common/file/ir/sp_m_ns_web_ir2026.pdf#page=11


廃棄物・自社オペレーションの資源循環

当社グループは、廃棄物の適正管理と資源循環の推進を通じて、環境負荷の低減と資源の有効活用に取り組んでいます。
本ページでは、その管理体制と実績指標を示します。

廃棄物・循環の方針とガバナンス
当社グループは、環境基本方針および行動指針に掲げる「資源循環の推進」を、発生抑制→再使用→リサイクル→その
他回収（熱回収）→焼却→処分の優先順位として運用しています。廃棄物・循環に関する取組みは、当社社長を委員長と
するグループ環境委員会（年2回）で審議・監督されます。環境マネジメントシステム（EMS）は国内25社49サイト、海外
14社16サイトで運用しています。

廃棄物の発生と循環の実績
当社グループの廃棄物総排出量は37.5千 t（連結・2025年度／売上高原単位6.4 10-5千 t/百万円）、最終処分（埋立）量は

3.0千 t（同・原単位5.1 10-6千 t/百万円）です（推移は図1）。

リスク管理・目標・進捗
▍リスク管理
当社グループは、廃棄物関連リスクを全社的リスク管理の一部として管理しています。本社統括部門による環境監査

（2025年度実績：国内17サイト・海外4サイト）で遵法と運用状況を確認し、2025年度は産業廃棄物関係の指摘（18件）を
是正しました。あわせて、廃棄物処理法における委託先の契約内容などを対象とする法令勉強会を実施し、各サイト環境
担当者の養成を継続しています。

▍目標・進捗
廃棄物総排出量および最終処分（埋立）量について、2025年度目標（国内）（総排出量売上高原単位7.6 10-5千 t/百万円、廃

棄物埋立量売上高原単位4.9 10-6千 t/百万円）を設定しています。2025年度は、廃棄物排出量および最終処分 (埋立 )量の目
標を達成しました。

図1  廃棄物の総排出量（千t）・最終処分量と直接埋立比率の推移 図2  総排出量売上高原単位推移（国内）

図3 廃棄物埋立量売上高原単位推移（国内）

表1  指標の定義と集計範囲

■最終処分（埋立）量（千t）●直接埋立比率（%）

20252024202320222021
国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外

40.3

3.9

1.0
3.1 3.1

1.2
2.9

1.2

35.0
33.2

31.4

11
13

10 10
8

34.3

3.2
0.8

（年度）

1.0

3.8 4.1 2.5 2.2 2.22.2

目標 8.8
10.5

8.7

20252024202320222021 （年度）

8.1 7.3 7.6

目標 5.4

20252024202320222021 （年度）

10.1 10.2

6.0
5.1 4.9

指標 定義・算定方法 集計範囲 単位 第三者保証 GRI項目番号

廃棄物総排出量 事業活動に伴い発生した廃棄物および副産物の排出 連結 千t — 306-3

総排出量 売上高原単位 総排出量 ÷ 売上高 連結 10-5千t/
百万円 — 306-3

廃棄物埋立量 総排出量のうち埋立処分された量 連結 千t — 306-5

廃棄物埋立量売上高原単位 最終処分（埋立）量 ÷ 売上高 連結 10-6千t/
百万円 — 306-5

直接埋立比率 最終処分（埋立）量 ÷ 総排出量
既開示の2指標から算出 連結 ％ ─ 306-5
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本章では、国際規範に基づく人権方針と取締役会の監督、人権デュー・ディリジェンス（以下、DD）の実施範囲、顕著な人権課題の特定、救済（苦情処理メカニズム）
を示します。整備済みの基盤と途上の課題を切り分け、国内からグローバルへ取組みを広げる全社人権マネジメントの現在地を明らかにします。

1
43

◦ 人権方針を2016年に制定、2023年に大幅改定
◦ 国際人権章典、ILO宣言、UNGPsなどを尊重し、グループ役員・
従業員とサプライチェーン上の企業などに適用
◦ 2025年にUNGCへ署名、GCNJへ加入

◦ 取締役会が監督。人権分科会を月1回、グループCSR委員会を
年2回開催
◦ 人事・購買・メタル事業・CSR・コンプライアンスが役割を分担
◦ 人権リスクは独立区分ではなく関連リスクとして管理し、内部
統制報告として年2回、グループ経営会議・取締役会へ報告

◦ JaCERをグループホットラインに接続し、匿名での申立て経路を確保
◦�グリーバンスメカニズム独自のルールと制度の整備中
◦�F25のJaCER経由申立ては0件

◦�現在地と今後の順序を中長期ロードマップで開示
◦ 今後の方向性は国内への取組み強化とグローバル展開の推進
◦�当社グループである東洋アルミニウム㈱独自の取組みをコラムで紹介

5指標 F25 実績
人権教育 新入社員研修にて教育を実施。

CSR調達アンケート調査
対象カバー率※1

対象範囲： 集中購買
実績：81.4％
（詳細はPART5-2「サプライチェーン・責任ある調達」参照）

重大な確定事案・訴訟 0件

人権に係る申立て件数
（苦情処理メカニズム） JaCER経由の人権に係る申立て：0件

6UNGC署名を契機に、全社的・体系的な人権DDへの移行を開始  P.54

取締役会までの報告経路、開催頻度、部門別の役割を明示  P.54

JaCERを通じ、社外・匿名で利用できる申立て経路を確保  P.55

グループ会社独自の人権教育・対話を実施  P.57

顕著な人権課題の優先順位付けと特定結果の開示は未着手  P.55

教育のグループ全社への展開、グリーバンスの集計基盤は
整備途上  P.56

統合報告書2026　本誌 別冊・関連章　　
 PART2-3「コンプライアンス・ビジネス倫理」　 PART5-2「サプライチェーン・責任ある調達」 

WEB
 日本軽金属グループ　人権方針

グループ展開

※1  調査対象カバー率は、集中購買額に占めるCSR調達アンケート対象サプライヤーの購買額の割合です。P.2
の回答率とは異なります。2025年度の対象先回答率は100％です。経年推移はP.86をご覧ください。

P.40-41 「決裁は現場へ、監督には外の目を。」

人権の保護・尊重

進捗サマリー

救済

DIGEST

方針・国際規範  P.54

監督・推進体制  P.54

救済へのアクセス  P.56 グループ展開  P.56

方針・ガバナンス

2◦ UNGPsに沿い「特定・評価→防止・軽減→追跡評価→説明・開示」を 

継続
◦ 領域ごとに対象範囲・手法を設定し、自社拠点やサプライヤーの人
権DDを実施

◦�サプライヤーDDの実績・所見はPART5-2「サプライチェーン・責任
ある調達」に集約

◦ 洗い出し、深刻度・発生可能性評価を限定試行
◦�結果の普遍性・客観性を補うため、約100名への調査を準備中。
優先順位付け・結果開示は未着手

DDの枠組み  P.55

顕著な人権課題の現在地  P.55

人権DDと顕著な人権課題 主要指標と実績

CROSS REF.

人権分科会
2022年11月設置

人権に関する重大な
確定事案・訴訟

F25

1回/月 0件
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マネジメントの枠組み

人権方針と国際的コミットメント
▍人権方針
当社グループは、経営方針において「人権を尊重し、倫理を重んじて、誠実
で公正な事業を行う」ことを定め、2016年に「日本軽金属グループ人権方針」
を制定、2023年に弁護士の助言を踏まえ大幅改定しました。本方針では、国
際人権章典（世界人権宣言と国際人権規約）、労働における基本的原則および
権利に関する国際労働機関の宣言、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」
（UNGPs）などの国際規範を尊重することを定めています。本方針は、グルー
プの役員・従業員およびサプライチェーン上の企業、その他のビジネス上の関
係先に適用されます。
方針策定後は、方針の周知、外国人労働者の労務監査・本人ヒアリング、ア
ルミ新塊サプライヤーへの人権尊重に関する署名の取得など、PDCAを継続し
てきました。国連グローバル・コンパクト（以下、UNGC）への署名（2025年）
以降は、これを全社的・体系的な取組みへと本格化させています。

ガバナンスと推進体制
人権に関するリスク・機会の監督は、取締役会を最高監督機関とするガバ

ナンス体制のもとで行われます。当社は2022年11月、人権に関わりの強い経
営管理統括室（人事担当）、事業支援統括室（購買担当）、メタル事業グループ、
サステナビリティ統括室（CSR担当・コンプライアンス担当）から構成される
「人権分科会」を設置しました。人権分科会は原則として月1回開催し、活動
の進捗や人権をめぐる動向を共有します。その内容は、年2回開催されるグ
ループCSR委員会に報告され、必要に応じて、グループ経営会議を経て取締
役会に共有されます（図1）。なお、グループ環境委員会とグループCSR委員会
は合同で開催しています。
また、年2回内部統制システムの整備進捗報告の一環として、リスク管理と

低減の取組みについてグループ経営会議および取締役会に報告されます。ここ

人権デュー・ディリジェンスの実施と救済
▍人権DDのサイクル
当社は、UNGPsに沿った人権デュー・ディリジェンス（以下、DD）を、①負
の影響を特定・評価→②負の影響を防止・軽減→③取組みの実効性評価（追跡
評価）→④説明・情報開示へと連なる継続的サイクルとして運用しています。
2016年以降、方針の浸透や個別の調査を通じて小規模にこのサイクルを回し
てきましたが、UNGCへの署名を契機として、対象範囲を拡大した本格的な運
用への移行を進めている段階です。サイクルの周期や手順といった運用の詳細
は、この移行の中で確定させていきます。

▍国際イニシアティブ参画
当社グループは、UNGCが定める人権・労働・環境・腐敗防止の4分野10

原則に賛同し、2025年9月17日付で署名しました。あわせて、日本のローカ
ル・ネットワークであるグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン
（以下、GCNJ）に加入しています。また、朝来野修一（現・当社代表取締役）が、
国際アルミニウム協会（IAI）のVice-Chairを務めています。
当社の人権方針は、国際人権章典（世界人権宣言と国際人権規約）、労働に

おける基本的原則および権利に関する国際労働機関の宣言、国連「ビジネスと
人権に関する指導原則」（UNGPs）などの国際規範を尊重する旨を宣言していま
す。当社が署名・参画する主なイニシアティブと、人権方針が尊重を宣言する
国際規範は表1の通りです。

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/csr/human-rights/0402.html日軽金グループの人権方針

表1  国際イニシアティブと人権方針が尊重する国際規範

図１ 推進体制

A. 当社が署名・参画する主なイニシアティブ
イニシアティブ 状況 内容

国連グローバル・コンパクト
（UNGC） 署名 2025年9月17日 4分野10原則を支持／

GCNJ加入

国際アルミニウム協会（IAI）
朝来野修一（現・当社代表
取締役）がVice-Chairと
して参画（2024年5月〜）

IAIに加盟し、アルミニウ
ム産業の持続可能な発展
に貢献

JaCER（一般社団法人ビジネスと
人権対話救済機構） 加入継続（2023年〜） 苦情処理・救済アクセス

（表2）

B. 人権方針が「尊重」を宣言する国際規範
国際規範 人権方針との関係

国際人権章典
・世界人権宣言
・国際人権規約

国際的に認められた人権の尊重の基盤

労働における基本的原則および権利に関する
国際労働機関の宣言

差別の撤廃、強制労働・児童労働の禁止、結
社の自由および団体交渉権の尊重など

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」 
（UNGPs）

人権方針の策定、人権デュー・ディリジェ
ンス、苦情処理メカニズムおよび救済など

内部統制報告
年2回

リスク管理・低減の取
組みをグループ経営会
議・取締役会へ報告
※ 人権そのものではなく、
人権につながるリスク
（ハラスメント・環境苦
情など）

救済・進捗管理・取りまとめ
サステナビリティ統括室

（CSR担当・コンプライアンス担当）

サプライチェーン上の人権
メタル事業グループ
• アルミニウム地金サプライ
ヤーを担当

事業支援統括室（購買担当）
• それ以外の資材・設備など
の集中購買先を担当

労務における人権
経営管理統括室（人事担当）

人権分科会の参加部門と役割

報告 報告

報告報告

報告

監督

監督

監督

取締役会

グループ経営会議

リスクと機会
ミーティング

グループCSR委員会 年2回

人権分科会　2022年11月設置 月1回

では、人権リスクは独立した報告区分としては扱っていませんが、ハラスメン
トや環境苦情など、人権に関連するリスクは報告対象に含まれています。

※ 一部省略しています。
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▍人権DDの実施範囲と方法
当社は、人権DDの実施範囲を対象となる領域に応じて設定しています。人
権分科会に所属する各部門の専門性を活かしながら、対象範囲の検討やステー
クホルダーエンゲージメントを行っています。現在の実施範囲は、自社の人権
リスクについては当社グループの国内拠点を対象とし、アルミニウム地金の調
達においてはアルミ原材料の供給元である海外サプライヤー（スメルター）を
対象としています。その他の調達品については、集中購買における購買金額の
約80%をカバーする主要サプライヤーを調査範囲としています。
方針策定後は、方針の周知、監査などを通じてリスクの特定・評価を行って
います。アルミ原材料サプライヤーについては、第三者認証などの確認を通じ
てリスクを評価しています。その他の主要サプライヤーについては、GCNJの
CSR調達セルフ・アセスメント・ツールを用いた調査を実施しています。

▍救済（苦情処理メカニズム）と全社リスク管理への統合
当社は2023年度に人権対応窓口を設置し、JaCER（一般社団法人ビジネス
と人権対話救済機構）への加入を継続しています。これにより、匿名性に配慮
した苦情通報と救済へのアクセスを確保しています。
なお、グループリスク管理規則の類型に「人権リスク」を独立した類型とし

ては含めていませんが、人権に密接に関係するリスク（ハラスメント、個人情報
の漏えいなど）は同規則の対象に含まれ、必要に応じてグループ経営会議・取
締役会へ報告されます。救済の受付・対応状況の定量実績は表2に記載します。

人権リスクの特定・評価と救済

▍顕著な人権課題の特定に向けた取組み
発生可能性と深刻度に基づく体系的な顕著な人権課題（サリエント・ヒュー

マンライツ・イシュー）の特定は、手法を整備しながら進めている段階です（手
法は図2）。その第一歩として、人権分科会において、法務省人権擁護局の調
査報告を活用し、図2のうち①から③までを限定的に試行しました。結果の普
遍性・客観性には課題が残るため、簡易なツールを用いてグループ各社・部門
の責任者が務める「CSRリーダー」と推進者（約100名）を対象としたアンケー
トで補強する準備を進めています。④優先順位付け以降は未着手であり、着手
の時期を含め、その進め方は今後、人権分科会で検討します。特定結果や優先
順位の対外開示についても、その是非・時期を今後慎重に判断します。

図2  顕著な人権課題特定プロセスと現在地

①リスクの洗い出し

事業活動・取引関係において関与し
得る人権課題を広く洗い出す

②深刻度の評価
洗い出した課題について、規模・範
囲・是正可能性の観点から、負の影
響の深刻度を評価する

③発生可能性の評価
事業の特性や地域・取引先の状況を
踏まえ、負の影響が生じる可能性を
評価する

④優先順位付け
深刻度と発生可能性の評価に基づ
き、優先的に取り組むべき顕著な人
権課題を絞り込む

⑤特定結果の開示
特定した顕著な人権課題と優先順
位を開示し、取組みと進捗の報告に
つなげる

限定的に試行済み 限定的に試行済み 限定的に試行済み 未着手（時期未定） 未着手（時期未定）

評価時のインプット（外部知見の活用）
◦ 法務省人権擁護局「ビジネスと人権に関する調査報告」
◦ 業界の動向

現在地　：人権分科会において①〜③を限定的に試行。
　　　　　 結果の普遍性・客観性に課題が残るため、対象を拡げた調査で補強中。

実施状況： 限定的に試行済み ：人権分科会（10名未満）で試行。手法の精緻化は今後検討。
　　　　　 未着手（時期未定）：進め方・着手時期を人権分科会で検討。

※  本図は特定の「手法（プロセス）」を示すものであり、特定結果（顕著な人権課題）ではありません。
特定結果の開示は、その是非・時期を慎重に判断します。

※  グループ全体売上高の約3分の2を占める会社群すべてと、売上高上位95％までに含まれる会社群の
一部を対象としています。

人権リスクの着目領域
▍2025年度時点で着目している人権リスク領域
当社は、アルミニウム事業をはじめとする広範な事業領域と外部環境を踏ま

え、人権の観点で着目すべき領域を整理しています。現在は、原材料調達にお
ける人権リスク、サプライチェーン上の労働環境および取引先との公正な取引に
着目しています。これらの領域に加え、新たな人権課題の特定・評価を進めるた
め、2025年度は、当社グループの一部※を対象に人権方針の遵守状況に関するア
ンケート調査を実施しました。その結果、苦情処理メカニズムへのアクセスや外
国人従業員の労務管理に関する課題、グループ全体における人権教育を新たな
人権課題として特定し、後述する人権対応窓口へのアクセス方法を契約書に明
記する取組みや、外国人労働者の処遇に関する調査の実施につながりました。
アルミニウム地金の調達においては、ASI取得確認をはじめ上流側の海外サプ
ライヤーを管理・確認する体制を築いています。また、必要に応じて、海外サ
プライヤー（スメルター）から人権尊重に関するレターを取得しています。さら
に、救済へのアクセス向上を目的として、海外サプライヤーとの契約書に人権
対応窓口（JaCER苦情処理プラットフォーム）へのアクセス方法を順次明記して
いくことが決定しています。その他の調達品については、GCNJのCSR調達セ

ルフ・アセスメント・ツールを用いた調査を実施しており、2025年度に調査し
た取引先を含む対象先すべてから回答を得ています。なお、調査結果の詳細な
分析については、PART5-2「サプライチェーン・責任ある調達」に記載します。
また、国内事業所における外国人労働者の処遇に関する調査（技能実習から育成
就労へ／2027年4月の制度開始）や、製造委託等に係る中小受託事業者に対す
る代金の支払の遅延等の防止に関する法律（通称：取適法）への対応にも取り組
みました。
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救済（苦情処理メカニズム）と是正事例
▍グリーバンス受付・対応状況
当社の苦情処理メカニズム（グリーバンスメカニズム）は、内部通報制度（グループホットライン）の制度の中で運用し
ています。社外のステークホルダーからもアクセスできるようにするため、JaCER（一般社団法人ビジネスと人権対話救
済機構）に加入し、同団体の苦情処理プラットフォームを通じて、匿名での申立てを含め、当社グループホットラインに
接続する経路を確保しています。この経路を通じた2025年度の申立ては0件でした。また、2025年度に実施した外国人
労働者に関するサプライヤー調査では、追加確認を行ったものの、救済を要する事案は確認されませんでした（PART5-2
「サプライチェーン・責任ある調達」参照）。
他方、グリーバンスメカニズムとホットラインが一体で運用されることは、それぞれの目的や是正・救済手法に照らし
て課題があることから、現在、グリーバンスメカニズム独自のルールと制度の整備を進めています。あわせて、グループ
会社が独自に設置する窓口を含めた受付状況を、グループ全体として統合できる基盤の整備にも取り組んでいきます。

進捗
人権の取組みは、方針の策定や相談窓口の設置を通じて推進の基盤を築き、いまはその土台のうえで、国内事業所を起

点に取組みを強化していく段階にあります。苦情処理メカニズムの整備、顕著な人権課題の体系的な特定、監査導入検討、
教育のグループ全社への展開は、いずれもこれから本格化させていく途上の課題です。

2026年度からはLMSを活用したeラーニングなどによる人権教育を実施する予定であり、教育の実効性を測る指標と
して受講率に関するKPIの設定を検討しています。
現時点で整っていることと、これから整えることを切り分けて示すため、現在地と中長期の道筋をロードマップにまと

めました（図3）。歩みを一足飛びに進めるのではなく、まずは従業員一人ひとりが人権の保護・尊重の重要性を自分ごと
として受け止めることからはじめ、その理解の積み重ねを組織のしくみへと育てながら、着実に前進させていきます。

項目 現在の状況

受付経路 ・内部通報制度（グループホットライン）
・JaCER苦情処理プラットフォーム

アクセス可能な主体 ・役員・従業員（グループ会社含む）
・社外のステークホルダー（JaCER経由）

匿名性 匿名での申立てが可能

JaCER経路での申立て件数（2025年度） 0件

グループ全体の受付件数 ─ （現時点では情報が入手不可／不完全）

今後の整備 
・グリーバンスメカニズム独自のルール・制度の整備
・グループ会社の独自窓口を含めた集計基盤の整備

表2  苦情処理メカニズムの運用状況

図3  人権 中長期ロードマップ　 現在地と整備の方向性

2016 2022.11 2023.4 ～2025
現
在
地人権方針

策定
人権分科会

発足
人権方針

改訂
・社内実態調査の実施
・相談窓口の設置
・外国人労働者雇用実態調査

・人権教育のグループ全社展開（LMSなど）　・海外拠点への展開
・グリーバンスメカニズムの制度整備 　　・国別リスクへの対応
・国内グループ会社へのDD拡大 　　・監査導入検討

これまでの歩み（実績）
今後の方向性（取組みの順序イメージ）

国内への取組み強化
グローバルへの展開

実績（確定した歩み）
今後の方向性（取組みの順序のみを示す）

※ 今後の取組みは着手順のイメージであり、実施時期は進捗状況に応じて見直します。
※ 救済（苦情処理メカニズム）の体制と運用状況は本章「救済（苦情処理メカニズム）と是正事例」をご参照ください。

▍2025年度実績（人権関連事案・訴訟）
2025年度において、人権に関する重大な確定事案および訴訟はありませんでした（0件）。今後も発生件数0件の維持を
目指し、人権尊重に関する取組みの継続的な強化に努めます。 
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COLUMN

東洋アルミニウム㈱（以下、同社）は、2025年度、役員および従業員
を対象に外部講師によるサステナビリティに関する講演を実施しまし
た。また、新入社員には人権課題に関するワークショップを実施し、人
権尊重を含むサステナビリティ課題への社内理解の促進を図りました。
研修や対話の機会を通じて、従業員一人ひとりが人権課題を主体的に
とらえることを促しています。

同社では、重点対策リスクカテゴリーごとに担当部門を設け、リス
ク低減アクションの策定と進捗フォローを実施しています。国際的な
要請の高まりを受け、2025年度から新たに「サプライチェーン上の人
権リスク」を同カテゴリーに追加し、事業支援ユニットが担当してい
ます。2025年度はリスクマップの作成や関連部門との協議、主要な原
材料サプライヤーへの働きかけを進めることで人権リスクの所在や影響範囲の把握に努めました。2026年度はサプ
ライヤーへの働きかけの範囲を拡大するべく、対象の選定や優先順位付けを製造事業所と連携しながら実施するとと
もに、より効果的な取組みへ発展させていく予定です。これらの活動は、社内定例会議にて進捗を確認し、担当役員
によるレビューを受けています。人権リスクへの担当部門の活動は、国際ガイドラインの動向把握に加え、お客さま
からの人権に関する問い合わせへの対応を通じてステークホルダーの期待や要望を把握し、その内容を経営層へ報告
する機能も担っています。
人権リスクは事業における環境影響や従業員の安全衛生とも密接に関係することを踏まえ、環境リスクおよび安全
衛生リスクの担当部門とも連携し、部門横断的なリスク管理を推進しています。
今後は、サプライチェーン全体での人権デュー・ディリジェンスの高度化に向けて、リスク評価手法の見直しや教
育・啓発の強化を図るとともに、モニタリング体制の充実を進め、実効性のある管理体制の構築を推進していきます。

社内理解の促進

人権リスク対応の取組み

同社では、部門を横断する若手従業員を中心とした「サステ
ナビリティ推進ワーキンググループ」を結成し、サステナビリ
ティに関する知識や考え方の社内浸透、および活動の活性化に
取り組んでいます。メンバーは定例会に参加し、サステナビリ
ティを取り巻く社会の動向などを学ぶとともに、サステナビリ
ティレポートの作成に携わることで、サステナビリティへの理
解を継続的に深めています。日常業務を離れ、サステナビリ
ティという幅広いテーマについて学ぶことは、社会課題に対す
る視野を広げるだけではなく、部門を越えた従業員同士が交流
し、意見交換を行う貴重な機会にもなっています。

2025年度は「人権尊重の取組み」をテーマに、「ビジネスと人権」について議論するワークショップを開催しまし
た。複数のチームに分かれて、「企業における人権とは何か、自社に関わる人権侵害が顕在化した場合にどのような
事態が起こり得るか」などを具体的に考え、その際に自社および自分自身がどのように対応すべきかを話し合いまし
た。このワークショップを通して、企業活動における人権尊重の重要性を再認識するとともに、メンバーは人権リス
クを自分ごととしてとらえる視点を得ることができました。具体的には「人権課題への対応は、法令遵守だけでは不
十分である。」「自身の業務に沿ったさまざまな意見が出て、自分ごととなってよかった。」「人権は難しいテーマだが、

一人ひとりが考えていけばよい方向に向く。」「人権の考えは不変でなく、
時代で移り変わる。」といったさまざまな声が寄せられています。今後は
バリューチェーン全体での人権尊重の重要性を踏まえた勉強会などを通し
て、人権への取組みを一層推進していきます。
同社は2031年に創立100周年を迎えます。この節目を前に、従業員一人

ひとりが、人権をはじめとするサステナビリティ課題に真摯に向き合える
風土を育み、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

サステナビリティ推進ワーキンググループ活動紹介

グループ会社の人権への取組み・活動事例 ～東洋アルミニウム㈱～
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本章では、主原料アルミニウム地金とその他資材を分けた調達体制、安定供給、サプライヤー・デュー・ディリジェンス（以下、サプライヤーDD）、
主要規制への対応、物流基盤を示します。調達区分ごとの責任、調査結果と未整備項目を整理し、グループ全体への展開と高度化の道筋を明らかにします。

1 32◦ アルミニウム地金サプライヤーの管理状況を 

①ASI認証 ②EcoVadis登録 ③個別ヒアリングの順で確
認し、上流リスクを低減
◦ 人権はPART5-1「人権の保護・尊重」、低炭素・循環型ア
ルミとスコープ3はPART3「気候変動」を参照

◦ アルミニウム地金はメタル事業グループ、その他資材の集中購
買は事業支援統括室（購買担当）が統括
◦ 調達特性に応じ、異なる戦略で安定供給とレジリエンスを確保

◦ ①管理体制、②リスク特定、⑤公開報告を実施
◦ ③リスク対応は検討中、④第三者監査は未整備

◦ アルミニウム地金： 複数国・地域からの調達、アルミニウム
メジャーとの契約・連携、方針共有と需
給に応じた在庫管理

◦ その他資材：�調達先の多様化・複数購買化で安定調達を推進し、
年間契約やリスクアラートなどでBCPを強化

◦ 製造ノウハウを基盤に、品質・納期・社会的責任・低炭素
需要を満たす複合調達体制を構築
◦ 契約・提携と戦略的在庫管理でリスクを低減

4 5アルミニウム地金とその他資材の責任主体・戦略を分け、安定供給策を明確化  P.59

アルミニウム地金上流工程をASI・EcoVadis・個別ヒアリングで管理  P.59

CSR調達アンケートおよび外国人労働者の雇用管理に関するアンケートの実施  P.60

グループ27社の購買担当者会議で、CSR調達アンケートのグループ展開を周知  P.60

物流効率化法への対応を進め、グループ物流委員
会・CLO体制を整備  P.61

高リスク先への是正対応、第三者監査、調査のグ
ループ全体への展開は途上   P.60  

◦ 長距離輸送の中継拠点化、前日荷揃え・積込時間管理・出荷平準化
などを推進

◦ 2026年4月にグループ物流委員会を設置し、主要会社にも物流統括管
理者（CLO）を配置

◦ 安全・遵法・品質・安定供給・コストの5つの視点で全体最適を推進

別冊・関連章 WEB統合報告書2026　本誌
P.15「循環を事業にする現在地」P.14「循環を動かす、共創の役割分担」 PART2-3「コンプライアンス・ビジネス倫理」 PART5-2「サプライチェーン・責任ある調達」  日本軽金属グループ　人権方針

CROSS REF.

サプライチェーン・責任ある調達DIGEST

進捗サマリー

責任主体  P.59

主な取組み  P.59

OECD 5ステップと現在地  P.60

◦ 集中購買のCSR調達アンケート調査対象カバー率は81.4％（定義・経年推移はP.86参照）。情報セ
キュリティ・労働は高水準、地域社会との共生は改善余地。人権・ダイバーシティなどを継続啓発
◦ 外国人労働者雇用管理調査は47社が回答。雇用22社では、差別的取扱いなし・人事管理の透
明性100％、災害防止表示82％。追加確認で要是正・救済事案なし

◦ グループ全体への調査展開を進め、2030年度に調査対象先からの回答率100％を目指す。具体
的な対象範囲・選定方法は整理中（P.02参照）

調査・展開  P.60

調達体制とレジリエンス
安定供給と持続可能性  P.59

上流工程の管理  P.59

アルミニウム地金の責任ある調達

CSR調達アンケート
調査対象カバー率
集中購買金額ベース

F25

外国人労働者の雇用管理
アンケート回答企業

F25

購買担当者会議
参加グループ会社

2025年8月

81.4％ 27社47社

持続可能な物流基盤 P.61

サプライヤーDD
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方針・考え方
当社グループは、「変化に柔軟で強靭なバリューチェーン」と「安定したサ
プライチェーンの構築」の2つを重要課題として特定し、責任ある調達・生産・
供給を目指しています。本ページでは、安定供給
とレジリエンスの取組み、アルミニウム地金の責
任ある調達について報告します。

安定供給とレジリエンス
当社グループの購買活動は、調達金額・重要度において筆頭となる主原料ア
ルミニウム地金をメタル事業グループが一元的に担い、それ以外の資材・設備
などの集中購買を事業支援統括室（購買担当）が統括する体制とし、調達対象
の特性に応じてそれぞれ異なる戦略で安定供給とレジリエンスの確保に取り組
んでいます（表1）。
アルミニウム地金の調達では、製造ノウハウを基盤に世界複数の国・地域か
ら調達する複合的な体制により、地政学的リスクの軽減を図っています。アル
ミニウムメジャーとの契約・コミュニケーションの深化を通じた戦略的なパー
トナーシップ関係の構築により、サステナブル調達の実現と安定供給につなげ
るとともに、各事業グループとメタル事業グループ間での調達方針の共有と需
給に応じた計画的な在庫水準の管理により、効率的な在庫運用とコストの軽減
を目指しています。
その他資材の調達では、日々変化する地政学的リスクや市況変動に備え、調
達先の多様化とBCP強化を進めています。従来産地以外の新規ソース開拓や
既存サプライヤーの見直し・分散、モノポリー購買の複数購買化により、特定
地域への依存を低減し、安定調達につなげています。あわせて、「顔の見える
サプライヤー」との年間契約や値決めのフォーミュラ化、リスクアラートシス
テムの導入などを通じて、調達体制の柔軟性と初動対応力の強化に取り組んで
います。

アルミニウム地金の責任ある調達
▍安定供給と持続可能性を両立するアルミニウム調達
主原料であるアルミニウム地金は、品質・納期・社会的責任・低炭素のす

べての面でお客さまの需要に応えるため、製造ノウハウに基づく国内外からの
複合的な調達体制を構築しています。アルミニウムメジャーとのコミュニケー
ションの深化、ASI認証をはじめとした第三者保証認証取得の確認、各事業グ
ループとの連携に基づく調達方針の決定と戦略的在庫管理により、各種リスク
の低減に注力した能動的なオペレーションを行っています（図1）。なお、低炭
素・循環型のアルミニウム素材調達（グリーンアルミ・再生アルミ・水平リサイ
クル）は、スコープ3排出削減の最大の要素としてPART3「気候変動」に記載し
ます。資源循環の詳細は本誌P.10-13「循環はお金になるのか」をご覧ください。

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/csr/fair-practice/0702.htmlCSR調達方針

表1  強靭なサプライチェーンの取組み（安定供給とレジリエンス） 図1 アルミニウム地金の責任ある調達

▍地金サプライヤーを通じた上流工程の管理
メタル事業グループはアルミニウム地金をサプライヤーから購入してお

り、地金サプライヤーの管理体制および運営状況の確認を重視しています。
具体的には、①ASI認証の取得状況、②EcoVadis評価への登録状況、③
個別ヒアリング、の優先順で確認を行い、サプライヤーの管理体制を通じ
て上流リスクの低減を図っています（人権の保護・尊重に関する取組みは
PART5-1「人権の保護・尊重」参照）。

戦略方針 主な取組み 効果

アルミニウ
ム地金
調達分

国内外の複合的
な調達体制

・ 製造ノウハウを基盤にした世界
複数の国・地域からの複合調達

地政学的リスクの
軽減

アルミニウムメ
ジャーとのコミュ
ニケーションの
深化

・ サプライヤーへのASI認証取得
確認
・ 戦略的パートナーシップ関係の
構築

サステナブル調達
の実現・安定供給

各事業グループ
との連携・戦略
的在庫管理

・ 各事業グループとの調達方針の
共有
・ 需給に応じた計画的な在庫水準
の管理

効率的な在庫運用・
コスト軽減

その他
調達分

調達先の多様化
・ 従来産地以外の新規ソース開拓
・ 既存サプライヤーの見直し・分散
・ モノポリー購買の複数購買化

特定地域への依存
低減と安定調達に
寄与

BCP強化

・ 「顔の見えるサプライヤー」との
年間契約
・ 値決めのフォーミュラ化による
市況リスク抑制
・ リスクアラートシステムの導入

調達体制の柔軟
性と初動対応力
を強化

製造ノウハウに基づき、品質・納期・社会的責任・低炭素需要を満たすような国内
外からの複合調達体制を構築

国内外の複合的な調達体制

テーラーメイド原料の契約・提携を深化し、安定供給と各種リスク低減を両立

アルミニウムメジャーとの契約・コミュニケーションの深化

各事業グループとメタル事業グループ間での連携で調達方針を決定し、戦略的に
在庫を管理することでレジリエンスを確保

各事業グループとの連携・戦略的在庫管理
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サステナブル調達のさらなる発展に向けて
当社グループは、責任ある調達の実現に向け、サプライヤーアンケートを通じて、人権をはじめとするCSR課題への
取組み状況を把握しています。本ページに記載するデュー・ディリジェンス（以下、DD）プロセス・アンケート・規制対
応は、事業支援統括室（購買担当）が統括する集中購買のサプライヤーを対象とした取組みです（主原料アルミニウム地金
の調達管理は前ページ参照）。本ページでは、責任ある調達におけるDDプロセス、サプライヤー・エンゲージメントの
実績と所見について報告します。

▍OECD 5ステップの枠組みで整理するサプライヤーDD
当社グループは、人権方針の遵守を徹底するとともに、サプライヤーDDを、OECD『責任ある鉱物サプライチェーン

に関するデュー・ディリジェンス・ガイダンス』の5ステップの枠組みで整理しています（図2）。①管理体制（CSR調達
方針）と②リスク特定（GCNJのCSR調達セルフ・アセスメント・ツールによるアンケート）を実施し、③リスク対応は、
高リスクと評価されたサプライヤーが特定された場合に是正要請・改善計画の提出を求めることを検討しています。⑤開
示報告は本別冊で行っています。④独立した第三者監査は今後の課題と認識しています。
なお、アルミニウムは現時点で紛争鉱物3TGの対象ではありませんが、高リスク地域からの調達には本ガイダンスの

DDが推奨されています。

▍サプライヤー・エンゲージメントの実績と所見
2025年度は、集中購買における購買金額の約80％をカバーする主要サプライヤー※を対象に、CSR調達セルフ・アセ
スメント・ツールを用いた調査と、外国人労働者の雇用管理に関するアンケートを実施しました。

CSR調達セルフ・アセスメント・ツールによる調査では、情報セキュリティや労働の分野で高い水準が確認された一方、
地域社会との共生では相対的にスコアが低く、改善の余地があることが分かりました。この結果には、都市部のみに拠点
を置くサプライヤー（特に商社）で当該項目のスコアが低く出やすい傾向が影響していると分析していますが、人権への配

図2  OECD 5ステップ・DDプロセスと実施状況

図3  外国人労働者の雇用管理に関するアンケート結果（回答企業数47社）

慮やダイバーシティの推進、地域社会との関わりについては、引き続き啓発活動を進めていきます。なお、2025年8月に
は、グループ27社の購買担当者が参加する購買担当者会議で、CSR調達セルフ・アセスメント・ツールによる調査のグ
ループ展開をアナウンスしました。2030年度までにグループ総購買金額の80％を占めるサプライヤーを調査対象とする
ことを目標に、人権に配慮した調達を推進していきます。
外国人労働者の雇用管理に関するアンケートでは、外国人労働者を雇用しているサプライヤーは約半数でしたが（図3）、

雇用している企業では、在留資格の確認や労働条件の明示など、基本的な法令遵守の取組みが概ね適切に実施されていま
した。なお、回答内容に確認を要した一部サプライヤーには追加確認を行いましたが、是正・救済を要する事案は確認さ
れませんでした（PART5-1「人権の保護・尊重」参照）。

❶管理体制
CSR調達方針の策定

実施

❷リスク特定
GCNJセルフ・アセスメント・

ツールによるアンケート
（集中購買における購買金額の

約80％をカバーする主要サプライヤー※）

実施

❺公開報告
本別冊での年次開示

実施

❹第三者監査
独立した第三者監査は

未整備

今後の課題

❸リスク対応
高リスク先への是正要請・

改善計画

検討中

設問 回答

1 �貴社または貴事業所内で働く外
国人はいますか。 22社25社

（47%）（53%）

いいえ はい
はい（在籍あり）
 22社（100%）

いいえ（在籍なし）
 25社（53%）

回答企業数：47社

2 �労働者の国籍を理由として、労
働条件の差別的取扱いをしてい
ませんか。

※ 「はい」は、国籍を理由とした差別的取扱いを行っていないことを示します。

0% 100%
100%
（22社）

はい　22社（100%） いいえ　0社（0%）

3 �評価・賃金決定、配置などの人
事管理に関する運用の透明性・
公正性を確保していますか。

0% 100%
100%
（22社）

はい　22社（100%） いいえ　0社（0%）

4 �職場内にある労働災害防止に関
する標識・掲示などについて、
外国人労働者が理解できるよう
図解などを用いていますか。 ※  「いいえ」は、日本語でのコミュニケーションが可能なため、図解などによる対応を行っていない

場合を含みます。

0% 100%
82%

（18社）
はい　18社（81.8%） いいえ　4社（18.2%）

※ 設問は一部抜粋になります。

※ 定義・経年推移はP.86をご参照ください。

※ 定義・経年推移はP.86をご参照ください。
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主要規制への対応プロセス
サプライチェーンに関わる主要な規制への対応状況について、その実態に即して整理しています（表2）。米国UFLPA

（2024年7月にアルミニウムを高優先セクターに指定）については、集中購買のサプライヤーに対し、アンケートや個別
の調達・入札時の確認を通じて、強制労働および地政学リスクへの対応状況を把握しています。なお、アルミニウム地金
は、本規制を含む主要な規制で現時点の適用対象外です。

表2 主要規制への対応マトリクス

規制 概要・要点 NLMへの関連 対応レベル
（集中購買）

対応レベル
（アルミニウム地金）

UFLPA

UFLPAに基づき、強制労働との関与が推
定される物品や、UFLPA Entity List掲載
企業が関与する物品について、米国への
輸入を原則禁止。アルミニウムは2024年
に高優先セクターへ追加

中国由来の調達品を含め、米国向
け輸出時には原産地およびサプ
ライチェーンの確認が必要

実施中 対象外

当社グループは、原材料の調達から製造、輸送、お客さまへのお届けまでを一貫して手がけています。私た
ちはこの流れを、拠点ごとのモノの移動としてではなく、人・モノ・情報が有機的につながり、価値を生み出
す循環のプロセスととらえています。グループ内に日軽物流㈱を擁する事業基盤を活かし、物流を経営を支え
る機能の一つとして位置付けています。
とりわけ大切にしているのは、お客さまとの接点から得られる気づきを、グループ全体の価値向上につなげ

ることです。お届けの現場で把握した需要の変化やお客さまの声を、生産・在庫・輸送の計画へ反映し、次の
提案や改善へつなげていく。この情報の循環が、モノを運ぶ機能を価値提供へと高める原動力になると考えて
います。
一方で、物流を取り巻く環境は大きく変化しています。ドライバー不足や2024年問題、物流効率化法への

対応など、持続可能な物流体制の構築は経営課題となっています。当社グループでは、長距離輸送の中継拠点
化、前日荷揃え、積み込み時間の管理、出荷の平準化など、現場に根差した改善を進めてきました。主要拠点
では待機時間の削減や作業負荷の軽減など、着実な成果が生まれています。加えて、トラック予約受付システ
ムの導入や荷役・付帯業務の明確化など、取引慣行の見直しにも取り組んでいます。
こうした取組みをグループ全体へ広げ、実効性を高めるため、2026年4月にグループ物流委員会を設置し
ました。特定荷主にとどまらず、主要会社にもCLOを配置し、グループ各社の知見や改善活動を共有しなが
ら、全体最適の視点で課題解決を進めています。安全・遵法・品質・安定供給・コストの5つの視点で取組み
を整理し、重要課題（マテリアリティ）とも連動させ、物流基盤の強化に取り組んでいます。
今後も当社グループは、循環と共創の考え方のもと、人・モノ・情報をつなぐ物流機能を磨き続けることで、

お客さまへの提供価値を高めるとともに、持続的な企業価値の向上につなげていきます。

COLUMN

持続可能なグループ物流の構築 ― 循環と共創を支える物流基盤へ ―
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本章では、再発防止策完了後の品質マネジメントを示します。独立した品質保証機能を維持し、品質監査、グループQMS、人財育成、
品質文化の変革を通じ、問題を自ら発見・是正し、未然防止を定着させながら、品質を事業競争力の源泉とするトップ品質化への取組みを示します。

1
3
2 4指標 F25 実績

重大品質問題の内部発見率 73％

品質監査を実施した事業所数 57事業所

品質監査で確認した改善事項の数 243件

5再発防止策を2026年3月に計画通り完了  P.63

品質保証機能の独立性を維持し、
グループ統合戦略室へ改革機能を発展  P.63

重大品質問題の内部発見率が7％→73％へ上昇  P.63

57事業所を監査し、243件の改善事項を発見  P.64

グループQMS、品質教育、品質文化変革を推進  P.63-64

重大品質問題は増加。
未然防止の定着と0件に向け対策継続  P.63-64

統合報告書2026　本誌 別冊・関連章 WEB
P.37「データがつながると、現場の何が変わる？」 PART2-2「重大リスク事案への継続対応」 PART6「人的資本」  品質方針  品質不適切行為に係る再発防止策の進捗等について

CROSS REF.

品質DIGEST

進捗サマリー

実効性を支えるしくみ

◦ 発覚した品質問題を踏まえ、F24から品質方針を大幅見直し
◦ 取締役会が監督し、品質保証統括室は社長直轄・事業部門から独立
◦ グループ品質委員会を年2回、品質保証実務担当者会議を年4回開催
◦ 重大品質問題は発見・発生段階で速やかにグループ内へ共有

方針・体制  P.63

◦ 再発防止策を2026年3月に計画通り完了
◦ 改革推進室はグループ統合戦略室へと発展
◦ 品質保証機能は独立した組織として存続

再発防止策完了後の組織体制  P.63

◦ グループ共通の品質保証基盤として、グループ
QMSを構築・展開
◦ グループ各社・部門の自律的な品質保証活動を支援
◦ グループ各社・事業所の状況に応じ、未然防止・
クレーム低減などを支援・協働

◦ 3月29日を「品質の日」とし、品質問題の教訓を継承
◦ 品質保証の基礎教育、品質不正防止・未然防止活動
に関する教育を実施
◦ 「品質は全部門全員で作り上げる」文化への変革を
推進

◦ F25は57事業所を監査し、243件の改善事項
を発見
◦ 監査を契機に複数の重大品質問題を発見
◦ 「発見する監査」から、組織文化・風土を含
む潜在課題の改善へ高度化

品質監査  P.64 グループQMS・支援  P.64 品質文化・人財  P.64

品質マネジメント・ガバナンス

◦ トラブル対応 → 未然防止 → トップ品質化の3段階で品質向上
◦ 再発防止策の完了を踏まえ、未然防止活動の定着へ移行
◦ 2035年に、品質を事業競争力の源泉とする

品質向上の3ステージ  P.63

◦ 品質監査、グループQMS、支援・協働、人財育成、品質文化変革
を一体で推進
◦ 重大品質問題の傾向分析を未然防止へ反映
◦ データ活用による品質管理の高度化を推進

未然防止を支えるしくみ  P.63

再発防止からトップ品質化へ

再発防止策
計画通り完了

重大品質問題の
内部発見率

F25／2021年は7％

品質監査実施
F25

F25 57事業所73%

指標と目標
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再発防止の完了から、未然防止の定着・トップ品質化へ

品質マネジメントの枠組み
当社グループは品質理念のもと、年度ごとに品質方針を定めています。発覚した品質問題を踏まえ、従来4項目であっ
た品質方針を2024年度から「法令・品質基準・規格の共有と浸透」「協働」「品質・安全性の確保」の3項目へ大幅に見直
しました。品質保証・管理規則に則り、顧客満足を事業活動の基本行動原理として品質保証・管理活動の徹底を図ってい
ます。
品質保証統括室（以下、品証統括室）は品質保証部門の独立性を確保するため、社長直轄の組織としており、グループ
各社・部門の品質保証部門を統括しています。グループ品質委員会（年2回）と品質保証実務担当者会議（年4回）を通じ
て、方針の決定、品質情報を共有し、改善を促すための討議を実施しています。
重大品質問題（人身に関わる欠陥・リコール・JISなど公的規格の不適合など）は、発見・発生の段階で責任の所在に拘
わらず速やかにグループ内へ展開するルールを運用し、グループ品質委員会で共有して改善につなげています。

トップ品質化へのステップ
品証統括室では、グループ全体に対し、トラブル対応（第1ステージ）、未然防止（第2ステージ）、トップ品質化（第3ス
テージ）の3つのステージからなる品質向上の枠組みを展開しています。現在は第1ステージであるトラブル対応に取り
組んでおり、今後は第2ステージである未然防止活動の定着を進めながら、2035年のトップ品質化（第3ステージ）の実現
を目指します。（図1）

全体最適への昇華とグループ統合戦略室への発展
当社グループは、過去の品質問題を受けて策定した再発防止策を、2026年3月に計画通り完了しました。
再発防止を推進してきた改革推進室は、2026年4月に「グループ統合戦略室」へと発展しました。事業グループ企画

統括、ものづくり変革、業務プロセス変革、組織風土変革を担います。なお、ますます高度化する品質要求への対応とし
て、データ活用による品質管理の高度化を推進しています。その事業戦略上の位置付けは本誌の26中計プロセス変革を
ご参照ください。

図1  品質を軸にした改革タイムライン

図2  品質保証体制図　

グループ品質委員会（年2回）
委員長：社長

参加者：グループ各社の社長、各部門の部門長

グループ各社・部門

事務局として
運営

グループ全社の品質保証部門を統括

直轄
監督

参加

参加

事務局として運営

品質保証実務担当者会議（年4回）
参加者： グループ各社・部門の

品質保証部門長

社長

取締役会

品質保証統括室
（品証統括室）

社長直轄・グループ全体を統括

品質保証部門
事業部門から独立

グループ統合戦略室※

事業グループ企画統括・
ものづくり変革・
業務プロセス変革・組織風土変革

独立性が確保された運営

2026年4月 新設

※  品証統括室とは別組織。品質保証機能
は独立して存続。

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/company/quality-policy.html品質方針

指標と目標
重大品質問題件数は増加したものの、問題を隠さず顕在化させ、自ら是正する自浄作用が働きはじめたことの表れとと

らえています。今後は未然防止活動などを強化し、重大品質問題ゼロを指標としたトップ品質化を目指します。

※  製品起因の重大な品質事故が発生した場合の重大インシデント管理プロセスは、PART2-2「重大リスク事案への継続対応」を参照ください。本章は、その予防に
あたる品質マネジメント体系の構築と、過去の品質問題からの再発防止の完了・未然防止の定着を扱います。

※  QMS：Quality Management System

※  重大品質問題の内部発見率2021年：7％ ⇒2025年度：73%

第1ステージ 第3ステージ

既に発生している
品質問題・クレームを

減らしたい

第2ステージ

今はないが、将来起こり得る品質問題・クレームを防ぎたい

未然防止を支える取組み

 ◦不具合・クレーム対応
◦原因究明
◦再発防止
◦潜在リスクの先行改善
◦支援・恊働

品質監査 グループQMS※の
構築・運用

人財育成支援・協働 品質文化変革

トラブル対応 未然防止 トップ品質化
品質問題やクレームを最小化し、
品質を事業競争力の源泉とする

◦重大品質問題ゼロ
◦未然防止ができる組織文化
◦ 継続的に改善できる品質保証体制
◦信頼されるトップ品質企業

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/company/quality-control.html再発防止策進捗　

グループQMSの運用定義 グループQMSを適用し、品質面のガバナンスを強化
品質監査の高度化 監査結果を活用したプロセス課題の整理と改善活動の推奨
重大品質問題の傾向分析 発生要因の分析を通じた未然防止活動の強化
品質人財育成の見える化 一部を除いてタレントマネジメントシステムを活用し、教育受講状況などを整理

表1  未然防止へ向けた取組み

※ 一部省略しています。
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当社は、人財の育成にも積極的に注力して
います。2025年度は品質保証の基礎教育に
加え、品質不正防止や未然防止活動に関する
教育を実施しました。また、外部専門家を活
用した実践型教育や講演会も開催し、品質管
理手法の習得にも注力しています。
今後は人財育成のプログラムをさらに充実

させ、「品質は全部門全員で作り上げる」文
化への変革を後押しすることで、新しい価値
づくりにつなげていきます。

当社グループは、重大品質問題を発見した段階で速やかに情報共有し、原因究明と再発防止を実施しています。
2025年度に発生した重大品質問題では、品質監査や従業員からの申告などを通じて内部で発見された案件の割合が
増加しています。これは問題を隠さず報告し改善につなげる文化が浸透してきた成果と考えています。今後も品質文
化の変革や再発防止と未然防止活動の強化によって、重大品質問題ゼロを目指していきます。

品質人財教育

重大品質問題の対応

COLUMN

2025年度の活動実績と今後の対応

当社グループは、品質文化の変革に向けたさまざまな取組みを推進しています。その一つとして、2021年の品質
問題の教訓を忘れず、風化させることなく後世に引き継ぐため、3月29日を「品質の日」と定め、品質意識向上活
動を実施しています。また、品質改善活動の好事例を共有する好事例コンテストや、外部専門家を活用した講演会な
どを通じて、品質に対する意識向上にも取り組みました。今後も品質ワンフレーズ「正直になろう。正直にやろう。」
を掲げ、「品質は全部門全員で作り上げる」文化への変革を推進していきます。 

当社は品質保証体制の維持・向上と潜在する品質問題の発見を目的として、グループ各社・部門を対象に品質監査
を実施しています。2025年度は57事業所を対象に監査を実施し、243件の改善事項を発見するとともに、監査を契
機として複数の重大品質問題が発覚しました。これらの活動を通じて、品質問題を顕在化させる「発見する監査」と
して一定の成果を上げています。今後は表面的な問題の発見に加え、組織文化や風土の課題を把握し、隠れた問題の
解決につなげていきます。

当社はグループ全体で共通の品質保証の考え方と運営ルールを定着させるため、グループQMSの構築と展開を推
進しています。今後はグループQMSの実践を通じて、グループ各社・部門の自律的な品質保証活動を支援し、グルー
プ全体の品質面のガバナンス強化につなげていきます。また、 2025年度は品質保証体制の強化や未然防止活動、ク
レーム低減活動など、グループ各社・事業所の状況に応じた支援・協働を行いました。引き続き品証統括室による支
援・協働活動を実施することで、グループ各社・部門の品質課題を解決していきます。

品質文化の変革

品質監査の強化

品質保証活動の支援・協働テーマ アクション 今後の対応

品質保証体制の強化

・品質保証担当役員の専任化
・外部アドバイザリースタッフの登用
・品質委員の見直し
・実務担当者会議の回数増・見直し

・品質文化の変革
・外部アドバイザリースタッフの増員

品質監査の強化 ・品質監査の見直し
・品質監査の導入・グルーピングによる相互監査

・品質監査の頻度見直し
・品質監査の事前準備の強化

グループ全体での
品質保証体制の強化と整備

・特別調査委員の未調査事業所調査
・部門担当制の導入
・タレントマネジメントシステムの導入
・品質教育の強化・グループQMSの導入

・フォローアップ監査の強化
・人財ローテーションの実施
・品質教育の体系化
・グループQMSの実践

品質保証機能への
経営資源投入

・品質保証統括部の増員
・品質保証統括部員の他部門投入
・人が介在しないシステムの導入

・グループ内での情報共有・展開
・デジタル技術の定着化

専門スキル一般スキル経営マインドセット

新入社員

オペレー
ター

新入社員

スタッフ

係長

課長

部長

事業部長

役員

総合職
（全国系）

一般職
（地域系）

作業長

組長
職長
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1 2
4 5

3
製品環境情報＝製品の環境負荷を測り、お客さまに示すための情報。当社グループは「実質ベース×グローバル資源還流」という考え方で、
循環を事業構造そのものに実装しています。本ページは現在の取組みと到達点を示します。

◦�当社グループは循環を「実質ベース×グローバル資源還流」という考
え方で事業構造そのものに実装
◦�「主張」ではなく「検証できる実体」を起点に置く（＝実質ベース。内容は
下記「実質ベースの定義」に記載）

◦�その実体を、国境を越えて物理的に回す（＝グローバル資源還流。回収
→再溶解→再生ビレット供給）

◦ 再生材PCR※1比率／業界標準手法によるCFP※2

◦ スコープ3カテゴリ1の一次データを中核に据える

※ 気候変動ガバナンスについてはPART3 参照。

循環の4取組みを事業構造として推進
外部スクラップ購入比率31%（目標30%超）、スコープ3
売上高原単位を開示※ 当社参加イニシアチブ：TCFD（2023年）、GXリーグ（2024年〜）（いずれも日本軽金属ホールディングス㈱）。

※ 外部スクラップ購入比率算定方法の見直しを行い、過去に遡って修正しました。

※1 PCR：Post-Consumer Recycled　※2 CFP：Carbon Footprint of Product

KPI 2030目標 F23 F24 F25

外部スクラップ購入比率 30％超 31％ 30% 31％

スコープ3 売上高原単位（国内） △30％（F30） 5.17 4.91 5.00

統合報告書2026　本誌 別冊・関連章 WEB
 持続可能な資源の利用

実質ベース グローバル資源還流

再生アルミの普及拡大

P.15「循環を事業にする現在地」P.14「循環を動かす、共創の役割分担」 PART3「気候変動」

循環の実装アプローチ

機会

実質ベースの定義

CROSS REF.

製品環境情報
31% 4つ

外部スクラップ
購入比率

循環の取組み
（F25・目標30％超）

基本的な考え方

◦ TREグループと動静脈連携の実証
◦CMR-NLM-Eco社（インド）出資
◦再生ビレットの供給体制を構築中

アップグレード／グローバルフロー

◦再生・低炭素商品を個別案件ベースで提供
循環型商品の販売

循環の4つの取組み

指標と目標 進捗サマリー

◦ 「使えるスクラップ」確保のボトルネック化
◦ CBAM下流拡張（F28〜）で顧客のCFP要請強化
◦ マスバランス・表示の信頼性（EU Green Claims）

リスク

◦ CBAM・ELV規制・EU電池規則を機会と要請の両面で監視
規制の注視

機会とリスク（規制対応）

DIGEST

クローズドループ
◦ JR東海・東海道新幹線、電線、トラックボデーの水平リサイクル

機会
◦ お客さまのカーボンニュートラル戦略への再生材提案
◦ グローバル還流の先行者利得
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本章では、人財を26中計の実行基盤と位置付け、経営戦略との連動、ガバナンス、人財育成、リスクと機会、KPIを示します。4つのマテリアリティ
への投資を軸に、取締役会の監督から職場での実行、成果と課題までを一連で開示し、企業価値向上とのつながりを明らかにします。

1 2
3

4
5エンゲージメントスコア 3.38pt→3.48ptへ改善  P.70

総合職女性採用 26.5％、経営次世代研修 10名  P.71

女性管理職比率 6.4％、男性育休 81.0％。2030年度目標へ途上  P.73

国内休業災害 18件・度数率 0.79。ゼロ災害に向け対策継続  P.72

KPI 目標 F25 実績
従業員エンゲージメントスコア 3.6pt以上 3.48pt

女性管理職比率 10％ 6.4％

男性育児休業取得率 100％ 81.0％

休業災害件数 0件 18件

経営次世代研修 修了 10名以上 10名

※主要指標を抜粋。全指標・集計範囲は P.02  参照。
※休業災害件数・度数率は暦年集計。

統合報告書2026　本誌 別冊・関連章 WEB
 人財育成方針

主な機会
◦「自律的なプロフェッショナル」の育成
◦ グループ連携・全体最適を担う人財の育成・輩出
◦エンゲージメント向上による好循環

P.36「AIは、私の仕事を奪うのか。」 P.39「挑戦したら、本当に報われるのか。」 P.19「サステナビリティに対する取締役会の監督」 P.86「安全関連データ」

育成体系  P.69

製造人財・エンゲージメント  P.70

CROSS REF.

人的資本
3.48pt 6.4% 18件

従業員
エンゲージメントスコア

F25

女性管理職比率
連結・F25

国内休業災害
2025年／度数率0.79

人財の確保・育成 指標と目標

進捗サマリーリスクと機会

DIGEST

戦略・ガバナンス

◦人財を「循環型価値創造の最大の資本」と位置付け
◦目指す人財像は「自律的なプロフェッショナル」

経営戦略との連動  P.67

識別・管理  P.72

◦4つのマテリアリティごとに投資の時間軸と目標を設定
◦取締役会が監督し、人事・安全衛生の実務体制が施策を実行
◦26中計の実現を、必要人財の確保・育成と接続

投資・ガバナンス  P.68

◦26中計の実現には、必要人財の確保・育成が不可欠
◦製造技能、生産技術、設計・開発、共創人財を重視
◦人事制度・研修・職場環境への投資とAI・DXで補完

人的資本への依存・影響  P.68

◦職場単位で改善アクションを実行
◦会議体と直接対話の双方で、現場と経営を接続

現場実行  P.68

◦国内グループ総合職社員対象のグループ統一研修を開始
◦経営次世代研修を継続
◦人財プール形成・後継候補特定の体系化は今後の課題

◦製造人財を「確保・伝承・補完」の3方向で対応
◦AI・DXによる省人化・自働化で補完
◦エンゲージメントを「測定→改善→実行→確認」で継続改善

主なリスク
◦必要人財の確保
◦多様な人財の活躍
◦労働安全衛生
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経営戦略と人財戦略の連動

人財は、循環型価値創造の最大の資本
当社グループでは、従業員を「人材」ではなく「人財」と位置付け、すべての事業活動の基盤である人的資本への投資
を企業価値向上の源泉と考えています。

2035ビジョン「循環型価値創造のグローバル・リーディング・カンパニーへ」の実現と26中計の達成には、従業員一
人ひとりが「自律的なプロフェッショナル」として成長し、それぞれの能力を最大限に発揮するとともに、その力を企業
価値向上につなげていく必要があります。本章では、経営計画の実現に向けて必要となる組織・人財、そのための投資、
人的資本への依存・影響、そしてそこから生まれるリスクと機会について、一連の流れで説明します。

目指す人財像 ─「自律的なプロフェッショナル」
経営戦略の実現に必要な人財像を「自律的なプロフェッショナル」と定めています。「自律」とは、個人の判断で自由

に行動することではなく、2023年に策定した「日軽金グループ行動理念」を基準に主体的に行動することを意味します。
また、この人財像は行動理念と新人事賃金制度に連動するものであり、規範と処遇の両面から目指す人財像の実現を図り
ます。

経営を支える人的資本 ─ロジックモデル
当社グループは、4つのマテリアリティ（労働の安全衛生／働きがいのある職場づくり／ダイバーシティ＆インクルー
ジョン／人財の確保、育成）への人財投資を通じて、「従業員の幸せ」と企業価値向上の好循環を生み出します。全体像
を図1に示します。

▍自律的なプロフェッショナル
「日軽金グループ行動理念」を体現し、企業価値向上のために能力を発揮するプロフェッショナル※人財。

▍日軽金グループ行動理念
当社グループは、従業員一人ひとりが未来に向けて働くうえで大切にすべき価値観・行動基準として、「日軽金グルー

プ行動理念」を定めています。この行動理念の実践こそがプロフェッショナル人財を育成し、その人財が互いに力を発揮
することで、グループの新たな価値の創出につながると考えています。

※ 依るべき基準：日軽金グループ行動理念。

図1  経営を支える人的資本 ロジックモデル

2035ビジョン  循環型価値創造のグローバル・リーディング・カンパニーへ

さらなる人的資本への投資を生み出す好循環を構築

アウトプット（取組みの到達点）

◦�労働安全衛生マネジメントシステム
の継続
◦�アクションプラン研修（F25）→ 

レビュー研修（F26）実施
◦�くるみん認定会社の伸展 
（F25・2社増）
◦�グループ統一研修へ移行 
（F25～・受講必須）

26中計「変革の実践」  ❶新しい価値づくり　❷プロセス変革

※ 能力が高く、技に優れ、仕事に確かさがある。

インプット（人財投資）

◦ゼロ災害への取組み
◦人事賃金制度の改定（F27）
◦ 従業員エンゲージメント向上に向け

た取組み
◦グループD&I部会
◦多様な人財の確保
◦研修体系の拡充

マテリアリティ

労働の安全衛生

働きがいのある職場づくり

ダイバーシティ＆
インクルージョン

人財の確保、育成

進化する自分を描く

信頼される企業へ ご安全に！

全員で創る未来
やってみよう、
やってみなよ

5ゲンと向き合う チーム日軽金

一歩先の価値

地域と共に
アウトカム

◦従業員の幸せの実現

◦26中計財務目標
経常利益300億円超
ROIC 8%以上

経営計画
目指す人財像

自律的なプロフェッショナル※

6  人的資本

Nippon Light Metal Group  ●  INTEGRATED REPORT 2026 

自然環境 人権・責任ある調達・製品責任 人的資本 地域社会・社会貢献 各種データ 巻末資料気候変動リスク管理・コンプライアンスコーポレート・カバナンスWho We Are
Contents 6711 2 3 4 5 6 7

（ダイジェスト）人的資本  ¦  人的資本  ¦  

人的資本6

 人的資本  



必要となる人的資本投資 ─ 4つのマテリアリティへの投資と、その時間軸
26中計期間における主な取組みと時期を図2に示します。

当社グループは、人的資本を経営戦略の中核に据え、その推進と監督の所在を明確にしています。取締役会が人的資本
に関する重要方針とリスクを監督し、執行側では人事と安全衛生の各層が連携して施策を実行します。本ページでは、監
督・推進・執行の所在を一枚の体制図（図3）に統合して示します。

人的資本への依存・影響と、そこから生じるリスク・機会
当社の26中計は、経常利益300億円超・ROIC 8%以上の達成を掲げています。その実現は、製造現場の技能、生産技

術、設計・開発を担う人財と、循環型社会への移行をともに切り拓くグローバルな共創人財を、確保・育成し続けられる
かに懸かっています（依存）。国内労働人口の減少により人財確保の難度が高まる中、当社グループは人事賃金制度の改
定、研修体系の拡充など、安全で働きがいのある職場づくりを通じて人的資本の維持・向上に投資し（影響）、あわせて
AI・DXの活用による省人化・自働化でこれを補完します。
この相互関係から、人財の確保、多様な人財の活躍、労働安全衛生を主要なリスクとして、自律的なプロフェッショナ
ルの育成とエンゲージメント向上がもたらす好循環を主要な機会として識別しています。

監督・推進・執行の体制
当社グループの人的資本ガバナンスは3層で構成されます。

図2  人的資本投資の重点と時間軸

図3  人的資本推進体制

人的資本のガバナンス─取締役会が監督し、現場が動かす

取締役会（監督）
人的資本の重要方針を監督します。

経営層・統括組織（グループ推進）
グループ経営会議などを通じ人財戦略をグループ最適で推進します。

人事・安全衛生の実務体制（執行）
グループ人事委員会（年2回）をはじめ、人財の採用・育成や従業員エンゲージメント向上、組織の多様性推進を担うグルー
プ人事担当部長会議（年6回）および担当者会議（年1回）を開催しています。さらに、グループ安全衛生委員会（委員長：HD

社長、年1回）と責任者会議・担当者会議を通じて、グループ横断で連携しながら各施策を実行します。

マテリアリティ F25 現在地 F26-F28（26中計） F29以降 目標（代表）

労働の安全衛生 休業災害 0件
度数率 0.00（F30）

働きがいのある 
職場づくり

エンゲージメント
スコア 3.6pt以上（F30）

ダイバーシティ＆
インクルージョン

女性管理職比率 10%以上
（F30）
男性育休 100%（F30）

人財の確保、育成 経営次世代研修
修了 10名以上/年

労働安全衛生マネジメントシステムの継続・ゼロ災害へ

コンパスミーティング・フィードバック研修

グループD&I部会

経営次世代研修・グループ統一研修（F25～）

日本軽金属㈱人事賃金制度改定
（F27）

グループ展開
（F28～）

アクションプラン研修 レビュー研修 研修センター供用開始（F26下期）

労働の安全衛生 働きがいのある職場づくり ダイバーシティ＆インクルージョン 人財の確保、育成

監督層 取締役会

推進層 グループ経営会議 ／ 統括組織

執行層

現場層 グループ各社・各事業所

安全衛生責任者会議

グループ安全衛生委員会
委員長＝HD社長・年1回

グループ人事委員会（年2回）

グループ人事担当部長会議（年6回）

グループ人事担当者会議（年1回）
リスクと機会ミーティング

内部統制報告

安全衛生担当者会議

※ 一部省略しています。
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現場が動かす ─ 職場起点の実行のしくみ
変革の実行主体は、各職場です。エンゲージメント向上サイクル（図5）では、未来会議でのサーベイ結果のフィード
バック研修を通じて各職場へ還元し、改善アクションは職場単位で立案・実行します。これを後押しする研修や好事例の
横展開の内容と成果は、P.70に示します。
安全衛生においても、各事業所の安全衛生委員会に加え、各事業所の安全衛生担当者で構成したチーム（約60名・6チー

ム）による安全活動のレベルアップを図ります。
取締役会の監督と、職場の自律的な実行 ── この両端がそろってはじめて、人的資本のガバナンスは機能します。

報告と対話の経路 ─ 現場と取締役会をつなぐ
人的資本に関する経営情報は、2つの経路で現場と取締役会を往復します。
第一は、会議体を通じた定例の経路です。エンゲージメントや労働災害などの主要KPIと重大リスクは、人事・安全衛
生の各会議体からグループ経営会議に集約され、必要に応じて取締役会へ報告されます（識別・評価のプロセスはP.72）。
取締役会の監督と指示は、同じ経路を通じて方針として現場へ展開されます。
第二は、役員が現場へ出向く直接の経路です。社長以下役員によるコンパスミーティング（2026年度より名称変更、旧

称：職場行脚）〔2026年3月まで・累計215回4,035名と対話〕、未来会議を通じて、階層を介さずに現場の声が経営に届
きます。

グループ人財の計画的育成
当社グループは、求める人財像に基づく体系的な育成を進めています。2025年度より、国内グループの総合職社員を
対象とした受講必須のグループ統一研修へ移行し、階層別・選抜・自己啓発を組み合わせた研修体系（図4）を整備してい
ます。一般職については、現業職の監督職・中堅・若手の各層に応じた階層別研修（パワーアップ系）やフォルトゥナ研
修（女性向け）などを実施しています。あわせて、LMS（学習管理システム）の活用や社内公募制度（日本軽金属㈱・2025

年度〜）により、主体的な学びとキャリア形成を支援しています。

当社グループは人財の育成と、誰もが安全・健康に働ける職場環境づくりを一体で進めています。本節では、人財育成
（P.69）、働きがい・多様性・健康（P.70）、労働安全衛生（P.71）の取組みを示します。

戦略 ─人財育成と職場環境

図4  研修体系　総合職（全国系）と一般職（地域系）の両系統で育成

経営人財の輩出 ─ 次世代経営人財の計画的育成
グループ連携・全体最適を担う次世代経営人財を、選抜・育成を通じて継続的に確保しています。中核となる経営次世

代研修は2014年度に開始し、2025年度までグループ22社・延べ152名が受講、修了者からはグループ会社役員53名が
就任しています（うち受講時にすでに役員であった9名を含む）。対象は50歳前後の選抜層です。なお、人財プールの形
成や後継候補の特定といったサクセッションプランとしての体系化は、今後の課題と認識しています。

主体的キャリアの育成と人事賃金制度の刷新
多様な人財が能力を発揮できるよう、人事賃金制度を改定し、「主体的なキャリア成長行動」を求める新たな制度へと

刷新します。新制度では、「成長実感・多様性・透明性」の3つを軸とし、成果や行動を公平に評価し、多様な人財一人
ひとりが活躍できる環境をつくるとともに、評価の一貫性と透明性を確保することを方針としています。日本軽金属㈱で
管理職・一般職を対象に2027年度に導入したのち、2028年度以降グループ会社へ方針などを展開する予定です。

総合職（全国系）

テーマ別・職能別（一部）

共通基盤・自己啓発

幹部候補 経営次世代研修（選抜・50歳前後）

管理職 第三世代／既任管理職／新任管理職

中堅・若手 中堅社員／新入社員

グループ統一研修（F25～・国内グループ総合職対象・受講必須）

一般職（地域系）

監督職
（職長・組長・

作業長）

パワーアップシニアメンター／パワーアップメンター
パワーアップ

中堅・若手
（オペレーター）

Jr.パワーアップ／新成人／新入社員

階層別研修（パワーアップ系）＋フォルトゥナ研修（女性向け）※

※ D&I（P.71 女性活躍）と連動

マネジメント研修 語学・グローバル研修 生産・技術研修 その他
•トップセミナー　•マネジメントセミナー
•外部研修派遣

・国内外語学留学 ・技術科学大学派遣　・生産技術・基礎セミナー
・NPSトレーナー教育

・コーチング研修
・海外トレーニー

LMS（学習管理システム） 社内公募制度 技術系奨学金制度
•グループ共通の学習基盤 ・日本軽金属㈱ F25〜 ・日本軽金属㈱ F25〜

フォルトゥナ
研修
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従業員エンゲージメント向上サイクル
従業員意識の定点観測（エンゲージメントサーベイ）を起点に、当社グループはエンゲージメント向上のサイクルを構
築し、組織風土の改善と「従業員の幸せ」の実現につなげています。サイクルは、従業員意識の測定（定点観測）→改善
ポイントの抽出（各職場・人事制度）→自律的な変革推進（各職場）→期待成果の創出（働きがい向上など）の4段階を継続
的に回すものです（図5）。
昨年の調査で確認された、現業職比率の高い職場でスコアが低い傾向が見られた課題に対し、未来会議でのサーベイ結
果のフィードバック研修、エンゲージメント向上を目指す職場を対象とするアクションプラン研修（2025年12月）、社内
報「日軽人」による好事例の横展開など、職場単位の取組みを進めました。その結果、現業職のエンゲージメントスコ
アは改善（2024年度／3.20pt→2025年度／3.35pt）し、2025年度全体のエンゲージメントスコアは3.48pt（満点5pt）と、
前年度を0.1pt上回りました。2026年7月には、これらの成果や課題を振り返るレビュー研修を実施し、改善のサイクル
を次年度につなげています。
また、サイクルの要である「言える化（忌憚なく声を上げられる風土づくり）」は、コンパスミーティング、未
来会議などの対話チャネルが支えており、これらは品質問題からの再生の過程で築いた対話のしくみ（PART2-2�
「重大リスク事案への継続対応」（P.28）・PART5-3「品質」（P.63））を継続的に活用するものです。
当社グループは、このエンゲージメントスコアを組織風土改善の定点指標と位置付けています。従業員の成長実感がエ
ンゲージメントの向上を生み、それが企業価値の向上につながる─この価値創造の流れにおいて、エンゲージメントス
コアは経営が継続的に注視すべき重要な指標です。

製造人財対応 ─ 確保・伝承・補完
当社グループの従業員構成は、50歳以上が約3分の1（2022年度〜2024年度：33〜32%）を占める状態が続いています。
この構成を維持できていること自体、確保の取組みの成果ですが、国内の労働人口が減少する中で現場の力と技能を将来
にわたり保ち続けるには、確保・伝承・補完を経常的なサイクルとして回し続ける必要があります。確保では技術系奨学
金制度（日本軽金属㈱・2025年度〜）やキャリア採用、グローバル人財採用の強化により新たな人財を迎え、伝承では生
産・技術研修（NPSトレーナー教育など）やパワーアップメンター研修を通じて、次世代育成を進めます。
あわせて補完として、自働化・作業支援・検査工程のAIやDXの活用を推進します。これらは人財の確保が一層難しく

なる将来においても、ものづくりを継続するための備えです。

戦略 ─ 働きがい・多様性・健康

図5  エンゲージメント向上サイクル

従業員意識の定点観測（エンゲージメントサーベイ）を起点に、
エンゲージメント向上のサイクルを構築し、組織風土の改善につなげる。

組織風土の改善
「従業員の幸せ」の実現

従業員意識の測定
定点観測（サーベイ）

改善ポイントの抽出
各職場・人事制度

自律的な変革推進
（特に）各職場

期待成果の創出
働きがい向上 など

「言える」化する

「言える」化から
アクションへ

成果創出に向け
取り組む

成果を確認する
（例：幸せKPI）

起点

言える化を支える対話チャネル：
・コンパスミーティング（累計215回・4,035名）
・未来会議（累計61回・8,581名）（品質再生で築いたしくみ  PART2-2「重大リスク事案への継続対応」（P.28）  PART5-3「品質」（P.63））

エンゲージメントスコア

3.48pt

率直な開示：
前年に比べて全項目でスコアの改善が見られたものの、
さらなる向上にはグループ全体ならびに各職場の継続的
な取組みが重要。

F25・グループ全体
前年：3.38pt
目標 ：3.6pt以上（F30）

（満点5pt･F25回答率94.1%）

定点観測の読み取り

経営における位置付け
企業価値の
向上

エンゲージメント
スコア

従業員の
成長実感

エンゲージメント
向上
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ダイバーシティ＆インクルージョン
多様な人財が活躍できる環境づくりを進めています。

健康経営とメンタルヘルス
従業員の心身の健康を経営基盤と位置付け、グループ各社で健康経営を推進しています。2025年度は、新たに東洋ア
ルミニウム㈱、理研軽金属工業㈱が「健康経営優良法人2026（大規模法人部門）」に、日軽金アクト㈱、日軽メタル㈱が
健康経営優良法人2026（中小規模法人部門）」に認定されました。
メンタルヘルス面では、毎月のグループ従業員の長時間労働者の抽出・確認と外部相談窓口の設置により、対策の体系
化を進めています。

女性活躍
2025年度の女性管理職比率は6.4%（2030年度連結目標10%以上へ途上）、2026年度入社における総合職の女性定期採用
比率は19.1%（日本軽金属㈱／目標20%以上／2025年度実績26.5%）です。グループD&I部会や、若手・中堅メンバーに
よるD&Iコミュニティ（日本軽金属㈱）などを通じて多様な人財の活躍を後押ししています。

両立支援
男性育児休業取得率は81.0%（2025年度連結（国内）／2030年度目標100%）です。2025年度は、日
軽金アクト㈱がプラチナくるみん、日軽形材㈱がくるみん認定を取得しています。

障がい者雇用
障がい者雇用率は2.69%（日本軽金属㈱・2026年6月時点）で、法定雇用率を上回ります。

安全衛生の方針と体制
当社グループは「安全と健康がすべてに優先する」を安全衛生方針に掲げています。グループ安全衛生委員会（委員長＝

HD社長／毎年2月開催）を頂点に、責任者会議・担当者会議が連携する体制を採っています。同委員会には主要会社社長
に加え労働組合代表（労使トップ）が参加し、労使一体で方針を決定しています。運営方針は、（1）リスク低減活動（チーム
で改善）、（2）不安全行動撲滅・安全文化構築（自らが考える）、（3）現地現物での再発防止、未然防止（一緒に考える）です。

戦略 ─ 労働安全衛生

運営方針

戦略・アクションプランのベースとなる考え方・判断基準

（1）リスク低減活動
・リスクアセスメント（RA）の推進（安全担当チーム活動⇒全員の活動へ）
・災害情報の共有化、注意喚起

（2）不安全行動撲滅・安全文化構築
・安全活動により安全文化醸成（安全担当チーム活動⇒全員の活動へ）

（3）現地現物での再発防止、未然防止
・災害現地確認、対策の横展開
・重点事業所支援、外部人財の活用

図6 安全衛生の方針と体制

安全衛生方針　「安全と健康がすべてに優先する」
推進体制（詳細は 図3 人的資本推進体制）

グループ安全衛生委員会 安全衛生責任者会議 安全衛生担当者会議 全従業員
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労働災害の状況と対策
2025年の国内休業災害件数は18件（2030年度目標0件）、休業災害度数率は0.79でした。過去の発生事案は「定常作業

でのリスクアセスメント未実施による災害」と「非定常作業時の災害」「非作業での転倒災害」が課題です。安全衛生担当者
で構成したチーム（約60名・6チーム）による安全点検、安全衛生担当部門による安全法令勉強会開催（2022年度〜・延べ
17回・約2,900名）、災害発生事業所への事実確認（実施率100%）、外部人財を活用した安全指導などを通じ、再発防止と
未然防止を進めています。あわせて、テクノロジーによる安全対策も順次検討していきます。災害の推移を図7に示します。

リスクと機会の識別プロセス
人的資本に関するリスクと機会は、既存の全社リスク管理プロセス「リスクと機会ミーティング」（P.19）に統合して識

別します。この会議体はその名の通り、リスクだけでなく機会をあわせて扱うしくみです。従業員構成・能力／スキル・
労働／職場環境の3つの視点で整理・評価することで、見落としを防ぎます。評価結果はグループ経営会議を経て取締役
会に報告され、取締役会の監督（P.19）につながります。識別の枠組みを図8に示します。

人的資本に関するリスクと機会は、全社のリスク管理プロセスの中で一体的に識別・評価し、指標と目標（P.73）で進捗
を管理しています。本ページでは、識別のしくみと、当社グループが重点を置くリスクと機会を示します。

人的資本のリスクと機会 ─ 識別から監督

図7-1  休業災害度数率（連結） 図7-2  休業災害件数（連結）

図8  人的資本のリスクと機会

2025（暦年）202420232022

0.73
0.81 0.75 0.79

休業災害度数率

0.79

2021 （暦年）

（件）■国内 ■海外

15
13

16

6

18

5

15

2

15

9

20252024202320222021

識別プロセス：リスクと機会ミーティングで識別・評価→ グループ経営会議 → 取締役会

※  メンタルヘルス・ハラスメントなどは、識別プロセスを通じて継続的に精査します。

主要な機会

（1） 「自律的なプロフェッショナル」の育成
多様な人財が仕事を通じて自ら考え行動する人財へ成長できる環
境・制度づくりに取り組む→高い成果を生むチームへ→さらなる働
きがい・成長を促進

（2） グループ連携・全体最適の実行力
経営次世代研修による経営人財の育成・輩出→グループ連携・全
体最適の経営を推進 →持続的な成長と企業価値の向上

（3） エンゲージメント向上がもたらす好循環
成長実感→生産性向上・イノベーション創出→競争力・企業価値の
向上【スコアを先行指標として重視】

人的資本への投資は、次の3つの機会につながります。

主要なリスク

当社グループは、次の項目を重点リスクとして管理しています。

（1）人財の確保
背景：国内労働人口の減少で、必要な人財の確保が困難に
対応： 確保・伝承・補完、人事賃金制度の見直し、エンゲージメン

ト向上に取り組む。経営層の対話チャネル（→図5）を通じ
て現場の声を直接聞き、職場の風土改善を図る

（2） 多様な人財の活躍
背景：労働人口の減少と価値観の多様化
対応： フォルトゥナ（女性向け）研修、海外での若手グローバル人財

採用、定年延長制度の導入。D&Iをさらに推進

（3） 労働安全衛生
背景： 休業災害が高止まり。人起因・人と設備の混合起因および非

作業時の転倒災害が増加。
対応：安全点検・教育・高年齢者対応・テクノロジー活用

マネジメントシステム
安全衛生活動のPDCAを推進するためにマネジメントシステムを導入しています。

▍日軽金HD方式安全衛生マネジメントシステム
当社グループは「日軽金HD方式安全衛生マネジメントシステム」の実施継続を通じて、ゼロ災害の達成を目指してい

ます。

▍労働安全衛生マネジメントシステム（ISO 45001）
一部の事業所では、ISO45001を取得しています。対象事業所を記載します。

※ 休業災害度数率：延べ労働時間100万時間当たりの休業災害件数。

◦ 東洋アルミニウム㈱　八尾製造所
◦ 東洋アルミニウム㈱　蒲原製造所
◦ 東洋アルミニウム㈱　千葉製造所

◦ Svam Toyal Packaging Industries Private Limited
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主要なリスクと機会
▍主要なリスク
当社グループは、次の項目を重点リスクとして管理しています。

（1） 必要人財の確保
 国内の労働人口が減少する中、必要な人財の確保はますます難しくなっています。当社グループは、確保・伝承・補完
の3本柱（P.70）に加え、人事賃金制度の見直しやエンゲージメント向上に取り組むことで、この課題に対応します。ま
た、経営層の対話チャネルを通じて、現場の最前線で働く従業員の声を直接聞き、職場の風土改善を図ります。

（2）多様な人財の活躍
労働人口の減少や価値観の多様化が進む中、これからも組織が持続的に成長するためには、多様な人財の活躍が欠か
せません。当社グループは、フォルトゥナ（女性向け）研修の実施や海外での若手グローバル人財の採用、定年延長制
度の導入などを通じて、多様な人財の確保を進めています。また、D&I（P.71）をさらに推進し、一人ひとりが能力を
発揮し活躍できる職場づくりに取り組んでいます。

（3） 労働安全衛生
休業災害は近年高止まっており、「定常作業でのリスクアセスメント未実施による災害」「非定常作業時の災害」「非作
業での転倒災害」を課題として、安全点検・教育・高年齢者対応・テクノロジー活用を進めます（P.71）。また外部人
財を活用した安全指導によるマネジメント体制の構築、マネジメント力強化を図ります。

▍主要な機会
人的資本への投資は、次の3つの機会につながります。

（1）  「自律的なプロフェッショナル」の育成
多様な人財が、仕事を通じて自ら考え行動する「自律的なプロフェッショナル」へと成長できる環境や制度づくりに取
り組みます。そうした人財が集まるチームは高い成果を生み出し、その成果がさらなる働きがいや成長につながります。

（2） グループ連携・全体最適を担う人財の育成・輩出
多様な事業を展開する当社グループでは、グループ全体を見渡して経営できる人財の育成が重要です。経営次世代研
修を通じて経営人財を育成・輩出することで、グループ連携と全体最適の経営を推進し、持続的な成長と企業価値の
向上を実現します（P.69）。

（3） エンゲージメント向上による好循環
従業員の成長実感がエンゲージメントを高め、生産性向上やイノベーションの創出につながり、企業の競争力や企業
価値を高めます（図5）。この好循環を可視化する先行指標として、エンゲージメントスコアを重要視しています。

主要KPI一覧
人的資本に関する主要指標の実績・目標を一覧で示します（表1）。比較可能性の高い指標（エンゲージメント・多様性・
安全・育成投資など）と、当社独自の指標（行動理念サーベイなど）を併記し、各指標には集計範囲（連結／連結（国内）／
単体）を明記します。目標が未設定の指標（一人当たり教育研修費）は、2026年度中に目標を設定する予定です。

進捗ロードマップ
26中計期間の主な取組みと2030年度に向けた代表目標は、図2「人的資本投資の重点と時間軸」に示しています。

人的資本の指標と目標・進捗

表1  人的資本 主要KPI一覧

※ 本表は人的資本の主要KPIを一覧化しています。従業員構成、採用・離職、賃金差異、安全衛生などの詳細データはを「データ編」ご参照ください。
※ 休業災害件数・休業災害度数率は暦年（1〜12月）。その他は特記のない限り年度。
※ 目標未設定は「2026年中設定予定」。
※「単体」は日本軽金属㈱。

視点の凡例：● 構成（従業員構成）　● 能力・スキル　● 労働・職場環境　● 機会

指標 2025年度 実績 目標 集計範囲 単位 視点 関連
従業員エンゲージメントスコア 3.48 3.6以上 連結 pt ● 環境 P.70

行動理念サーベイ 3.74 ― 連結 pt ● 環境 P.73

女性管理職比率 6.4 10以上 連結 % ● 構成 P.71

総合職女性採用比率 26.5 20以上 単体 % ● 構成 P.71

男性育児休業取得率 81.0 100 連結（国内） % ● 環境 P.71

障がい者雇用率 2.69 法定雇用率以上 単体 % ● 構成 P.71

休業災害件数 18 0 連結（国内） 件 ● 環境 P.72

休業災害度数率 0.79 0.00 連結（国内） ― ● 環境 P.72

経営次世代研修 修了 10 10以上 連結（国内） 人 ● 能力 P.69

キャリア採用比率 53.6 50以上 単体 % ● 構成 P.70

一人当たり教育研修費 32.4 【設定予定】 連結 千円 ● 能力 P.68
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方針
当社グループは、グループが持つ資源を有効に活かし、当社グループらしい社会貢献活動を通じて、地域社会の発展に
貢献できるよう、次の「社会貢献方針」（2016年7月22日制定）に基づいて地域社会貢献に取り組んでいます。

計画
地域貢献活動計画は個々の会社、事業所単位で策定し
取り組んでいます。

2025年度での主だった内容は下記の通りであり、支
出の実績は右記の通りです。

2025年度は591の地域活動プログラムに参画し、
支出額は219百万円となりました。

◦ 日軽金グループは、地域の文化や慣習を尊重し、地域社会と協調してその発展と向上に貢献します。また、生
物多様性保全活動などを通じて、地域の環境保全にも貢献します。
◦� 日軽金グループは、ものづくり教育や学術研究支援などを通じて、将来を担う次世代の人材の育成に貢献し
ます。
◦� 日軽金グループは、従業員が自発的に地域に貢献する活動に参加できるよう、その支援態勢の充実に取り組み
ます。

社会貢献方針

▍2025年度計画
◦� 従業員の社会貢献活動の把握・推進検討
◦�各地域における文化体育事業および教育・研究機関へ
の支援
◦�地域コミュニティとの積極的な交流
◦�警察など外部機関との協力と情報収集

（百万円）

2024 （年度）202320222021

119

280

163

249

2025

219

▍主な地域貢献活動
2025年度の取組み

社会貢献会計

実施時期 実施事業所 実施内容

2025年  6月 日本軽金属㈱蒲原製造所 地元ラグビースクールにグラウンド開放

2025年  7月 日本軽金属ホールディングス㈱ グループ本社 子供向け「ファミリー社内見学会2025」を開催

2025年  8月 日本フルハーフ㈱ 8/17愛川町勤労祭野外フェスティバルに参加

2025年  8月 日軽蒲原㈱ 富士山クリーン月間の清掃活動を実施

2025年  8月 日軽松尾㈱ 上田市開催の「夏休み親子見学会」に協力

2025年  9月 日本軽金属ホールディングス㈱ 「第5回 CHALLENGE COFFEE BARISTA（チャレンジコー
ヒーバリスタ）」に協賛

2025年10月 日本軽金属㈱蒲原製造所 本栖湖でのヒメマス保護活動を支援

2025年10月 日本軽金属㈱蒲原製造所 第37回「日軽祭」を開催

2025年11月 日軽松尾㈱ 地元ジュニアバドミントンチームへユニホームを贈呈

2025年11月 日本軽金属㈱蒲原製造所 地域イベント「第23回　蒲原宿場まつり＆産業フェア」
に参加

2025年11月 日本軽金属㈱名古屋工場 地元小学生の工場見学受け入れ

2026年  1月 日本軽金属㈱蒲原製造所 「蒲原海岸 初日の出プロジェクト」に協賛

2026年  1月 日本軽金属㈱蒲原製造所 静岡市清水商工会女性部見学受け入れ

2026年  2月 日本軽金属㈱清水工場 ファミリー社内見学会を開催

2026年  3月 日本軽金属㈱蒲原製造所 地域イベント「ちょっく楽市」に継続協力

2026年  3月 日本軽金属㈱蒲原製造所 地元小中学校へ各種備品を寄贈

2026年  3月 日本軽金属グループ　静岡地区 ラグビークラブの静岡ブルーレヴズマッチデースポン
サーに協賛  ※内容については、P.75参照。

2026年  3月 ㈱エヌティーシー ファミリー工場見学会を開催

グラウンド開放（日本軽金属㈱蒲原製造所）

富士山クリーン月間の清掃活動（日軽蒲原㈱）

ユニホームを贈呈（日軽松尾㈱）

ファミリー社内見学会（日本軽金属㈱清水工場）

ファミリー工場見学会（㈱エヌティーシー）
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2025年度に実施した活動の一例

国内

・  カンムリウミスズメの保護活動として日本野鳥の会へアルミ巣箱の提供実施
・ 本栖湖でのヒメマス保護活動を支援
・ 事業所周辺清掃活動への参加
・ 事業所周辺の環境モニタリング実施
・ 植樹、育樹活動への参加

海外（タイ）

・ 魚の放流およびマングローブの植樹活動

日軽金プライド・社会貢献プロジェクト
2025年度はグループ各社が集う新橋オフィスで「ファミリー見学会」を開催しました。また、前年度に続いてプロ

フェッショナルラグビークラブ「静岡ブルーレヴズ」のマッチデースポンサーに協賛し、マッチデー当日は車いすラグ
ビー※のタックル体験を開催するなど、地域の障がい者スポーツ支援・理解促進に取り組みました。今後もイベントの回
数や開催拠点の拡大を通じて、従業員が社会貢献の喜びを実感し、当社グループで働く幸せ（日軽金プライド）を感じら
れるように活動の浸透を図っていきます。
※ 当社グループは、日本車いすラグビー連盟のオフィシャルパートナーです。

ファミリー見学会

マングローブの植樹開始

車いすラグビーのタックル体験

日本野鳥の会へアルミ巣箱の提供実施
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
業績指標
売上高 464,405 448,381 481,439 500,451 465,946 432,568 486,579 516,954 523,715 550,180 585,473
営業利益 26,821 30,225 29,893 30,052 24,607 24,194 22,198 7,539 18,189 21,744 25,626
経常利益 24,526 26,252 29,533 31,084 23,475 24,030 22,928 8,859 19,033 19,785 23,646
親会社株主に帰属する当期純利益 15,533 19,520 18,012 20,560 7,476 3,366 16,759 7,203 9,939 12,375 15,590

セグメント別：売上高
アルミナ・化成品、地金 109,844 101,840 111,100 117,008 102,833 91,181 127,633 155,981 155,842 165,499 183,583
板、押出製品 103,340 98,165 106,955 107,835 101,193 97,850 113,876 107,399 94,786 103,555 111,219
加工製品、関連事業 149,220 154,684 169,019 180,259 172,975 157,297 153,415 153,167 167,793 172,249 177,660
箔、粉末製品 102,001 93,692 94,365 95,349 88,945 86,240 91,655 100,407 105,294 108,877 113,011

セグメント別：営業利益
アルミナ・化成品、地金 9,138 10,126 8,954 9,616 10,902 9,614 13,021 10,201 11,826 11,542 9,939
板、押出製品 3,058 7,775 9,767 7,152 3,556 5,950 7,518 △541 2,301 5,555 5,659
加工製品、関連事業 10,958 10,245 9,783 11,681 10,440 8,892 3,776 59 2,631 3,173 5,962
箔、粉末製品 6,829 5,478 4,856 5,114 3,074 3,311 1,570 1,518 5,634 5,460 7,650
消去または全社 △3,162 △3,399 △3,467 △3,511 △3,365 △3,573 △3,687 △3,698 △4,203 △3,986 △3,584

財政状態
総資産 452,194 448,623 467,199 481,303 470,004 506,955 532,601 526,201 544,095 544,307 556,315
有利子負債残高 182,207 149,835 139,997 139,570 132,622 146,229 155,406 163,570 156,091 168,828 166,046
純資産 144,419 173,624 189,322 202,735 201,198 207,104 220,907 220,758 238,997 250,481 267,934
非支配株主持分 14,235 13,971 15,365 14,881 14,923 16,392 17,818 15,283 16,837 17,350 19,248

キャッシュ・フロー、設備投資等
営業活動キャッシュ・フロー 37,770 36,488 25,868 34,644 48,676 41,942 1,487 695 38,041 12,059 25,623
投資活動キャッシュ・フロー △19,419 △11,887 △14,948 △22,777 △29,684 △25,674 △18,021 △15,123 △23,931 △19,107 △18,082
財務活動キャッシュ・フロー △10,708 △24,432 △17,040 △8,904 △15,745 8,194 △626 85 △11,049 6,243 △9,768
減価償却費 16,356 16,602 17,126 17,294 18,694 19,157 20,063 19,732 20,525 20,899 20,948
資本的支出 18,861 19,908 21,077 29,926 29,979 25,933 23,222 18,253 23,900 21,373 24,099
研究開発費 4,794 4,939 5,177 5,447 5,867 5,935 6,443 6,391 6,260 5,856 6,793

その他指標
売上高営業利益率（％） 5.8 6.7 6.2 6.0 5.3 5.6 4.6 1.5 3.5 4.0 4.4
自己資本比率（％） 28.8 35.6 37.2 39.0 39.6 37.6 38.1 39.0 40.8 42.8 44.7
D/Eレシオ（倍） 1.4 0.9 0.8 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7
ROE（自己資本利益率）（%） 12.3 13.5 10.8 11.4 4.0 1.8 8.5 3.5 4.6 5.4 6.5
ROCE（使用資本利益率）（%）※1 9.0 9.6 10.7 10.8 8.0 8.4 8.7 3.2 6.0 ー ー
ROIC（投下資本利益率）（%）※1 ー ー ー ー ー ー ー ー 4.9 5.1 5.9
1株当たり当期純利益（円） 285.62 345.79 290.88 332.03 120.73 54.37 270.77 116.33 160.47 200.01 253.24
期末株価（円） 1,850 2,450 2,850 2,430 1,690 2,213 1,713 1,462 1,819 1,520 2,776
PBR（株価純資産倍率）（倍） 0.77 0.95 1.01 0.80 0.56 0.72 0.52 0.44 0.51 0.40 0.69
1株当たり配当額（円） 60.0 80.0 80.0 90.0 90.0 65.0 85.0 50.0 50.0 70.0 80.0
総還元性向（％） 21.0 23.1 27.5 27.1 74.6 119.6 31.4 43.0 34.3 35.0 31.6
発行済株式数（千株）※2 545,126 619,938 619,938 619,938 619,938 61,994 61,994 61,994 61,994 61,994 61,994
従業員数（人） 12,961 13,126 12,855 13,316 13,611 13,162 12,750 12,633 12,489 12,318 12,123

※1 2024年度より資本効率指標をROCEからROICに変更しています。2023年度ROICは参考値です。
※2 2020年10月の株式併合（10株→1株）により、2019年度以前の1株当たり配当額は併合後の株数に換算した参考値です。

（単位：百万円（ただし、1株当たり指標は円、比率は％、D/Eレシオは倍））
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財務ハイライト 非財務ハイライト

経常利益 温室効果ガス排出量（スコープ1・2） 

1株当たり配当金／総還元性向 男性・女性育児休業取得率（国内）自己資本利益率（ROE） 外部スクラップ購入比率（国内）

自己資本比率／D/Eレシオ 内部通報件数／法令違反件数キャッシュフロー 平均年間教育・研修費用（国内）

投下資本利益率（ROIC） スコープ3売上高原単位（国内）
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※ 2025年度実績（前期比）。

※ 生産量回復による排出量増加を加味してもなお2030年度目標は達成可能な見通し。

売上高

5,855億円 （+6.4%）

営業利益

256億円 （+17.9%）

経常利益

236億円 （+19.5%） 

親会社株主に帰属する当期純利益

156億円 （+26.0%）
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2025年度の経営成績と財務状況

2025年度の経営成績
2025年度の世界経済は、各国の財政政策に支えられ持ち直しの動きが見られたものの、米国の通商政策に伴う貿易摩

擦や中東情勢の緊迫化による地政学リスクの高まりから、先行き不透明な状況が続きました。わが国においても、景気は
緩やかな回復基調を維持したものの、自動車産業を中心に企業収益の改善には足踏みが見られました。
アルミニウム業界では、アルミニウムの国内総需要が前期を下回る中、原料であるアルミニウム地金などの価格上昇が
続きました。
このような経営環境の下、当社グループでは、軽圧事業グループにおける半導体製造装置向け需要の回復遅れが続いた
ものの、メタル事業グループの自動車向け二次合金部門が米国で好調に推移しました。また、輸送機器事業グループのト
ラック架装需要の回復に加え、化成品事業グループおよび箔事業グループも堅調に推移したことから、売上高は前期を上
回りました。利益面では、原料価格上昇によるコスト増加があったものの、加工製品、関連事業セグメントの改善や販売
価格の改定効果により、営業利益、経常利益および親会社株主に帰属する当期純利益はいずれも前期を上回りました。

連結経常利益の推移

財務状況
親会社株主に帰属する当期純利益が増加し、利益剰余金の着実な積み上げが進んだ結果、自己資本比率は44.7％（前期

比＋1.9ポイント）まで向上しました。23中計期間を通じて自己資本の充実を図り、今後の成長戦略の推進を支える財務
基盤を構築しました。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

売上高 4,866 5,170 5,237 5,502 5,855

営業利益 222 75 182 217 256

経常利益 229 89 190 198 236

親会社株主に帰属する当期純利益 168 72 99 124 156

ROCE（使用資本利益率）※ 8.7% 3.2% 6.0% ー ー

ROIC（投下資本利益率）※ ー ー 4.9% 5.1% 5.9%

※ 2024年度より資本効率指標をROCEからROICに変更しています。ROIC＝金利差引後経常利益÷期中投下資本
（投下資本＝運転資本（売上債権＋棚卸資産－支払債務）＋固定資産）
※ 2023年度ROICは参考値です。
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23中計の総括 ─ 目標と実績

23中計財務目標  目標と実績 経常利益  目標と実績の差異

資本効率の推移

23中計2025年度 目標 2025年度 実績

売上高 5,300 5,855

営業利益 300 256

アルミナ・化成品、地金 120 99

板、押出製品 90 57

加工製品、関連事業 130 60

箔、粉末製品 ー 77

管理・共通 △40 △37

経常利益 300 236

親会社株主に帰属する当期純利益 200 156

資本効率 ROCE 10.3% ROIC 5.9%

※  箔・粉末製品は23中計策定時、東洋アルミニウム㈱の株式譲渡を前提としたため目標に含め
ていません。

→ セグメント別の詳細データはP.82

※ 2023年度よりROCEからROICへ変更しました。
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23中計目標 ROCE 10.3％
10.8

3.2

4.9 5.1
5.9

（年度）

総括
23中計は3期連続増益計上であり、資本効率も向上しましたが、注力分野
である半導体需要回復、BEV市場成長の遅れなどにより、経常利益、資
本効率、株主還元はいずれも数値目標には届きませんでした。

一方で、品質にかかわる再発防止策は完了し、事業グループ体制への移行
など構造改革の推進や財務基盤強化などを図ることができました。

23中計で構築した基盤を活かし、次の成長に向けて成長と効率化を両立
していくことが重要となります。

未達の主な要因
• 半導体需要の回復遅れ
• BEV市場の成長鈍化
• 購買品価格の上昇
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23中計から26中計へ

基本方針・施策の総括

株主還元
23中計で掲げた年間100円には届
かず、2025年度は80円となりました。
26中計では総還元性向40％程度を基
本方針とし、2026年度に年間110円
へ引き上げる予定です。

2026年度の業績予想

基本方針 施策目的・背景（想定外部環境） 実行施策・注力分野 評価

1. 新生チーム日軽金
への取組み

グループ企業価値向上のための構造改革
・さらにシナジー創出できる最適資源配分・構造改革 ➡ 事業グループ・機能組織体制に移行 ○

カーボンニュートラル（リスク側面）
・GHG：F50実質ゼロ、F30△30%（F13比）

➡ 脱炭素戦略・ロードマップ策定 ○

経営改革推進・内部統制機能強化
・品質にかかわる再発防止策（ガバナンス再構築 等）

➡ 監督機能強化、内部監査強化、企業風土改革 ○

2. 社会的な価値の創
出に寄与する商品・
ビジネスの提供

成長分野捕捉

・自動車：BEV急成長 ➡ EV向け放熱部材 △

・半導体：国内生産回帰 ➡  半導体製造装置関連部材、クリーンルーム向け断
熱パネル △

海外戦略 ・海外自動車市場拡大
➡ 自動車部品米国拠点 △
➡ 二次合金インド拠点操業開始 ○

カーボンニュートラル（機会側面）
・お客さまのCO2削減ニーズ（スコープ3）高まり

➡ 循環型サプライチェーン着手 ○

23中計を礎に、26中計へ
▍変革の基盤から、実践へ

23中計では、品質にかかわる再発防止策の完了に加え、事業グループ・機能組織体制への移行やガバナンス強化など、
経営改革を進めてきました。26中計は、こうして構築した変革の基盤を礎に、2035ビジョン「循環型価値創造のグロー
バル・リーディング・カンパニーへ」の実現に向けて変革を実践する最初の3年間と位置付けています。
 

2026
（予想）

2025202420232022

■1株当たり配当金（円） ●総還元性向（%）

50

43.0

34.3 35.0

31.631.6
50

70
80

110

（年度）

2025年度 実績 2026年度 予想 増減

売上高 5,855 6,900 ＋1,045

営業利益 256 330 ＋74

経常利益 236 310 ＋74

親会社株主に帰属する当期純利益 156 170 ＋14

1株当たり配当金 80円 110円 ＋30円

※  2026年8月3日公表の連結業績予想。26中計期間内
早期に経常利益300億円超・ROIC 8％以上の達成を
目指します。

▍足元の成長を取り込み、次の成長を仕込む
「新しい価値づくり」では、半導体・自動車を成長分野、米国・インドを成長地域と定め、成長商品への投資と外延拡
大を進めます。同時に、2030年以降を見据え、BEVを含む次世代モビリティ、航空・宇宙、循環型事業・商品など、次期
成長市場への取組みを進めます。
 

▍全体最適で、資本を次の成長へ
「プロセス変革」では、事業グループ体制に基づく体制変革・アップデート、グループ全体最適での資本配分・資本投
下、DX・AIによる業務変革、人的資本強化により、収益性向上と業務効率化を進めます。

（億円）
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▪報告セグメントと事業グループの対応※1 ▪セグメント別売上高構成比

▪組織変更と数値の連続性

▪2026年4月事業グループ再編

報告セグメント 事業グループ 主な部門・主要事業会社 26中計の位置付け 2035ビジョン ROIC（2025年度実績）

アルミナ・化成品、
地金

化成品 化成品部門（日本軽金属㈱・化成品）
炭素製品部門（日本電極㈱） 安定収益基盤 安定収益基盤 10.2%

メタル 二次合金部門（日軽エムシーアルミ㈱）
電子材料部門（日本軽金属㈱・電極箔）※2 安定収益基盤 成長牽引 6.2%

板、押出製品 軽圧 板部門（日本軽金属㈱・板）
押出部門（日軽金アクト㈱） 成長牽引 成長牽引 7.9%

加工製品、関連事業

輸送機器 トラック架装（日本フルハーフ㈱） 安定収益基盤 安定収益基盤 11.7%

自動車部品 日軽金ALMO㈱ 収益基盤再構築
戦略的育成 成長牽引 2.1%

エンジニアリング パネルシステム部門（日軽金パネルシステム㈱）
景観エンジニアリング部門（日軽エンジニアリング㈱） 安定収益基盤 安定収益基盤 21.2%

箔、粉末製品 箔 箔部門／パウダー・ペースト部門／日用品部門
（東洋アルミニウム㈱） 成長牽引 成長牽引 8.4%

アルミナ・化成品、地金

加工製品、関連事業

板、押出製品

箔、粉末製品

※1 事業グループは経営管理の単位、報告セグメントは財務開示の単位です。
※2 電子材料部門を2026年4月に軽圧事業グループからメタル事業グループへ移管しました（下図参照）。

※1 電子材料部門を軽圧事業グループからメタル事業グループへ移管しました。（報告セグメントは「板、押出製品」から「アルミナ・化成品、地金」へ）
※2 インフラ事業グループを廃止し、事業支援統括室（機能組織）へ改組。地域別課題対応・物流・情報システムなどのグループ支援機能を担います。

5,855

31.4%

19.0%

30.3%

19.3%

2025年度
売上高

億円

化成品 化成品メタル メタル軽圧 軽圧輸送機器 輸送機器

自動車部品 自動車部品エンジニアリング エンジニアリングインフラ 箔箔 事業支援
統括室

2025年度まで（8事業グループ） 2026年4月以降（7事業グループ）

① 2026年4月 事業グループ再編
電子材料部門を軽圧事業グループからメタル事業グループへ移管し、インフラ
事業グループを廃止して事業支援統括室（機能組織）へ改組しました。

② 数値の基準
本ページの位置付けは2026年5月15日公表の26中計にもとづきます。次ペー
ジの実績値は、各年度の有価証券報告書・決算短信などで公表した報告セグメ
ント単位の数値を掲載しており、過年度数値の組替えは行っていません。

※1 ※1

※2 ※2

事業グループ別の戦略と実績は本誌へ

各事業グループが26中計のROIC目標に対して何をどこまで進めるのか
→本誌 第2章 資本の規律（P.17-22） 
本データ編は、その前提となる報告セグメント単位の実績数値を収載しています。

参照
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▪セグメント別 売上高・営業利益・営業利益率の推移 ▪セグメント別資本・資源データ（2025年度実績）

▪品目別売上高

▪地域別売上高と海外売上高比率

2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 2026年度予想
売上高（億円）
アルミナ・化成品、地金 1,276 1,560 1,558 1,655 1,836 2,370

板、押出製品 1,139 1,074 948 1,036 1,112 1,410

加工製品、関連事業 1,534 1,532 1,678 1,722 1,777 1,830

箔、粉末製品 917 1,004 1,053 1,089  1,130 1,290

連結 4,866 5,170 5,237 5,502 5,855 6,900

営業利益（億円）

アルミナ・化成品、地金 130 102 118 115  99 165

板、押出製品 75 △5 23 56 57 75

加工製品、関連事業 38 1 26 32 60 50

箔、粉末製品 16 15 56 55 77 80

消去または全社 △37 △37 △42 △40 △36 △40

連結 222 75 182 217 256 330

営業利益率（%）

アルミナ・化成品、地金 10.2 6.5 7.6 6.9 5.4 7.0

板、押出製品 6.6 △0.5 2.4 5.4 5.1 5.3

加工製品、関連事業 2.5 0.1 1.5 1.9 3.4 2.7

箔、粉末製品 1.7 1.5 5.3 5.0 6.8 6.2

連結 4.6 1.5 3.5 3.9 4.4 4.8

アルミナ・
化成品、地金

板、
押出製品

加工製品、
関連事業

箔、
粉末製品

調整・
全社 合計

営業利益（億円） 99 57 60 77 △36 256

セグメント資産（億円） 2,077 1,337 1,598 1,129 △578 5,563

設備投資（億円） 71 51 61 49 9 241

減価償却費（億円） 60 46 53 46 5 209

研究開発費（億円） 15 21 17 15 — 68

従業員数（人） 1,692 2,805 5,009 2,426 191 12,123

※  事業グループ別（7グループ）のROIC実績は本誌P.26および26中計説明会資料をご参照ください。本表のセグメン
ト資産（報告セグメント基準）とは集計範囲・算定方法が異なります。

※  億円未満を四捨五入して表示しているため、各項目の合計が一致しない場合があります。営業利益率は各セグメントの売上高に対する営業利益の比率です。

2026年度は2026年8月3日公表の連結業績予想

※  有価証券報告書「販売実績」にもとづきます。

※  顧客の所在地を基礎として分類しています。単位：億円。

データの連続性について
2021〜2025年度の実績値は、各年度の公表時点における報告セ
グメント区分にもとづく数値であり、過年度の組替えは行ってい
ません。2026年度予想は2026年8月3日公表値です。2026年4
月の事業グループ再編に伴い、一部の報告セグメント区分が変更
されているため、年度間の比較にあたってはご留意ください。

アルミナ・化成品

地金

板製品

押出製品

輸送関連製品

自動車部品

エンジニアリング

その他

箔、粉末製品

515

1,320

769

343

763

339

449

225

1,130

+10.9%

+11.0%

+8.9%

+4.1%

+5.8%

+5.8%

△0.5%

△1.9%

+3.8%

（億円／前期比）2025年度

2024年度

2025年度

海外売上高比率

21.6%4,314 1,188

4,537 1,318 22.5%

日本 海外
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集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
役員数 常勤役員 連結 男性 223 217 225 213  201 人

連結 女性 1 1 3 3  4 人
連結 合計 224 218 228 216  205 人

従業員数※1 管理職 連結 男性 1,674 1,680 1,698 1,698  1,655 人
連結 女性 95 99 105 111  114 人
連結 合計 1,769 1,779 1,803 1,809  1,769 人

連結（国内） 男性 － － － －  1,465 人

連結（国内） 女性 － － － －  63 人

連結（国内） 合計 － － － －  1,528 人
一般 連結 男性 8,486 8,398 8,244 8,117  8,001 人

連結 女性 1,775 1,773 1,785 1,775  1,767 人
連結 合計 10,261 10,171 10,029 9,892  9,768 人

臨時 連結（国内） 男性 － 483 472 446  438 人
連結（国内） 女性 － 200 185 171  148 人
連結 合計 － 683 657 617  586 人

従業員計 連結 合計 12,030 12,633 12,489 12,318  12,123 人
国・地域別従業員数 日本 連結 男性 8,621 9,028 8,925 8,812  8,745 人

連結 女性 1,431 1,660 1,671 1,697  1,706 人
連結 合計 10,052 10,688 10,596 10,509  10,451 人

アジア 連結 男性 1,317 1,289 1,238 1,180  1,081 人
連結 女性 400 371 354 308  274 人
連結 合計 1,717 1,660 1,592 1,488  1,355 人

米国・欧州 連結 男性 222 243 250 269  268 人
連結 女性 39 42 51 52  49 人
連結 合計 261 285 301 321  317 人

年代別従業員数※2 15歳未満 連結 男性 0 0 0 0 0 人
連結 女性 0 0 0 0 0 人
連結 合計 0 0 0 0 0 人

15歳から
20歳未満

連結 男性 112 98 91 51 50 人
連結 女性 13 20 20 8 14 人
連結 合計 125 118 111 59 64 人

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
年代別従業員数※2 20歳から

30歳未満
連結 男性 1,691 1,648 1,522 1,417 1,334 人
連結 女性 351 361 346 352 352 人
連結 合計 2,042 2,009 1,868 1,769 1,686 人

30歳から
40歳未満

連結 男性 2,745 2,716 2,614 2,510 2,445 人
連結 女性 530 552 499 472 460 人
連結 合計 3,275 3,268 3,113 2,982 2,905 人

40歳から
50歳未満

連結 男性 2,641 2,743 2,543 2,588 2,530 人
連結 女性 564 600 538 531 524 人
連結 合計 3,205 3,343 3,081 3,119 3,054 人

50歳から
60歳未満

連結 男性 2,290 2,467 2,452 2,495 2,514 人
連結 女性 351 418 402 426 430 人
連結 合計 2,641 2,885 2,854 2,921 2,944 人

60歳以上 連結 男性 681 888 719 754 783 人
連結 女性 61 122 86 97 101 人
連結 合計 742 1,010 805 851 884 人

女性従業員比率※3 連結 － 16.4 16.6 16.7 16.7 ％
女性管理職比率 連結 － 5.6 5.8 6.1 6.4 ％
女性管理職比率（国内） 連結（国内） － － － － 4.1 ％
新規雇用者数※4 総数 連結 － － － － 793 人

連結（国内） 459 470 545 557 580 人
従業員に
対する比率

連結 － － － － 7.3 ％
連結（国内） 5 5.1 5.9 6.2 6.3 ％

女性 連結 － － － － 186 人
連結（国内） － － － － 144 人

女性比率 連結 － － － － 23.5 ％
連結（国内） － － － － 24.8 ％

新卒採用人数 連結 － － － － 269 人
連結（国内） 205 185 191 157 198 人

総合職の女性定期採用比率※5 単体（日本軽金属㈱） 22.9 17.6 19.2 12.8 26.5 ％

▪従業員など

※1 嘱託（常勤）社員を含みます。また、2022年度より臨時従業員を含んでいます。
※2 2023年度より、臨時従業員を含んでいません。
※3 2022年度から臨時従業員も加算しています。

※4 新規雇用者数は、新卒採用および中途採用を含みます。
※5  総合職採用者に占める女性比率。分母は総合職採用者数。全採用区分の
平均とは異なります。
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集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
離職者数 総数 連結 － － － － 728 人

連結（国内） 515 541 612 578 611 人
従業員に
対する比率

連結 － － － － 6.7 ％
連結（国内） 5.3 5.5 6.2 6 6.6 ％

入社3年後の定着率※6 連結 － － － － 78.1 ％
連結（国内） 82.3 79.8 80.4 86.5 79.6 ％

定年退職後の再雇用者数 連結 ー ー ー ー 98 人
単体（日本軽金属㈱） 8 4 0 1 1 人

組合加入率 連結（国内） ー ー ー ー 100 ％
単体（日本軽金属㈱） 100 100 100 100 100 ％

平均年齢 連結 男性 41.3 42.1 42.5 43.8 42.9 歳
連結 女性 39.8 40.5 40.7 41.8 41.4 歳
連結 合計 41 41.9 42.2 43.4 42.7 歳

平均勤続年数 連結 男性 13.4 13.4 13.8 14.1 14.2 年
連結 女性 10.4 10.3 10.9 10.9 11.2 年
連結 合計 12.9 12.9 13.3 13.5 13.7 年

連結（国内） 男性 － － － － 15 年
連結（国内） 女性 － － － － 11.6 年
連結（国内） 合計 － － － － 14.5 年

女性と男性の平均勤続年数の差の割合※7 連結（国内） － － － － -22.7 ％
平均年間労働時間 連結 男性 － － － －  2,127 時間／人

連結 女性 － － － －  1,904 時間／人
連結 合計 － － － －  2,091 時間／人

連結（国内） 男性 2,119 2,137 2,164 2,205  2,118 時間／人
連結（国内） 女性 2,003 2,036 1,990 2,171  1,914 時間／人
連結（国内） 合計 2,103 2,122 2,139 2,200  2,086 時間／人

平均年間時間外労働時間 連結 男性 － － － －  262 時間／人
連結 女性 － － － －  138 時間／人
連結 合計 － － － －  242 時間／人

連結（国内） 男性 257 237 248 242  242 時間／人
連結（国内） 女性 153 145 133 147  141 時間／人
連結（国内） 合計 243 224 231 228  226 時間／人

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
平均年休取得日数 連結 男性 12.7 13.6 14.8 14.3 13.8 日

連結 女性 12.9 14.2 15.4 15.6 14.8 日
連結 合計 12.7 13.7 14.9 14.5 14.0 日

平均年休取得率 連結 男性 59.5 67.6 69.2 69.1 65.1 ％
連結 女性 67.2 73.4 76.2 70.5 72.7 ％
連結 合計 60.6 68.5 70.2 69.4 66.3 ％

育児休業新規取得率 連結 男性 － － － － 81.8 ％
連結 女性 － － － － 108.9 ％
連結 合計 － － － － 86.8 ％

連結（国内） 男性 － 40.6 68.2 80.3 81.0 ％
連結（国内） 女性 － 108.3 102.9 114.3 100.0 ％
連結（国内） 合計 － 50.8 73.3 86.5 84.0 ％

介護休業新規取得者数 連結 男性 － － － －  12 人
連結 女性 － － － －  8 人
連結 合計 － － － －  20 人

連結（国内） 男性 1 1 6 6  7 人
連結（国内） 女性 1 2 3 2  3 人
連結（国内） 合計 2 3 9 8  10 人

短時間勤務制度利用者数 連結 男性 － － － －  21 人
連結 女性 － － － －  140 人
連結 合計 － － － －  161 人

連結（国内） 男性 5 6 11 16  20 人
連結（国内） 女性 100 110 114 113  138 人
連結（国内） 合計 105 116 125 129  158 人

メンタルヘルス不調を
事由とする休職者数

連結 男性 － － － －  80 人
連結 女性 － － － －  20 人
連結 合計 － － － －  100 人

連結（国内） 男性 43 40 58 73  78 人
連結（国内） 女性 8 11 23 16  20 人
連結（国内） 合計 51 51 81 89  98 人

※6 入社から3年後の4月1日の在籍者の割合です。
※7 （女性の平均勤続年数－男性の平均勤続年数）÷男性の平均勤続年数で算出しています。女性の平均勤続年数が男性より短い場合、マイナスとなります。
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集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
温室効果ガス排出量（スコープ1・2）※1 連結 486 449 453 439 ★432 千t-CO2

連結（国内）※2 386 353 357 344 330 千t-CO2

連結（海外）※3 100 96 96 95 102 千t-CO2

温室効果ガス排出量（スコープ1・2）
売上高原単位※1 連結（国内） 1.01 0.88 0.87 0.80 0.73 t-CO2/

百万円
温室効果ガス排出量（スコープ3） 連結 3,228 3,085 2,878 2,788 2,989 千t-CO2e

スコープ3排出量の内訳※4

カテゴリ1　購入した製品・サービス※5 連結 3,167 3,023 2,811 2,723 ★2,916 千t-CO2e

カテゴリ2　資本財 連結 23 25 31 30 38 千t-CO2e

カテゴリ3　 スコープ1・2に含まれない
燃料およびエネルギー 連結 33 32 31 31 30 千t-CO2e

カテゴリ4　輸送、配送上流 連結 0 0 0 0 0 千t-CO2e

カテゴリ5　事業から出る廃棄物 連結 4 4 4 3 4 千t-CO2e

カテゴリ6　出張 連結 0 0 0 0 0 千t-CO2e

カテゴリ7　雇用者の通勤 連結 1 1 1 1 1 千t-CO2e

温室効果ガス排出量（スコープ3）
売上高原単位※6 連結（国内） 6.41 6.14 5.17 4.91 5.00 t-CO2e/

百万円

▪環境

★：記載情報の信頼性を保証するために、㈱サステナビリティ会計事務所による第三者保証を実施しています。
※1 単位未満の値を四捨五入しているため、連結（国内）と連結（海外）の合計値と連結の値が一致しない場合があります。
※2 国内の電力・燃料に関する排出係数は環境省・経済産業省公表値などを使用しています。
※3 海外の電力・燃料に関する排出係数は各国政府公表値などを使用しています。
※4  環境省・経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」に基づき算定しています。「IDEA（Inventory Database 

for Environmental Analysis）データベース（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）」に定める排出源原単位と日本アルミニウム協会が公表している
「わが国の輸入アルミニウム新地金のLCIデータの概要」に記載されている排出原単位を用いています。

※5  カテゴリ1は原料である「アルミニウム地金」「水酸化アルミニウム」「原塩」「金属シリコン」を対象としています。集計範囲を見直したため、過去に遡って修正しま
した。

※6  基準年2013年度比△30％、2050年度実質ゼロが目標。2030年度目標値5.31。スコープ3売上高原単位の温室効果ガス排出量（分子）には東洋アルミニウム㈱の
数量は含まれていません。

※7 遡及修正しました。
※8 外部スクラップ購入比率算定方法の見直しを行い、過去に遡って修正しました。
※9 製造工程で使用される取水量のみ集計の対象としています。
※10 遡及修正しました。

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
従業員エンゲージメントスコア※8 連結 － － － 3.38 3.48 pt

平均年間教育・研修費用 連結 17.8 31.1 50.9 35.4 32.4 千円／人
連結（国内） － － － － 33.0 千円／人

経営次世代研修の単年度修了者 連結（国内） 13 16 13 15  10 人
新任管理職研修の修了率 連結（国内） 100 100 100 100  100 ％
新任管理職研修の受講人数 連結（国内） 43 63 63 73 91 人
障がい者雇用率※9 連結（国内） － － － － 2.60 ％

単体（日本軽金属㈱） 2.60 2.57 2.68 2.86 2.69 ％
単体（東洋アルミニ
ウム㈱） 2.63 2.30 2.52 2.34 2.74 ％

男性の賃金に対する女性の賃金の割合 単体（日本軽金属㈱） － 68.7 72.2 74.5 74.7 ％

※8 満点 5ptです。
※9 対象範囲は国内グループ会社のうち、障がい者雇用に関する法定雇用義務のある会社です。

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
エネルギー使用量 電力 連結 8.3 7.7 7.4 7.2 6.8 PJ

燃料 連結 5.8 5.5 5.4 5.4 5.4 PJ

エネルギー使用量
売上高原単位 連結 29.0 25.4 24.5 23.0 20.8 GJ/百万円

使用原材料の重量※7 連結 559 643 520 515 506 千t

外部スクラップ購入比率※8 連結（国内） 26 28 31 30 31 %

SOx排出量 連結 350 293 333 328 271 t

NOx排出量 連結 507 414 439 460 374 t

総取水量※9 連結 21.2 21.3 19.0 18.7 ★19.5 百万㎥
総排水量 連結 20.4 20.4 17.9 17.3 19.0 百万㎥
総排水量（国内） 連結（国内） 20.2 20.1 17.7 17.1 18.8 百万㎥
総排水量売上高原単位 連結 4.2 3.9 3.5※10 3.1※10 3.2 10-5百万㎥

/百万円
水消費量 連結 0.9 0.9 1.2 1.4 0.5 百万㎥
COD排出量 連結 77 99 77 72 73 t

廃棄物および副生成物の
排出量と処理

総排出量 連結 44.2 38.1 36.2 34.3 37.5 千t

総排出量
売上高原単位 連結 9.1 7.4 6.9 6.2 6.4 10-5千t

/百万円
廃棄物埋立量 連結 4.8 5.1 3.7 3.4 3.0 千t

廃棄物埋立量
売上高原単位 連結 9.9 9.9 7.1 6.2 5.1 10-6千t

/百万円

データ編

Nippon Light Metal Group  ●  INTEGRATED REPORT 2026 

自然環境 人権・責任ある調達・製品責任 人的資本 地域社会・社会貢献 各種データ 巻末資料気候変動リスク管理・コンプライアンスコーポレート・カバナンスWho We Are
Contents 8511 2 3 4 5 6 7

11期分主要財務データ  ¦  財務・非財務ハイライト  ¦  経営成績および財務分析  ¦  事業部門別データ  ¦  データ編

各種データ

データ編



集計範囲 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 単位
労働災害件数※1 休業災害 連結（国内のみ） 15 16 15 15 18 件

連結（海外のみ） 13※3 6 2 9 5 件
不休業災害 連結（国内のみ） 46 51 37 53 66 件

連結（海外のみ） 4 6 5 9 5 件
休業災害度数率※1※2 連結（国内） 0.73 0.81 0.75 0.79 0.79

－
単体（日本軽金属㈱） 0.26 0.52 0 0.28 0.76

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
環境対応車向け売上高伸長率 連結

（国内、2021年度比） － － － 80 102 %

▪安全

▪環境貢献

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
製品・サービスの提供における法令違反件数 連結 13 44 11 6 13 件
重大品質問題 連結 15 21 38 36 60 件
リコール件数 連結 3 2 1 3 1 件

▪品質保証

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
社会貢献に関わる支出額 連結 119 280 163 249 219 百万円

▪コミュニティ

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
1株あたりの中間および期末配当金 連結 85 50 50 70 80 円
四半期ごとの投資家面談実施回数 連結 － －   88  119 130 回
取締役会の自己評価実施回数 連結 － － － 1 1 回
社外役員による事業所視察回数 連結 － － － 2 1 回

▪ガバナンス

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
環境会計 環境保全コスト

投資額 連結（国内のみ） 1,359 1,972 1,473 1,765 1,876 百万円

環境保全コスト
費用額 連結（国内のみ） 5,688 6,498 5,897 6,199 6,875 百万円

環境保全活動に伴
う経済効果収益 連結（国内のみ） 603 634 681 803 1,574 百万円

環境保全活動に
伴う経済効果　 
費用増減※11※12

連結（国内のみ） -1,849 -3,625 2,374 -749 -60 百万円

環境に関わる訴訟・罰金・科料の件数 連結 0 2 1 1 2 件
水関連の規制違反件数 0 0 0 0 0 件
大気関連の規制違反件数 0 2 1 1 2 件

環境に関わる事故件数※13 連結 3 6 18 25 12 件
環境に関わる苦情件数※14 連結 7 7 18 9 14 件

※11 費用増減は次の計算方式で算定しています。（費用増減＝基準期間（2024年度）の費用－当年度（2025年度）の費用）
※12 －（マイナス）は費用の増加を表します。
※13 影響が外部におよぶ環境トラブル（油・薬剤の漏えいなど）。
※14 外部よりの申し立てがあった件数（臭い、騒音など）。

※1 対象期間は暦年（1月〜12月）です。
※2休業1日以上の災害を対象としています（通勤途上災害除く）。
※3 遡及修正しました。

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
グループホットラインへの通報件数 連結 24 16 28 17 8 件
救済機構への加入 連結 － － － 加入継続 加入継続 －
コンプライアンス・
ミーティング

開催数 連結 2,416 2,319 2,387 2,520 2,568 回
参加者数 連結 22,307 21,529 21,911 21,712 22,844 延べ人数

役員・従業員のコンプライアンス教育受講率※1 連結 － － － 20 28 %

特許公開件数※2※3 連結 213 132 115 96 119 件
特許登録件数※2※3 連結 88 97 93 81 65 件

▪コンプライアンス

※1  分母はグループ全従業員数、分子はホールディングス作成の教育コンテンツの受講者数で、グループ各社独自の教育は含みません。LMS導入が整った会社から
順次実施しており、体制整備の進展に伴う上昇を見込んでいます。

※2 対象期間は暦年（1月〜12月）です。　※3 2020年度より、集計対象会社を追加しました。

集計範囲 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 単位
CSR調達アンケート調査対象カバー率※1 集中購買 － 68.7 72.3 74.7 81.4 ％
BCPトレーニング実施件数 単体（日本軽金属㈱） － － － 3 2 件

▪調達

※1  調査対象カバー率は、グループ購買統括部が所管する集中購買の総購買金額に占める、CSR調達アンケートの調査対象サプライヤーの購買金額合計の割合で
す。P.3のグループ全体を対象とする回答率とは、指標および集計範囲が異なります。2025年度の集中購買における調査対象先からの回答率は100％です。
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▪国別法人税等納付額▪リスク別管理状況一覧

※1 他3ヵ国（シンガポール、台湾、香港）は納税額が1円以上、百万円未満です。
※2 遡及修正しました。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 単位
日本 納付額 3,915 5,725 6,522 532 4,350 百万円

従業員数 10,062 10,784 10,700 10,608 10,521 人
中国 納付額 526 450 422 256 268 百万円

従業員数 1,976 742 669※2 579 506 人
アメリカ 納付額 81 147 218 823 407 百万円

従業員数 158 152 190 203 222 人
インド 納付額 0 135 216 170 370 百万円

従業員数 46 181 200 252 277 人
タイ 納付額 59 58 207 121 72 百万円

従業員数 785 758 752 718 654 人
インドネシア 納付額 1 1 1 1 0 百万円

従業員数 2 2 2 2 3 人
ベトナム 納付額 10 -4 10 16 1 百万円

従業員数 31 31 34 38 45 人
フランス 納付額 0 16 0 0 56 百万円

従業員数 109 109 95 98 99 人
他3ヵ国※1 納付額 0 0 1 0 0 百万円

従業員数 9 3 3 3 3 人
合計 納付額 4,592 6,528 7,597 1,919 5,524 百万円

従業員数 13,178 12,762 12,645 12,501 12,330 人

当社グループが重点的に管理するリスクについて、2025年度の主な対応・実績と自己評価を前年度と比較して示します。

リスクカテゴリ
2025年度計画／取組み

主なリスク 2025年度の主な対応・実績 2025年度
評価

2024年度
評価

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル
リ
ス
ク

適用法令違反 
（法務）

法令違反、規則違反、ハラスメント コンプライアンスミーティング、研修の実施 〇 ○ 

業務不正 再発防止の啓発（未来会議（旧称：拠点長会議）、コンパス
ミーティング（旧称：職場行脚）の実施） 〇 ○ 

人権侵害における救済措置体制の
不備 

「苦情メカニズム」の整備、「救済」手続きの策定 
〇 ○ 

品質問題 
（品質保証統括部）

品質に対する意識の低下 コンプライアンス教育、品質の日の取組み、ルールの周知 〇 ○ 

潜在する品質問題の見逃し 品質監査の監査範囲・対象事業所の拡大、品質監査の監査
チーム編成の見直し 〇 ○ 

品質実務人財の不足・偏り 人財マップ整備、人員充足状況の把握、品質保証統括部員
による支援・協働の強化 〇 ○ 

環境問題 
（環境）

環境法令違反、トラブル 法令勉強会開催、監査実施、迅速な情報発信、情報共有 〇 ○
環境実務人財不足 環境現場監査などでの過去環境トラブルの次世代周知 〇 ○
環境設備劣化 定期的な点検や更新、トラブル回避設備の予防設置 〇 ○

安全衛生問題 
（安全）

挟まれ巻き込まれ災害 危険箇所点検実施、戦略会議の実施、情報共有 〇 ○
休業災害の発生 災害発生現地の確認とグループ内横展開 〇 ○
法令違反、ルール違反の発生 監督署指導への対応支援、勉強会開催、課題の抽出と対応

支援 〇 ○

情報セキュリティ
問題（システム）

サイバーアタック CSIRT訓練実施、情報収集、外部セキュリティ監視セン
ター運用開始 〇 ○

ソフトウェアライセンスコンプラ
イアンス

ソフトウェア内部監査実施、IT資産管理システム構築 △△ ○

情報システムの不正利用／不備 IT統制管理システムの機能改善 〇 ○
IT人財の不足 外部ITベンダーの活用、生成AIの活用、IT教育の強化 〇 ○

企業秘密流出
（システム）

電子情報資産の流出 IT診断の全実施、訓練実施、CSIRT強化 〇 ○

安全保障輸出管理
（法務）

無許可輸出、貿易規制抵触 法改正情報発信、輸出管理状況確認、該非判定状況確認 〇 ○

適時情報開示の懈怠 
（広報）

コミュニケーション不全 対話機会の頻度向上、開示資料、開示方法の改善 〇 ○

ハ
ザ
ー
ド 

リ
ス
ク

自然災害・事故災害 
（総務）

自然災害 災害速報の実施徹底を継続、備蓄整備、BCP整備、訓練実施 〇 ○
事故災害 警察・消防・関係団体への挨拶、総会などへの出席 〇 ○
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会社概要 グローバルネットワーク （2026年10月1日現在）

（注）休眠会社は除いています。

日本軽金属ホールディングス
●●●●● 日本軽金属
●●●●● 日軽産業
● 近畿研磨材工業
● 日本電極
● 日軽エムシーアルミ
● アルミニウム線材
● 日軽金加工開発ホールディングス
● 日軽金アクト

● 東陽理化学研究所
● エヌティーシー
● 理研軽金属工業
● 日軽メタル
● 日伸
● 日軽形材
● 日軽エンジニアリング
● 日軽パネルシステム
● 日本フルハーフ

● フルハーフ産業
● フルハーフ北海道
● フルハーフ岡山
● フルハーフ九州
● フルハーフ滋賀
● フルハーフサービス
● 日軽金ALMO
● 日軽松尾
● 東洋アルミニウム

● ニッケイ・エムシーアルミニウム・アメリカ
● ニッポン・ライト・メタル・ジョージア
● トーヤル・アメリカ
● ニッポン・ライト・メタル・ノース・アメリカ

● 化成品事業グループ
● メタル事業グループ
● 軽圧事業グループ
● エンジニアリング事業グループ
● 輸送機器事業グループ　
● 自動車部品事業グループ
● 箔事業グループ
● 事業支援統括

● トーヤルヨーロッパ

● 日軽商菱鋁業（昆山）
● ニッケイ・エムシーアルミニウム（タイランド）
● ニッケイ・CMR・アルミニウム・インディア
● 日軽（上海）国際貿易
●●● ニッケイ・サイアム・アルミニウム
● ニッケイ･パネルシステム･ベトナム
● 華日軽金（深圳）
● 華日軽金（蘇州）精密配件
● ニッケイ･トレーディング･インドネシア
● フルハーフ･マハジャック

● 拓洋鋁（上海）管理
● 東洋愛鋁美国際貿易（上海）
● 東洋鋁愛科商貿（蘇州）
● 湖南寧郷吉唯信金属粉体
● 肇慶東洋鋁業
● トーヤル（タイランド）
● トーヤルMMPインディア
● スバム トーヤル

● 東洋アルミエコープロダクツ
● 東海東洋アルミ販売
● エー・エル・ピー
● 東洋アルミ興産
● アルファミック
● 日軽北海道
● 日軽物流
● ケイナラ
● 日軽藤岡

株式情報 （2026年3月31日現在）

発行可能株式総数 200,000,000株
発行済株式総数 61,993,750株
株主数 46,617名

（注）持株比率は、自己株式数（60,269株）を控除して計算しています。

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,155 14.8

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,028 8.1

日軽ケイユー会 2,037 3.3

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 1,878 3.0

朝日生命保険相互会社 1,598 2.6

第一生命保険株式会社 1,500 2.4

公益財団法人軽金属奨学会 1,491 2.4

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,379 2.2

株式会社みずほ銀行 1,126 1.8

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 916 1.5

大株主（上位10名）

● エーシーシー
● 日軽ニュービジネス
● 日軽金オーリス
● ニッカン
● 日軽情報システム
● 日軽パートナーズ

社名 日本軽金属ホールディングス株式会社
（Nippon Light Metal Holdings Company, Ltd.）

本社所在地 東京都港区新橋一丁目1番13号 アーバンネット内幸町ビル
上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場 （証券コード：5703）
代表取締役社長 朝来野 修一※1

資本金 46,525,000,014円
従業員数（連結） 12,123名※2

設立 2012年10月1日

「11期分の主要財務データ」（P.76）、 「財務・非財務ハイライト」（P.77）参照

※1  2026年4月1日現在　※2  2026年3月31日現在
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日本軽金属ホールディングス株式会社
〒105-8681　東京都港区新橋一丁目1番13号　アーバンネット内幸町ビル

Webサイト 
https://www.nikkeikinholdings.co.jp

お問い合わせ 
https://www.nikkeikinholdings.co.jp/contact/ 
お問い合わせフォームよりご連絡ください。

本報告書に関するお問い合わせ先


